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イギリスの学校教育の改革動向

佐々木毅（国立教育政策研究所）

はじめに

外国教育研究者にありがちな傾向として、自分の関心のあることに気をとられ

てしまい、他の研究者や教育関係者がその国のどういう動向に興味をもっているか

を気にかけないことがあげられるかもしれない。多くの機関や団体、個人が参画し

て推進される教育改革の動向を正確に把握し、分析、評価することは個々の研究者

の関心と能力をはるかに上回る出来事であり、その意味でも冷静に事態を直視する

必要がある。またイギリスの場合、イングランド、ウェールズ、スコットランド、

北アイルランドにそれぞれ独自の教育制度が存在し、イングランドの中でも学校の

組織や形態が多様であり、学校の個性がかなり強いために、自分の論旨に都合のよ

い事例を探すのはかなり容易である（都合の悪い事例は無視してしまうことにな

る）ので、これは特に気をつけるべきことである!。

ここでは１９９７年に労働党政権が成立して以来の､イングランドにおける初等．

中等教育をめぐる政策動向について概観をしながら、その中で労働党が伝統的に追

求してきた社会民主主義的な政策とトニー・ブレアの党首就任以来その傾向を強め

てきた新自由主義的な政策の並存という特徴と、そのような政策のもとで水準の引

き上げという目標がどの程度達成されているかについて考察を試みてみたい。改革

についての関心は、どうしてもそれが成功か失敗かということ、また、もし成功だ

とするとどのような示唆を日本に与えうるかということに集中しがちであるが、全

体としてまだ結論を下すには尚早であり、より詳しい研究が必要であることをあら

かじめ断っておきたい。

１．戦後のイギリスにおける教育の課題と教育改革

教育史研究家のゲーリー・マカロックは第二次世界大戦後のイギリスは３つの

大きな改革を経験してきたが、それらは広範な社会的挑戦にこたえる必要から生ま

れたもので、周期的な性格を持つものであった述べている２．第一の改革は、戦中

の１９４４年に成立した教育法に基づくもので、すべての青年に開かれた前期中等教

育を実現するものであった。第二の改革は大きな教育立法を伴うものではなかった
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が、それまでの分岐的な中等教育の制度を改めて、大部分の中等学校を総合制とい

う新しい形態に変化させるものであった。第三の改革は１９７９年に政権の座に就い

た保守党政権により推進され､1988年教育法によってその頂点に達するものであっ

た。ここでは特に第三の改革に焦点を当てて、その特徴と、サッチャー退陣後のメ

ジャー首相の時期に行われた改革について概観してみたい。

１９７９年にサッチャー保守党政権が誕生したとき､既に大規模な教育改革が必要

であるという認識はかなり広く共有されていた。政権が最初に行ったのは１９８０年

の教育法によって保護者による学校選択制度を導入したことである。

次に行われたのが資格試験制度の改革である。それまでのイングランド(と

ウェールズ、北アイルランド)にはＧＣＥ試験とＣＳＥ試験という２種類の主要な外

部試験があり、前者は義務教育終了時の普通(O)レベルと後期中等教育修了時の上級

(A)レベルという２つの段階からなるアカデミックな性格の強い試験であり、高等教

育進学の際の資料として活用されるものであり、後者は義務教育修了時に行われる

もので、受験者の大部分が就職希望者であった。このほかに、職業的な性格を持つ

資格試験が多く設けられている。この改革ではＧＣＥのＯレベル試験とＣＳＥ試験

を一本化して、ＧＣＳＥ試験という新しい試験を導入した。一方ＧＣＥのＡレベル試

験はそのまま存続することとなった。

その後さらに1988年教育改革法によって､広い範囲にわたる改革が行われた。

すでによく知られている内容が多いので､簡単に列挙する。まず､全国標準カリキュ

ラムの導入は法律の最初に規定されており、これによって教育科学大臣(当時)が義

務教育における教育内容についての決定権を得ることになった。ここでは数学、英

語(つまり国語)、理科の３教科を中核教科とし、さらに歴史、地理、技術、音楽、

美術、体育、近代外国語(中等教育のみ)を基礎教科として公営学校の児童・生徒の

必修教科とすることとなった。特に言語と理数系の強化に重点を置いたことや、伝

統的な教科中心のカリキュラムの採用が特徴的である。さらに義務教育(５から１６

歳)を４つの基礎段階Keystagesに区分して、それぞれの段階の終わりに習得する

ことが期待される知識・スキル等の到達目標を設定し、それに沿って中核３教科に

ついては標準評価課題(SAT)と呼ばれる全国試験を行い、その結果を学校単位で発

表できることにした。ただし義務教育修了時の試験については従来からのＧＣＳＥ試

験を使用することになった。このような評価システムは学校がその教育を改善する

ための手がかりとなり、また保護者が学校を選択する際の参考とされることが期待

された。

その一方でそれまで定められていた標準入学定員に代えて公営学校の入学定
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員を物理的に収容できる人数にまで拡大して、保護者の希望する学校に子どもを入

学させやすくした。この措置によって保護者による学校選択の制度が強化された。

学校ごとの教育目標の達成が公表されるために学校は児童生徒の獲得をめぐる競

争に直面することになる。

また労働党政権の下でいったん廃止された直接補助学校の再現というべき国

庫補助学校grantmaintainedschoolsという学校の新しい設置形態が規定された。

これは地方教育当局の支配から独立して国庫補助金を得ることができる新しい枠

組みで、保護者の意向によって公営学校がこの地位を得ることを可能にした。さら

に国費と民間企業からの寄付金によって運営され、科学技術教育に重点をおき、授

業料を徴収しない独立学校であるシティ・テクノロジー・カレッジと呼ばれる新し

い中等学校の設置を推進した。このように保護者の発言権が強調された一方で、地

方教育当局の権限は弱体化した。全体として、競争を重視する新自由主義的な傾向

と全国標準カリキュラムの正確に見られる保守的な傾向とが改革の基調をなして

いると思われる３．

１９９０年にサッチャーに取って代わって首相となったメジャーの下で､改革の現

実にあわせた手直しが行われた。同じ保守党の政権であったが、サッチャーが社会

的な競争を重視して､不平等に無関心であったのに対し､｢階級のない社会｣classless

societyの実現を唱えたメジャーは不平等に敏感であったというような政策上の力

点の違いが見られる4。この時期「水準を上げる」（raisingstandards）というス

ローガンが盛んに用いられるようになった。初等教育の英語、数学については、イ

ギリス国内の調査によって、特に数学についてはIEAの第３回国際数学・理科教育

調査(TIMSS)などにより学力低下が指摘された。

この時期の取り組みとして特に重要なのが、１９９２年教育法による教育水準局

(OfficefbrStandardsinEducation；OfSted)の創設である。その目的は初等・中等

教育、教員養成、青少年活動、および成人教育における教育の達成と品質水準を定

期的な視察、公的な報告および助言を通じて改善することである。保守党政権の時

代から労働党政権の初期にいたるまで長く首席視学官を勤めたクリス・ウッドヘッ

ドはイングランドの教育に大きな影響力を発揮した。

いまひとつはデアリング・レビューと呼ばれる全国標準カリキュラムの改訂作

業である｡１９８８年教育法により出現した全国標準カリキュラムは各教科を推進する

専門的な団体の利害が十分に調整されないまま、量的に過重なものとなっていたの

で、軽減を図ることが意図された。議長となったロン・デアリングは関係各方面か

らの意見の聴取に努めて新しいカリキュラムを作成した。それまでのものに比べて
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カリキュラムの内容が量的に縮小されただけでなく、付加価値的な新しい評価が提

案された5．

２．労働党ブレア政権の下での教育政策の特徴

（１）重点課題としての教育への取り組み

１９９７年の総選挙の際に労働党の党首としてブレアが政策の優先事項として教育

を取り上げたことはよく知られている。教育問題が国家的な戦略の面から重要に

なっていただけでなく、有権者としての国民の関心も高まっていたことがその背景

をなしている。国家的な戦略という見地からすると、イギリスの技能水準がヨー

ロッパの他の国々に比べて低いことが問題であった。特に義務教育終了水準と、後

期中等教育修了水準に達した勤労者の不足が問題になっている６．そしてこの原因

が中等教育に求められることは明らかであろう。義務教育を修了しても、多くの青

年たちが読み・書き・算数にかかわる基礎的な技能を身につけていないことが問題

とされている。さらに、グローバル化と情報化・知識産業化の流れの中で、新しい

種類の技能が求められるようになったが、初等・中等教育の取り組みは十分なもの

とはいえなかった。さらに青年の失業やホームレスの存在が社会問題となっている

状況の中で、教育を通じて基礎学力路職業的な能力を高め、社会的なモビリティー

を高めてより平等な社会を実現することも重視された。この点は保守党政権の下で

の教育政策と違う点である。

（２）取り組みの特徴

保守党のサッチャー改革はそれまでの改革に比べると広い分野の教育を対象

とするものであったが、労働党政権の下ではさらにそれを上回る広範な改革が行わ

れようとした。すなわち、就学前教育と生涯学習が改革の対象とされるようになっ

たのである。

そこで強調されたのが、それまで政権の座にあった保守党とも、伝統的な労働

党の教育政策とも異なる「新しい」路線だということである。ブレア首相のグルと

いわれるアンソニー・ギデンズは「第三の道」（Thethirdway）という表現を使っ

たが、これはそれまでの社会民主主義と新自由主義の２つの路線がそれぞれ社会の

変化に対応しきれないことから生まれた新しい路線だと述べられている7。実際に

展開されている政策は、ブレア政権の内部での対立を反映して必ずしも一貫したも

のとはいえない。新自由主義的な傾向の強いブレア首相と、雇用や福祉を重視する

伝統的な社会民主主義に近いとされるブラウン蔵相の対立があるといわれている。

－４－



その一方でこの対立をうまく利用して労働党が政権を維持しているという側面も

ありそうである８．

さらに第１期(1997～2001)、第２期(2001～2005)、第３期(2005～)で政策上の

強調点が変化している。特に教育においては第１期と第２期とでは省庁の組織と、

改革を推進する閣僚の人事の両方の面で大きな変化が見られる。第１期を通じて、

教育改革は１９９７年以前から影の教育大臣として中心的な役割を演じてきたデ

ヴィッド・ブランケットの下で推進された。２００１年の総選挙後、ブランケットが内

務大臣に転出すると、それまで学校水準担当閣外相であったエステル・モリスが大

臣に昇格するとともに、省の組織が改変されて教育技能省が誕生した。２００２年１０

月にモリスが突如辞任、チャールズ・クラークが後任となり、２００５年に内務大臣で

あったブランケットがスキャンダルで辞任すると、クラークが内務大臣に転出、

ルース．ケリーが教育技能大臣となった。このような大臣の交代はその指導力を弱

め、改革ではブレア首相の指導力が前面に出る傾向が強くなってきている。その中

で特に教育改革の中心的な目標が第’期には[構造ではなくて、水準]におかれてい

たのが、次第に構造上の改革に移ってきているとの指摘もある９．また、このこと

と関連して最近の教育法案の審議の過程で、ブランケット、モリスの両元大臣が改

革に批判的な発言をする場面も見られ、改革をめぐる労働党内の対立の深刻さが垣

間見られた。特に公営学校の独立的な側面を強めようとする改革をめぐり、それが

中等教育進学に際しての選抜を復活させるものではないかという論議が盛んであ

る。

（３）初等・中等教育改革における施策とその特徴

労働党政権誕生後、それまでの保守党政権によって作られていた制度的な枠組

みは大部分が維持された。ただ国庫補助学校は廃止されて、ファウンデーション・

スクールという新しい学校形態が取って代わり、この種の学校は再び地方教育当局

の支配の下に置かれることになったが、与えられた大幅な自治は維持された。全国

標準カリキュラムは、デアリング報告の後に改訂されていたが、市民性の教育を含

む新しいカリキュラムの必要が強調されて、「カリキュラム2000｣が策定された。ま

た基礎的な内容を強調する教育が初等教育においてさらに推進され、１９９８年９月

から英語の学力向上を目指す全国読み書き能力戦略NationalLiteracyStrategy：

ＮＬＳ、１９９９年９月から数学にかかわる全国数量的思考能力戦略National

NumeracyStrategyが展開された。イギリスでは学校における教科ごとの授業時間

に関する規定はないが、ここでは毎日リテラシー、ヌメラシーの時間を設定するこ
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と、また教育方法の改善を図ることによって学力の向上が図られた。ＮＬＳの目標は

2002年までに１１歳の児童の８０％が彼らの年齢で期待される英語の水準(レベル4）

に達するようになることを目標とするものであった｡またＮＮＳの目標は２００２年ま

でに１１歳の児童の７５％が標準的な到達水準であるレベル４に到達することを目標

としていた'０．評価は教育水準局により視察とテストを通じて進められたが、さら

にカナダのトロント大学オンタリオ教育学研究所OntariolnstitutefbrStudiesin

Education,UniversityofTbronto:OISＥによる外からの評価が行われたことが注

目される。これら２つの戦略はともに目標を達成するにはいたらなかったが、水準

の引き上げに果たした役割は大きいと評価されたｌｌｏ現在は２００３年５月に発表さ

れた『卓越性と喜び－初等学校のための戦略』Ｅｘ℃e"e"ｃｅａ"dEnmyme"ｚ－Ａ

Ｓｔｚ'aZegWbrEm刀a〃SbhoQZsにより提案された初等全国戦略PrimaryNational

Strategyが展開されている’２．また前期中等教育段階でも、カリキュラム全体にわ

たっての水準の引き上げを目指す同様の戦略が展開されている。このような取り組

みの中で、一斉授業への回帰、授業の標準化の傾向が進んできているといわれる。

このように学校の内部における刺激によって水準を引き上げようとする試み

と平行して、低学力の社会的な原因への取り組みも展開された。特に都市における

インナー・シティと呼ばれる地区に多く住む貧困層やマイノリティなどの不利益を

受けている層への援助を目指す施策が数多く実施に移された。このような施策の中

には児童手当や児童扶養控除によって児童の貧困をなくす取り組み、インナー・シ

ティの学校の底上げを図る教育活動地区EducationActionZones:ＥＡＺのプログラ

ム、同じくこのような地域の学校の水準を引き上げようとする「都市における卓越

'性」ExcellenceinCitiesプログラム、さらに相対的に貧しい家庭を対象とした子育

て支援策であるシュア・スタートなどの施策が展開されてきた。

保守党政権の時代に、シテイ・テクノロジー・カレッジに加えて、技術教育の

推進を目指すスペシャリスト・スクールというプログラムが始められていたが、労

働党政権はこれをさらに拡大・推進して、中等教育の多様化を目指した。その他の

試みも含めて労働党政権により推進されている新しい中等学校にはさまざまな種

類があり、既存の学校を改造する場合、失敗校を閉鎖した後に新設する場合、まっ

たくの新設の場合など、出発の経緯においても多様性があるが、設置．経営の形態

における革新性､教育内容における学校の独自性の強調、水準の引き上げへの貢献、

自助努力などが要求されている点に共通性が見られる。その他、民間資金の導入と

先端技術の採用などが織り込まれた中等学校であることも共通点として注目され

る。これらの新しい種類の中等学校のうち代表的なものがスペシャリスト．スクー
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ルとアカデミーの２種類である。

スペシャリスト・スクールは保守党政権時代の１９９３年に出発した。もともと

の趣旨は１９８６年に発足したシティ・テクノロジー・カレッジに続いて中等学校の

特定のカリキュラム領域を強調することによって、中等教育の多様性を実現するこ

とであった。ただし特定の領域の集中的な教育を行う中等学校は独立部門では珍し

くないし、公営部門でも旧インナー・ロンドンの教育当局などが試行していたとい

われる。当初、既存のいくつかの学校が選ばれて技術カレッジの指定を受けたが、

技術だけでなく、数学、理科、技術という関連する領域に渡って広い範囲の共通点

を持つ学校であった｡1994年に専門領域として近代外国語､1996年にはスポーツ、

芸術が領域として加わった。

１９９７年に政権の座に就いた労働党政府は、スペシャリスト・スクールに対して

それぞれの専門領域における卓越性だけでなく、地域の他の教育機関やコミュニ

テイヘの貢献を新たに課題として課した。既に触れた「都市における卓越性」の計

画の中に一定数のスペシャリスト・スクールが割り当てられるようになったことに

見られるように、ただ単に卓越性が目指されるのではなく、社会的な平等の実現が

視野に入れられるようになった点が大きな変化である。２００１年の２月に出された

教育緑書『成功の増設』では、工学、理科、ビジネス・企業という３つの新しい領

域のスペシャリスト・スクールが提案されている。その後、さらに新しい領域が指

定され、現在では数学・コンピュータ、人文、音楽が加わって全部では１０種類の

領域があるほかに、これら２つを組み合わせた複合領域の学校も出現している。ス

ペシャリスト・スクールでは専門領域を強調するといっても、全国標準カリキュラ

ムに沿って教育を行っており、それぞれの専門の授業時間は標準よりも多少増える

程度で、むしろ優れた教師を雇用したり、施設設備、特にICTを活用したりするこ

とによってより効果的に教育を行おうとしているのである。

この学校の目的は強調点のはっきりした教育を通じて水準を引き上げること

であり、教育技能省からスペシャリスト・スクールの指定を受けようとする際に提

出する書類には専門領域における水準の引き上げと、それを通じてどのように地域

に貢献するかを記載することが求められている。また学校は地域の企業など、指摘

部門から５万ポンドの後援金を集めなければならない。このように学校の自助努力

が強調されている点が重要である。指定を受けると’０万ポンドの資本援助と４年

間にわたり（その後も更新される）生徒１人当たり１２９ポンドの補助金を受ける。

なお５万ポンドを集めることができそうもない学校を支援する基金が設けられるな

ど、指定を受けるためのハードルが次第に引き下げられる傾向が見られる。学校種
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別に見ていくと、科学技術系の学校が多いほかに、スポーツ、芸術系も増えており、

ビジネス系の急速な増加が注目される。他方、外国語が伸び悩んでいるほか、人文

系も伸び方は大きくない。さらにいえば社会科学系の学習が強調されていないのも

気になるところである。なお注意してよいことは、スペシャリスト・スクールの指

定を受けている学校は一般に総合制学校であるが、グラマー・スクールなどその他

の学校も含まれていることである。全体として、既に実績のある学校から指定され

る傾向がある。スペシャリスト・スクールは既に公営中等学校全体の４分の３に相

当する2,382校に達している。ＧＣＳＥ試験等でスペシャリスト・スクールは好成績

を挙げているが、もともと実績のある学校であったことに加えて、一般の学校より

も財政的に優遇されているのであるから、特定の教科領域を強調するというプログ

ラムそのものの効果がどの程度現れているかについては疑問視するむきもある’３．

スペシャリスト・スクールとは逆に、底辺からの水準の引き上げを目指すのが

（シティ・）アカデミーの試みであり、企業や宗教団体などの主導で、失敗した学

校をいったん閉鎖した後に新設される学校である。シティ・テクノロジー・カレッ

ジと同様に独立学校に位置づけられ、地方教育当局から独立した存在とされる。ス

ペシャリスト・スクールと同様にひとつ以上の領域に強調をおきながら、全体とし

ては広いバランスの取れたカリキュラムを提供しようとする。専門領域として示唆

されているのは、理科、芸術、ビジネス・企業、コンピュータ、工学、数学とコン

ピュータ、近代外国語、上演芸術、スポーツ、技術の１０領域である。アカデミー

の設置を推進するためにアカデミー・スポンサーズ・トラストという団体ができて

いたが、２００５年の９月にスペシャリスト・スクールズ・トラストと合併してスペ

シャリスト・スクールズ.アンド・アカデミーズ・トラストとなった。２００４年の７

月に公表された『子どもたちと学習者たちのための５ヵ年戦略』ではアカデミーを

2010年までに２００校発足させるか、少なくとも認可を受けた状態にすると宣言さ

れている。ブレア政権の旗艦flagship政策と目されているが、目標達成のために強

引な決定がなされる例も見られ、特にアカデミーのスポンサーに対する叙勲をめぐ

るスキャンダルが表面化しているのが現状である。

このほか、教育水準向上の取り組みの中で、他の学校の模範となる教育実践を

目指すビーコン・スクールは初等・中等・特殊学校の各部門における水準の向上を

目指すものであり２６６校，１９９８年の緑書「教師一変革の挑戦にこたえる』に基づい

て学校現場に重点を置く教員養成の取り組みの場となるトレーニング・スクールが

初等・中等学校あわせて２４４校（中等学校が１９５校)、優れた教育実践の経験を好

感する学校間の提携であるリーディング･エッジ･パートナーシップが２０５件､２００２
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年教育法の下で、２校以上の学校が共通の理事団体を持ったり、特定の目的のため

に協力する協定を結んだりする連合が２６件試みられている。

このような新しい種類の中等学校の推進と並んで、これまでのところでは宗教

系の学校が教育上の成果を挙げている例が多いということから、信仰学校と呼ばれ

るこれらの学校の拡大が推進されている。実際にはイングランド国教会やカトリッ

クの学校の場合には、各種試験の成績はよいが、最近になって増加してきたその他

の宗教・宗派の学校についてみると、学校内における宗教的な対立の回避という動

機のほうが強く働いているように思われる。その一方でこのような学校の増設は社

会的な分離を進めるのではないかと危‘倶する意見も根強い。他方、宗教的なエート

スが児童生徒の精神面によい影響を及ぼしているがゆえにこれらの学校が優れた

成績を上げているという議論も当然主張されている。

さて、ブレア首相は教育の水準を引き上げるために成功を収めている学校を拡

張するという方針を打ち出してきた。これは保護者の評判のいい学校に入学の申し

込みが集中した結果、希望する学校に入学できない子どもたちが増大するという現

象に対処するものであるが、学校側が拡張に消極的な姿勢を見せる場合が少なくな

いようである。このため、既に試行されている学校間の連合、提携を進めることに

よって水準の引き上げを図ろうとしている。

以上挙げたような制度的な取り組みのほかに、一部の青年の中に見られる勉学

に対する否定的な姿勢への取り組みが強化されている。産業構造の変化の中で熟練

技能を持たない成人の就職機会がきわめて乏しくなってきていることが指摘され

ている。またサービス業に従事する場合に基礎的なリテラシー、ヌメラシーは不可

欠だとも論じられている。このため､職業科目の地位の引き上げ､職場体験の導入、

企業によるメンター（後見人）の派遣など企業と学校の結びつきの推進が図られて

いる。

３．最新の動向と今後の展望

（１）新しい教育法案の提出

２００５年１０月２５日に新しい教育白書『すべてのもののためのより高い水準、

よりよい学校親と生徒たちのためのより多くの選択』Hzjg力e１．ｓ”"〔ﾒar［ﾒs,陸Zjer

sbﾉｳoozszbrA〃･ノリb”chojbes血･ｐａ”"tsa"ｄｐｌ４ｐｉｊｓが発表された。この白書で

はブレア首相によって熱心に主張されている「独立の、授業料を取らない、公営」

independentnon-fbepayingstateschoolsl4学校という構想がさまざまな議論を

呼んでいる。その主な狙いは、学校教育に既に浸透して来た保護者の選択による競
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争を持ち込むことにより水準の引き上げを図ることであり、学校側には絶え間のな

い改革が義務付けられることになりそうである。しかしながら、白書で新たに提案

されたトラスト・スクールという地方教育当局から独立した設置形態をとる学校が

廃止されたはずの国庫維持学校の復活ではないかという疑問をはじめ多くの議論

があり、特に学校の独立性の強調が独自の入学政策、選抜の復活につながるのでは

ないかという危倶の声が高い。２００６年２月２５日に提案された『2006年教育・視

察法案』皿ucatjbI]ａ"ｄ血spectioI]Ｂｉ〃”06には野党第二党である自由民主党の

ほか、労働党から多くの反対者が現れ、野党第一党である保守党の動向しだいでは

法案の成立が危ぶまれる事態となっている。ブレア首相が党内の反対者に配慮して

法案における選択や競争に関する部分で譲歩すれば、これまで賛成を続けてきた保

守党が反対に回ることも考えられ、今後の見通しはきわめて不透明である。法律が

成立した後の教育現場における変化の実際も含めて今後の行方を注意深く見守る

必要がある。

（２）今後の展望

以上見てきたように、消費者の力を動員して学校間の競争を活発にして、水準

を上げるという新自由主義的な改革の路線が今回の白書、法案では強まっているよ

うに思われる。ただし、その一方で消費者である保護者のほうは教育の現状にそれ

ほど不満を感じていないという調査結果もあり、それ以上に学校選択の際に必要な

情報を保護者が十分に得ているかという問題もあって、改革の取り組みが空転する

恐れもないとはいえない。

現実に教育の水準が改善されているかどうかをめぐっては意見が分かれてい

る。２００４年１２月にＯＥＣＤの国際生徒学習到達度調査（PISA）の結果が発表され

たが、英国（ＵＫ）は学校からの回答数がＯＥＣＤの要求を下回ったためにこの発

表には加わらないことになった'５．このため格好の国際比較の機会が失われたこと

になる。いずれにせよ、次回以降の成績を見守る必要がある。

学力だけでなく、一向に改善の兆しを見せないいじめの問題、根強い無断欠席

と学校内における対教職員および生徒間の暴力的な行為など、今後どのように取り

組みがなされ、その結果がどのように展開していくのか、注目される。

【註】

’イギリス、特にイングランドの学校の中で占める独立（私立）学校の割合が高いことに注意する
必要がある。またもともと私立学校であったものが歴史的な経緯から公的部門に入ってきた学校も
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少なくない。わが国のように学校の設置形態を国立、公立、私立という風に分類しているわけでは

ないことに加えて、後に見るように、このような半官半民の設置形態を持つ学校を増やそうという

のが現在の政権の意図である。設置形態だけでなく、学校内における教師や児童生徒のエスニック

な構成も地方・地域によってかなりの多様性を持つ。また校長の権限が強いので、その個性が学校

に反映することが少なくないし、学校がそれぞれのエートスを持つことが政策的にも重視されてい

る。したがって、ある教育政策が実施される際にすぐに効果が上がる学校が生まれる一方で、なか

なか効果が上がらない学校が生まれるのも当然の結果であろう。個別的な事例に即して全体的な政

策の効果を判断することはイギリスの場合、特に慎むべきであると思われる。

また、歴史的に見ると、独立学校の中のパブリック・スクールと呼ばれる部分がイングランドの

学校教育のあり方に強い影響力を持つ定義的教育施設defininginstitutionとして機能してきた。こ
れはわが国とは大きく異なる点である。このような学校は政策によって動かされるというよりも、

政策を超えて独自の発展を遂げてきたし、現在もその傾向は否定できない。ミユラー/リンガー/サイ

モン（編）（1989）『現代教育システムの形成一構造変動と社会的再生産』（晃洋書房)、特にＪ・ハ

ニーによる第６章「｢システムｊとしてのパブリック・スクール」を参照されたい。

さらに実は教育政策の形成に関与する人びとの大部分がパブリック・スクールを初めとする入学

に競争を伴う中等学校の出身であることも事態を複雑にしていると考えてよい。

２GaryMcCulloch(1994),Ｅﾋﾉucatjb"aﾉ歴cons血･ucZrb":ｍｅＺ９忽酎uca"ｂｎＡ“azzd坊ｅ
?ＷＦ"”･鋤ｓｔａｎ”〃(Ilfbrd:TheWobumPress)ｐ１９．
３１９８８年教育改革法およびそれ以前の改革をめぐっては鈴木正幸ほか（1990）「1988年イギリス

教育改革法の主要点と問題点」（日本比較教育学会編『比較教育学研究』１６)、木村浩（1990）「全

国共通カリキュラムの設定と教育水準の向上一イギリスの場合一」（同上）を参照されたい。

』アンソニー・ギデンズ（1999）『第三の道一効率と公正の新たな同盟』（日本経済新聞社）３４ペー
ジ

５新井浅浩（1997）「イギリスにおける全国共通カリキュラムの改定動向一｢デアリング・レビュー」
を中心に－」（国立教育研究所特別研究『学校と地域社会との連携に関する国際比較研究中間報告
書(1)』（国立教育研究所）所収187-194ページ

６NationalCommissiononEducation(1993),Ｌｅａｍｍｇ”Suc〃ed！（Heineman），ｐ９からDenis

Lawton(1994),meZbzyjl必]ｄｏ､“u“如刀J97g･鯉(TheFalmerPress),ｐ,111が引用している数
字によると、１８歳で後期中等教育修了に相当する資格を持つ若者の百分比はドイツが６８、フランス
が４８、日本が８０、イングランドが２９であった。

７ギデンズ、前掲、第１章、特に３９ページを参照されたい。

８山口二郎（2005）『ブレア時代のイギリス』（岩波書店）は「市場も政府も失敗するものであり、
それぞれの失敗を是正するための方策を考えるのが、合理的な政策論議であろう。・・・表面的な二
分法を乗り越える新しい切り口を示すという点では、ブレアの政治は大きな成果をあげていると言
うこともできる」（ｖページ）と、ブレア政権の政策のあいまいさや振幅を肯定的に評価している点
が注目される。

９１９９７年に発足した第一次ブレア内閣では次官、その後閣外相、さらに２００１年からの第二次内閣
では教育技能大臣として政策を推進してきたエステル・モリスは親たちが求めているのは「水準」
の向上であって、「構造」の変化ではないとして、改革の重点が移ったことを批判している。Estene
Morris(2005),'MythreetestsfbrLabour'splan',Guaz1dla〃September12,2005.
1ｏ政策評価調査研究会（代表：塚原修一）編（2002）『教育行政における評価手法のあり方に関す
る調査研究』第３章「教育内容をめぐる施策の評価一イギリスの事例から－」（平成１３年度文部科
学省委嘱研究)、特に３３および３４ページを参照されたい。
llLornaEarletal.(2003)，恥ｒｃｊｈｍｇ＆Ｌｅａｍｍｇ３．.届"aﾉＥｅＰａ･tof鋤ｅＥｘ””a/Ｅ”juaZrひｎｏｆ
Ｅｎｇ弧and台脆tjひ､aﾉＬｊ睡溜”a"ｄＭＪｍｅ垣qySZz召Z召gｒｅｓ（Tbronto:OISEandLondon:DfES）
ｐ,8,availableat：
http://www・dfbs､gov;ｕｋ/research/data/uploadEles/ＤｍＳ･WatchLearning＆20Summary,ｐｄｆ
ｌ２教育技能省の「水準」Standardsのサイト：http://www,standards・dfbsgov､uk/primary/about
によりその概要を知ることができる。

’３スペシャリスト・スクールおよび後述のアカデミーについては筆者による一連の研究、特に佐々
木毅（2006）「イギリスにおける新しい種類の中等学校の拡大と性格」（平成１５－１７年度日本学術
振興会科学研究費補助金基盤研究(B)『イギリスの中等教育改革に関する調査研究一総合制学校と多
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様化政策一』（課題番号15330180）研究成果報告書、所収１０～２０ページ）を参照されたい。

’４“Fairnessandopportunitiesfbrall,”FulltextofthespeechbytheprimeministeB'IbnyBlair，
totheCityofLondonAcademytodaySeptember12,2005,EducationGuaz坊”ＣＯ､ukSchools
specialReport,availableat：

http:"education､guardian､ＣＯ.uk/newschools/story/0,,1568345,00.ｈｔｍｌ

ｌ５”OECDprogrammefbrlnternationalStudentAssessment(PISA2003)treatmentofUK

data"，Ｄ函Spressnotice，１９November2004available

DisplayPN・cgi?pn-id=20040197(accessed31March2006）一

－１２－

ａｔ



カナダにおける学校教育の改革動向

一オンタリオ州に焦点を当てて一

平田淳（弘前大学）

はじめに

カナダ・オンタリオ州では、１９９５年に政権をとった進歩保守党（PmgEssive

ConservativePam/:PC）が、「常識革命（CommonSenseRevolution)」をスローガン

に掲げて、いわゆる新保守主義的改革を行っていた（Noel,1997)。そして教育の

分野でも、「子どもを第一に考えよう（PuttingKidsFir5t)」を合言葉に急激な教育

改革を推し進めていた。そこでは州統一カリキュラムの策定や州統一テストの実

施など、子どもの基礎学力（特に３Rs）の向上を重視した政策を導入してきた。

他方、学校や教育委員会の統廃合を推進したり、教員数を増加させることなく学

級規模を縮小する（つまり、教員一人当たりの授業持ち時間数を増やす）などを

通して大幅に教育費を削減する、いわゆる「dobetterfbrless（よりよいものをより

安く)」を理念とした教育改革は､教員組合によるストライキを引き起こすまでに

なった（GidnexI999)。

このようなＰＣ政権による改革は約８年間続いたが、2003年に政権は自由党に

移ることとなった。そこでは学力重視の政策に変更はなかったものの、教員数を

大幅に増加させたり、教員免許更新制を廃止したりするなど､ＰＣ政権が実施した

改革に対する大規模な修正が行われている。

本稿では、まずカナダ全体の教育制度に触れた後、政権交代によって変革を迫

られているカナダ・オンタリオ州の教育制度・政策を概観し、シンポジウムのテ

ーマである「英連邦諸国の学校教育の改革動向」に対し一つの視点を提示するこ

とを目的とする。

１．カナダの教育概観

（１）連邦政府と教育

カナダにおいては、１８６７年憲法法第93条において、教育は州の権限に属する

と規定されている。このため、教育に関する法規及び制度は州によって異なる。

他方、憲法は教育に関する州の第一次的管轄権限を定めたものであって、連邦政

府が教育に関与することを全面的に禁止しているわけではなく、以下に示すよう

にいくつかの事項についてこれを認めている。

①教育事項を原則として州の管轄事項とした1867年憲法法93条が、州の立法
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府に対し、宗教系学校に関するいくつかの規定を有している。

②権利及び自由に関するカナダ憲章第23条（１～３項)の定める少数言語教育

権に関わる問題について、州の立法権が憲法のレベルで制約される。

③インディアン法により、インディアン及びイヌイットなど先住民の子どもの

教育は連邦政府のインディアン問題北方開発大臣の管轄となっている。

④補助金等の財政支出権を通して、連邦政府は教育に関与することができる。

これは、財政状況に関する州間格差を是正するための措置（平衡交付金、

equalizationgmnts）であるが（成嶋、2003)、他方カナダの義務教育予算に占

める連邦政府からの補助金の割合は0.4％に過ぎない（榎本、2005)。

⑤権利及び自由に関するカナダ憲章における以下のような規定に関しては、教

育に密接な関連があるため、適用される。

＞良心及び信教の自由（２条ａ項）

＞新聞及びその他の通信媒体の自由を含む、思想、信条、意見および表現の

自由（２条ｂ項）

＞平穏に集会する自由（２条ｃ項）

＞結社の自由（２条ｂ項）

＞司法上の権利（7～１４条）

＞平等権（１５条）

＞裁判を受ける権利（24条）（成嶋2003）

（２）カナダ教育担当大臣協議会（CMEC）

上述の通り、カナダにおいては教育に関する第一次的管轄権は州にあるため、

連邦政府内に教育を担当するオフイスは存在しないｂ但し、各州・準州の情報交

換や相互協力を円滑にするために､1967年に｢カナダ教育担当大臣協議会(Council

ofMinisteIsofEducation,Canada:ＣＭＥＣ)」が発足した。ＣＭＥＣは、例えば､州ごと

に異なる中等教育修了条件を定めているカナダにあって、州を超えて転校する生

徒のために、各州の履修条件を示し州相互の科目認定用参考資料を提供したり、

あるいは全国規模の学力テストである学校教育達成度指標プログラム(TheSchool

AchievementlndicatollsPmgnm:SAIP）を実施するなどの活動を行っている。州ご

とに独自の教育課程を有するカナダで全国統一テストを実施することには疑問も

生じ得るが、他方で全国どこでも基礎学力のレベルでは一定水準を確保する必要
性も認識されている。

但し、ＣＭＥＣは連邦政府内の組織ではなく、あくまでも各州教育相の連絡･調

整機関であり、何らかの強制力をもって州政府を拘束するものでは全くない。そ
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の意味で、ＣＭＥＣが機能しているといっても連邦レベルに教育省を設置する必要

があるということには、全くならない。あくまでも教育に関する州自治を前提と

した組織であり、その延長線上にあるのがＣＭＥＣであるといえる(小林､2003)。

そのため、その職員はわずか20名となっている（榎本、2005)。

２．オンタリオ州の教育行政・学校教育制度

オンタリオ州の教育行政制度は、州レベルでの教育省（MinisbyofEducation）

及び各地域の教育委員会(schoolboaIds）から成っている。学校制度としては、言

語と宗教の観点から４種類の公費学校が存在する。即ち、英語系公立学校、フラ

ンス語系公立学校､英語系カトリック学校､フランス語系カトリック学校である。

カトリック系の学校も「分離学校（sepaIateschools)」として公費で運営されてい

るのが特徴的である。これら学校の種別に対応する形で、教育委員会にも英語系

公立教育委員会、フランス語系公立教育委員会、英語系カトリック教育委員会、

フランス語系カトリック教育委員会が存在する。それぞれの教育委員会が管轄す

る区域は、日本とは異なり、必ずしも通常の行政区と一致するものではない。教

育委員会の構成は、住民の選挙により選出される教育委員（trustees）の会及び教

育長（diIEctors）をトップとする専門家集団（事務局）から成っている。また、中

等学校生徒の中からｌ～２名の生徒教育委員（studenttmstees）も選ばれている。

教育委員会の役割は、州教育省の政策の枠内ではあるものの、当該地域の教育目

標の設定、教育予算の策定、教育プログラムの決定、教職員の採用など広範にわ

たっている。

学校段階に関しては、基本的には幼稚園から８年生までが小学校、９年生から

１２年生までが中等学校となっているが、教育委員会によっては７－８年生を中学

校（middleschoolsあるいはjuniorhighschools）としている場合などもある（カナ

ダでは学年を小学校から中等学校まで通しで数える)。義務教育は６歳から１６歳

までとなっており､順調に行けば第１０学年あるいは第１1学年ということになる。

そのため、日本のように中等学校に進学するための競争試験などはない。形式的

には義務教育修了段階で学校を去ることもできるが、多くの生徒は中等学校卒業

を目指すということである。他方、近年中等学校中退率の増加が問題視されてい

る。私立学校も存在するが、数は非常に少なく、また公費負担がないため、その

授業料はかなり高額なものとなっている（小川、児玉、平田、広瀬、2006)。

３．オンタリオ州における近年の改革事項
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1995年にＰＣが政権をとって以来のオンタリオ州の教育改革の最重要課題は、

どのようにして学校のアカウンタビリテイを高めていくのかということであり

（平田、成島、坂本、2003)、２００３年に自由党に政権が移ってからも、一貫して

この課題を達成するための様々な政策が導入されてきている｡但しその方向性は、

特に教職員政策に関しては、ＰＣ政権時と比較してかなり異なる傾向にある。

（１）「教育の質とアカウンタビリテイに関するオフィス(EducationQualiWand

AccountabiliUOffice:EQAO)」の設置

ＥＱＡＯは､1996年に州政府からは独立した機関として設置された｡その使命は、

より高度なアカウンタビリティを確保し、オンタリ対‘ﾄ|の教育の質を高めること

であり、この政策課題を実現するために州統一テストの実施や結果の分析・報告

書の作成、学力向上のための各種調査の実施などが行われている。つまりＥＱＡＯ

は、オンタリオ州における学力向上を中心としたアカウンタビリテイ増加政策の

中核に位置づけられている。（平田、2002）

（２）州統一カリキュラムの制定

オンタリオ州では､1999年に州統一カリキュラムが導入された｡小学校では｢美

術」「フランス語」「保健体育」「英語」「数学」「先住民の言語」「科学とテクノロ

ジー」「社会科」などが、中等学校では｢美術」「ビジネス」「カナダ･世界学」「古

典・国際語」「英語」「フランス語」「キャリア教育」「保健体育」「数学」「科学」

「社会科学」「先住民言語」「先住民学習」「テクノロジー教育」などが教科目とし

て挙げられている。州統一カリキュラムは日本の学習指導要領のように学年ごと

に作成されているのではなく、例えば、小学校では１年生－６年生、７‐８年生

で、中等学校では９－１０年生、１１－１２年生でひとまとまりとするなど、いくつか

の学年に跨って作成されている。

現在は、特にリテラシーとニューメラシーに関して、子どもの学力の現状に関

する報告書や教師・保護者向けのガイドブック、あるいは早期教育に関する報告

書などを多く刊行したり（OntarioMinistIyofEducation,2005a)、2008年度までにリ
テラシー、ニューメラシー､音楽､体育担当教員を新たに2000人採用するために

'億4600万ドルを拠出(DaltonMcGuintyP1℃mierofOntario,2005)､子どもの読み、
書き､数学の能力を向上させるための教育委員会によるプロジェクトに1800万ド

ルを拠出（DaltonMcGuintyPICmierofOntario,2005)、子どものリテラシー、ニュ

ーメラシーに関するスキルを向上させるために、教員のための夏季研修プログラ

ムを実施（OntarioMinistIyofEducation,2005b）するなどしている。これらから、

オンタリオ州政府が教育政策としてこの分野をいかに重視しているかがわかる。
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（３）州統一テストの実施

オンタリオ州では、第３．６学年の読み・書き・数学テスト、第９学年の数学

テスト、第１０学年の識字テストといった、一連の州統一のテストを1997年から

順次実施し、どの程度の子どもが州統一カリキュラムにおいて期待されている成

績を修めているのかについて評価している。これらテストを実施しているのが

EQAOであり、ＥＱＡＯはテスト結果を受け、州全体の報告書を作成することとな

っている。各学校及び各教育委員会はEQAO報告書及び自らの学校や管轄学区の

結果を考慮して、改善のための行動計画を作成することが求められている。テス

トの結果は、レベル４からレベル１（レベル４から下がるにつれて点数が低いこ

とを表す）の４段階で評価される（平田、2002)。

第１０学年で実施される識字テストは、中等学校卒業要件の一つとして､公立中

等学校の１０年生全員を対象として2000年から導入されている。これは、テスト

結果に基づいて合否判定がなされ、学校に対してはどのような技能が足りないの

かについての補足説明を行い、今後の指導に役立てることができるようにしてい

る。識字テスト不合格者は次年度に再受験することになっており、過去４年間の

合格率は平均73％であるが、例えば2003年度の受験者の内訳では69％が大学進

学コース（academiccoulnse）’に所属していることから、合格生徒のほとんどは大

学進学コースであると思われ、そのため合格のために要求される識字レベルが高

すぎるという批判もある。また、もともと成績が低迷気味の生徒の間には、どう

せ識字テストに合格できず、ということは卒業もできないという喪失感が広がっ

ており、それが中等学校中退者の増加につながるのではないかという懸念が出さ

れた。そこで2003年度から、「オンタリオ中等学校識字コース」が導入され、１１

年生以上の識字テスト不合格者が正規の履修科目としてこれを履修し、１年間か

けて修了すれば識字テスト合格の代替とするという方策も採られている。（成島、

2005）

他方、第３．６学年を対象とした読み・書き・数学のテストからは、オンタリ

オ州の子どもの学力は向上傾向を示していることが指摘されている。即ち、第３

学年数学に関しては、正答率が2003年の57％から2004年には64％に、読解は

50％から54％に､作文は55％から５８％に伸びており、また第６学年に関しても、

数学は53％から５７％に、読解は56％から５８％に伸びている。唯一伸びが見られ

なかったのが第６学年の作文で、それでも２００４年の正答率は前年と同じ５４％で

あり、下がっているわけではない（坂本、2005)。つまり、近年重点的に行われて

きた子どもの基礎学力向上のための一連の政策が、一定の効果を示しているとい
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うことは言えるだろう。

これら州統一テストは、子どもの学力の現状を把握し、改善のための指針を得

るために実施されている。そのため、ＥＱＡＯは州レベルあるいは各教育委員会ご

とあるいは各学校ごとのテスト結果報告書は公表しているが、反面これらをイギ

リスのリーグテーブルのようにランキングにするようなことはしていない。この

ことに関して､ＥＱＡＯは次のように説明している。「学校や学区のランキングはい

かなる有益な利用にも役に立たず、それは最終的には我々の健全な教育システム

に対して有害である。テスト結果に基づいて学校をランクづけするのは反生産的

である。なぜならランキングはなぜ点数が高いのか低いのか、あるいはどうすれ

ば子どもの学力が向上するのかについて、私たちに何も語らないからである。実

際ランキングは、学力に影響を及ぼす全ての要因を考慮することなしに、性急な

結論を引き出したり、シンプルに過ぎる比較をするように人々を導くものであ

る｡」（EQAO,2001）２また、子どもの学力が学校教育以外の要因（家庭環境や親

の社会階層）によって大きく影響されることなどを考慮して、テスト結果報告書

には、受験した子どもの性別だけでなく、カナダ以外で生まれた子どもの割合を

「カナダでの生活が１年未満」「１年以上３年未満」「３年以上」と細かく分類し

て記述したり、「特別な教育的ニーズのある子ども」の割合や｢家で学ぶ言語が英

語以外の子ども｣の割合､｢英語を第二言語として学んでいる子ども｣の割合など、

子どもの成績に影響を及ぼしているであろう要因についても記述がなされている

（EQAO,2005)。

（４）州統一レポートカードの導入

オンタリオ州では、1999年に子どもの成績や学校での状況を保護者に知らせる

ことによって学校のアカウンタビリテイを高めるために、州統一のレポートカー

ドを導入した。その記載内容はカリキュラム達成度と学習スキル発達度から成っ

ており、カリキュラム達成度は、４つのレベルに分けて表記され、１学年から６

学年はＡ,Ｂ,Ｃ,Ｄで、７．８学年はパーセント（90‐１００％など十進法）で表記さ

れる。Ａ及び８０‐１００％がレベル４，Ｂ及び70‐79％がレベル３，Ｃ及び60-69％

がレベル２、Ｄ及び50-59％がレベル１となる。そのほかにＲ及び５０％以下とい

う表記もあるが、これは州統一カリキュラムで要求される成績を修めていないこ

とを表す。中等学校においてはパーセント表記が用いられる。学習スキル達成度

は効果的な学習を実現するための能力をどの程度獲得しているかについての評価

であり、学習への積極性、宿題をやっているかどうか、協調性、課題解決能力、

授業への参加度から成る。評価はＥ（優)、Ｇ（良)、Ｓ（可)、Ｎ（要改善）の４
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段階でなされる。（平田、成島、坂本、2003）

（５）スクールカウンシルの設置

公費学校の運営に関しては、’997年にスクールカウンシルが各校に設置された。

これは保護者代表（保護者による互選)、教員代表最低一名（教員による互選)、

地域住民代表最低一名（スクールカウンシルによる指名)、中等学校の場合生徒代

表最低一名、及び指定メンバーとしての校長から構成される。構成員の過半数は

保護者代表が占めなければならず、また議長も保護者代表から選出されることに

なっている。スクールカウンシルは学校の意思決定権者である校長の助言機関と

されているが、「子どもの教育に影響を及ぼすあらゆる事項｣に関して主体的に意

見を述べることができ、校長はスクールカウンシルからの意見を受けて具体的に

どのような対応をとったのかについて説明する責任を有している。つまりそこで

は、スクールカウンシルの設置を通して学校のアカウンタビリティを高めること

が目指されているのである。また、特に州統一テスト結果に関するＥＱＡＯや教育

委員会による報告書を受けて、各学校が行動計画を作成する際には、スクールカ

ウンシルでこれを議論することが求められている（平田、2002)。

（６）教員の資質向上政策

①専門学習プログラム（Pmfもssionall_尼amingPmgnam:PLP）の導入と廃止

オンタリオ州では、2002年度にＰＣ政権により専門学習プログラム（日本で言

うところの教員免許更新制、以下「教員免許更新制」という）が導入された。こ

れによって教員だけでなく校長や教頭も、５年ごとに１４科目のコースワークの修

了またはそれと同等のものとみなされる活動を行うことが要求され、この条件を

満たさなかった場合は免許停止あるいは取消ということになった。この制度を運

営していたのは､オンタリオ州教員協会(OntarioCollegeofT1eache応:OCT)であり、

実際のコースはＯＣＴの承認を得た機関や大学の教育学部が提供することとなっ

ていた。またコースによっては追加資格(AdditionalQualification:ＡＱ）としてキャ

リア･アップにつながることもあり､教員の負担にならないような配慮もなされて

いた。１４コースのうち７コースは必修であり、残りの７コースは選択であった。

必修コースには、カリキュラムに関する知識、児童生徒評価、特殊教育、教授戦

略、学級経営とリーダーシップ、テクノロジーの活用、保護者・児童生徒とのコ

ミュニケーションなどが設定されていた（平田、成島、坂本、2003)。

しかし《教員免許更新制は､2004年１２月に自由党政権によって制定された｢専

門学習プログラム廃止法（theProfbssionalLeamingPmgiamCancellationAct)」によ

って廃止された(OntanoMinistIyofEducation,2004)｡その要因として州教育省は、
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教員の履修率が低かったこと、コース運営費が1000万ドルと高額であったこと、

新採教員の３人に１人が５年以内に離職してしまうこと、などを挙げている（坂

本、2005）３．廃止に関して、州教育省ＨＰには、州教育相談話として、「オンタ

リオ州の193,000人の教員は専門家であり、我々 は彼らを彼らが値する尊敬をも

って対応していく｣、「児童生徒にとって不幸だったことに、このプログラムは専

門的でもないし学習に関するものでもなく、むしろ古い政治的分断であった」

（OntarioMinistIyofEducation,2004）というコメントが掲載されている。また、州

教育省の担当官4も、「オンタリオ州政府は、教員は専門家として自分自身の専門

性開発をよりよく組織し提供することができるということを認識している」と述

べている。

また､オンタリオ州のいくつかの教員組合の担当者5から得た情報を総合すると、

ＰＣ政権による教育改革は､教員一人当たりの授業持ち時間数の増加や学校統廃合、

様々な形での教育費削減など、教員からの反発が非常に強く、特に免許更新制は

教員の自律性に対する侵害であり、侮辱であるとした空気が教員間に広まってい

たということである（例えば、非常に優れた教員であっても、免許更新のための

コース履修は一律に課されるため､その不合理性が指摘されるなど)。そのため教

員組合は、自由党や新民主党(NewDemocIaticPal,/:NDP）など当時の野党に対し

ロビー活動を行ったり、教育委員会や免許更新制におけるコースを提供する機関

にそのようなコースを提供しないことを働きかけ、また教員にもコースを履修し

ないように働きかけていた（そのため、上述のように教員のコース履修率が低か

ったものと思われる)。また、オンタリオ州においては､公費学校で教える教員は

すべてＯＣＴに登録しなければならず、ＯＣＴによって担当できる科目・学年、卒

業校名、所得済み学位と取得年などの各教員のデータが管理されている（平田、

成島、坂本、2003)。そして上述の通り、免許更新制をコーディネートする役割も

このＯＣＴが担っていたのであるが、免許更新制導入に際して支出される予算を、

実質的にはこのＯＣＴへの各教員の登録料を引き上げることによって賄っていた

ことも、教員の反発を呼んだようである。他方、教員組合が学校及び教員のアカ

ウンタビリテイを高めることに消極的であるというわけではなく、次に述べる教

員評価制度においては、定期的に州教育省や校長会と制度の見直しや改善点につ

いて協議し、真の意味で教員の資質向上に資する評価制度とはどのようなものか

について、現場の意見を吸い上げながら取り組んでいるということであった。
②教員の業績評価

教員評価についても、ＰＣ政権は2001年１２月に教育法改正｢教室における質に
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関する法律（theQualityintheCIassmomAct)」を制定し、州統一の教員業績評価

（TbacherPeIfbmlanceAppmisal）を実施した。教員業績評価システムの目的として

は、次のようになっている。即ち、満足のいく形で自らの職務を果たしている教

員によりなされる教育から生徒が利益を受けることを保障すること、すべての学

校で、公正で効果的で一貫した教員評価を提供すること、そして教員の職能成長

を促進することなどが挙げられている。そこでの教員評価のポイントは次のよう

に整理される。

・評価は３年サイクルで行われる（採用後２４ケ月以内は毎年)。

・評価実施年には最低２回の評価が行われる。

・評価者は校長である（委任がある場合は教頭)。

・必要と認められる場合、校長は追加的な評価を実施することができる。

・評価実施年以外に必要と認められる場合、教員は追加的な評価実施を求める

ことができる。

・教育委員会は､教員評価に関する親や生徒(第１１学年・'２学年）からのイン

プット（年に一度実施される親・子ども対象のアンケート調査）を考慮しな

ければならない（調査項目は教育委員会が校長やスクールカウンシル、関心

をもっている親や生徒との協議の上、作成しなければならない)。

・評価は模範的（ExemplaIy)、良好（Good)、十分（SatisfactoIy)、不十分

（UnsatisfhctoIy）

の４段階で行われる。

教員評価においては、２回連続で「不十分」の評価を受けた場合、当該教員は

「レビュー･ステイタス（ReviewStatus)」の地位に置かれ､力量向上のための様々

なトレーニング等が実施される。その後３度目の評価が実施され、そこでも「不

十分」の評価が下された場合、校長は当該教員が不適格である旨管轄の教育委員

会に通知する。当該教育委員会では教員を継続して雇用するかどうかの投票が行

われ､その結果としては契約を終了(T1ermination)する場合もある(OntanoMinistIy

ofEducation,2002)。但し、評価の結果が給与に反映されることはない（小川、児

玉、平田、広瀬、2006)。

（７）学級規模の縮小

2003年に政権をとった自由党は、それまでのＰＣ政権が教員に対する締め付け

ともとれる政策を採っていたのに対し、2004年９月に､ＪＫ‐第３学年までの一ク

ラスの学級規模を20人とすることを発表した。そこでは、2004年度に1300の小

学校で実施し、8.5億ドルを支出して1,100人の教員を新規採用すること、向こう
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３年間(2007年まで)で､全１１､|で一クラス20人を実現する計画が表明された(坂

本､2005)。また、2005年５月には､新たに’億2600万ドルを支出して、ＪＫ‐第

３学年の学級捌莫を縮小するために2,400人の教員を新規採用する計画を発表し

た(DaltonMcGuintyPにmierofOntario,2005a)｡こういった学級規模の縮小政策は、

「あらゆる子どものためのプログラム（EveIyChildPmgmm)」の一環として行わ

れている６（DaltonMcGuinWP1℃mierofOntario,2005b)。

おわりに

以上、カナダ・オンタリオ州で近年実施されている学校教育改革を概観してき

た。1995年以降ＰＣ政権は、「常識革命」の本旨である「自助努力の貫徹」７（山

崎、1997,51頁）を志向して、医療費や生活保護等社会福祉関連予算をことごと

く削減し、デイケア施設を民営化するなど、いわゆる「小さな政府」化を進めて

いた。それはＰＣ以前に1990年から1995年まで政権を担当していたNDPが採用

していた社会民主主義的政策からの大きな､かつ急激な方向転換であった(山崎、

1997)。教育の世界においてもPC政権は､教育費の大幅カットや教育委員会や学

校の統廃合推進など、「小さな政府」化を進めていたが、その一方で、教員に対す

るコントロールを強化し、州統一テストや統一カリキュラム、統一レポートカー

ドなど、あらゆる部分での「標準化」を目指すなど、いわゆる「新保守主義」的
教育改革を行ってきた。

他方、２００３年以降政権を担当している自由党は、ＰＣ政権が採用した基礎学力

向上政策や、スクールカウンシルなど学校と地域や家庭との連携を重視する政策

は踏襲しつつも、多額の資金を投入して教員数を増加させ、それによって学級規

模の縮小を目指したり、教員免許更新制を廃止し再び教員の自律性を尊重する政

策を導入するなど、ＰＣ政権による教育改革によって「様々 な打撃を受けてきた」
（平田、成島、坂本、2003,94頁）学校現場の状況を修正するための各種政策が

実施されている（坂本､2005)。特に教員免許更新制の廃止に際しては、自由党が

政権を奪取する以前から教員組合が同党に対してロビー活動を行っていたが、オ

ンタリオ州では公費学校の教員になるためには教員組合に所属しなければならな

いことになっているため（平田、成島、坂本、2003)、実質的には現場の個々 の教

員の意思が、教員組合を通して政策転換に一定の影響を及ぼしたということもい

えるのではないだろうか。つまり、オンタリオ州の教育改革は州政府の政権交代

によって大きな影響を受けているのであり、その政権交代が現実的であるがゆえ

に、現場の人々 の声が政策転換に実際に反映されやすい、ということがいえるだ
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ろう。今後のオンタリオ州の教育改革においては、圧力団体としての教員組合の

機能も含めて、教育政治学的な視点からの分析が重要となってくるものと思われ

る。８
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【註】

！中等学校では、９．１０年次においては、理論的・抽象的事項を重視したアカデミックコ
ースと実践的・具体的内容を重視した応用コース、その他特定の教科（芸術など）をより

深めるためのオープンコースの３コースに、１０．１１年次では職業準備コース、カレッジ準

備コース、大学準備コース、大学およびカレッジ準備コース、オープンコースの５コース

に分かれており、生徒は自らの進路に適したコースを選ぶことになる。

ｚＥＱＡＯのこのコメントは､2001年にEQAOのＨＰに掲載されていたものであり、本論文
執筆時点(2006年１月）では､当該頁は削除されていた｡但しこの方針は維持されており、
テスト結果に関するあらゆる報告書でランキングは掲載されていなかった。
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３他方、教員の力量形成のための多様なコースが大学（院）などで設けられており、例え

ば取得した追加資格の数などは給与にも反映されることになっている。詳しくは、次の論

稿を参照されたい。平田、成島、坂本、2003年。宮本、2004年。

』州教育省担当官が、筆者からのＥメールによる同制度に関する質問に対してこのような

回答をしてくれた。担当者の氏名はプライバシー保護のためここでは特定しない。

５これは、当該制度に関して筆者がＥメールを通して行った質問に対して担当者から得た

回答に基づいている。教員組合の名称や担当者の氏名は、担当者のプライバシー保護のた

めここでは特定しない。

６同プログラムは､特に子どもの３Rsを向上するための条件整備を行うものであり、学級

規模の縮小の他にも教員研修や管理職研修なども含んでいる。

７現在の日本で言うところの「自己責任論」と同様のものと考えられる。

８日本との比較で興味深いのは､ＰＣ政権の政策が現在の日本の小泉政権の政策と同一線上

にあるものであり、こういった政策に対してオンタリオ州民は８年間で「NC」を突きつけ

た、ということである。ちなみにオンタリオ州では､第二次世界大戦後1987年に自由党が

政権をとるまで、約40年間にわたってＰＣが超長期政権を維持していた。こういった類似

点からも、日本とオンタリオ州の比較という視点は、非常に興味深いものであるといえよ

フ。
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ニュージーランドにおける学校教育の改革動向

一学校評価システムを中心に一

福本みちよ（山梨英和大学）

はじめに

２００５年６月に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」

（以下、「骨太の方針2005｣）では、次世代の育成に向けて、評価の充実、多様性の拡

大、競争と選択の導入の観点を重視した教育改革の推進が重要課題として取り上げら

れた。そして、改革推進に向けた具体的方策の一つとして、義務教育諸学校の外部評

価の実施と結果の公表のためのガイドラインを2005年度中に策定することを求めた。

これを受け文部科学省は、同年８月に義務教育の質の保証を担保する学校評価システ

ム構築に向けた検討会議「学校評価システム研究会」（以下、「研究会｣）を立ち上げ、

学校評価のガイドライン策定に向けた具体的作業に着手した。その結果､翌2006年３

月に「義務教育諸学校における学校評価ガイドライン』が作成・導入された。

「骨太の方針2005｣以降、日本では外部評価を含めた新たな学校評価システム構築

に向けての動きが急速に活発化しており､2006年度に関しては文部科学省の学校評価

に関する予算概算要求額は約’０億円にも達している'。特に議論の的となっているの

が、第三者評価としての外部評価システムの構築である。そしてそのモデルとして取

り上げられているのが、イギリスとニュージーランドの外部評価システムである。

研究会では、諸外国の学校評価システムについての情報を視野に入れた議論を行う

ため、１４名の委員の中にイギリス、フランス、ニュージーランドの各教育研究者が加

えられ、また研究会に先立ち文部科学省においてヒヤリングも行われた。筆者は、ニ

ュージーランド教育研究者としてこの研究会の委員を務めたわけだが、筆者に求めら

れたものはニュージーランドの学校評価システム、とりわけ外部評価システムについ

ての情報提供と、外部評価を含めた学校評価システム全体の構築にあたって必要とさ

れる視点や留意点についての見解の提示であった。

本稿では、ニュージーランドの学校評価システムを概観しながら、学校評価システ

ムの特徴及び改革動向を検証し、これから日本が構築しようとしている義務教育の質

の保証を担保する学校評価システムにニュージーランドの経験がどのように寄与でき

るのかを検証していく。
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１学校評価システム構築の背景-1980年代後半のＮＰＭ型教育改革と外部評価の義務

化一

ニュージーランドでは、「1989年教育法」（EducationActl989）によりそれまでの

重層化された教育行政システムが一掃され、積極的に学校分権化を進めた形の新たな

教育行政システムが構築された。この改革は、1980年代以降展開されたニュー・パブ

リック・マネジメント（NewPublicManagement,ＮＰＭ）型行政改革の一環として

行われ、諸分野での改革において一貫して採られた手法の特徴は、①市場主義にもと

づき可能な限り民営化手法を生かす、②集権的かつトップダウン・アプローチにより

包括的・急進的な改革を実行する、③トップによる目標の設定や業績評価という形で

の厳格な「業績・成果による管理」を展開する、④その際の評価基準が効果

（effbctiveness）よりも財政効率性（efficiency）を重視する、という点に集約するこ

とができる2。

教育省

､価nistryofEducation

【図1】改革後の教育行政機構

教育大臣

MinisterofEducation

NZ資格審査機関

NZQualification

Authority

教育大臣(ERO）

Ministerresponsiblefbrthe

EducationRcviewOfYice

教員審議会

TbachersCouncil

教育機関評価局

EducationReview

OfYice

学校／学校理事会（School/BoardofTrustees）

保護者／地域（ParentsandSchoolCommunities）

(出典：MinistryofEducation,sbhoo必Zgm雌ｗＺｂａ必ndI2001をもとに作成）
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当然ながらこの手法は、第２期ロンギ（Ｄ､Lange）労働党政府により着手された教

育改革においても貫かれ、市場原理・競争原理にもとづく教育活動の効率化と質の向

上を図るための抜本的組織改革が実行された。具体的には、①それまで中央集権的教

育行政の中枢にあった教育省（DepartmentofEducation）が機能別に分割された。

②「1989年新財政法」（PublicFinanceActl989）により、学校も国立病院、公正取

引委員会、警察苦情処理機構といった諸機関とともに公的組織の一形態であるクラウ

ン・エンティティ（CrownEntities）の一つとして明記され、教育委員会制度が全面

廃止となったことで各公立初等・中等学校に設置された学校理事会（Boardof

TYustees,BOT）が教育行政機関の末端組織として位置づけられ、執行機関の性格づ

けが明確になった。③旧教育省が担っていた規制・監査業務を新たに担う第三者機関

として「教育機関評価局」（EducationReviewOfEce,ERO)が設置され､学校(BOT）

の「業績」評価が制度化された。

この改革により、各学校のＢＯＴが教育行政機関の末端組織（執行機関）としての

アカウンタビリティを負うことにより、一般行政組織と同様に結果・業績主義による

「第三者」による評価を受ける義務を負うという図式が成り立った。この「第三者」

による評価がＥＲＯによる外部評価として制度化され、すべての学校が３年に一度

EROの外部評価を受ける義務が負荷されたのである。

２学校評価システムの概要

（１）学校理事会の設置

図１にあるように、改革後の教育行政システムにおいては各学校に設置された学校

理事会（BOT）が重要な役割を担っている。ＢＯＴは、教育行政機関の末端組織とし

て位置づけられるのと同時に、学校経営に関する最高管理機関としてすべての公立

（stateschool）初等・中等学校及び統合学校（integratedschool）に設置が義務づけ

られている（ただし、一つのＢＯＴが複数の学校の管理機関となる場合もある)。各学

校の全教育活動に関する政策立案や予算の運用・管理を行い、学校経営の最終的な責

任を負う。「1989年教育法」の第75条および第９章（92～119条）は、ＢＯＴの組織

や機能､責務等について規定しており、ＢＯＴは学校経営に関する法定機関として位置

づけられている３．

各ＢＯＴは、原則として学校に在籍する生徒の父母代表３～７名、校長、教職員代

表１名、生徒代表１名（中等学校のみ、任意)、共同選出による代表（父母代表の数を

超えない範囲）４、もしくはＢＯＴによる指名委員から構成される。また、近年の法改

正により卒業生や卒業生の父母も委員になることができるようになった｡３年に１度、
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委員の改選が行われる。ＢＯＴの権限は「1989年教育法」に規定されており、さらに

BOTによる学校経営の具体的な枠組みとして「全国学校経営指針」（National

AdministrationGuidelines）が作成されている。そこでは、ＢＯＴは校長を含む学校

の教職員の雇用主と明記されている。ＢＯＴの責務としては、学校予算の立案・運用、

校長･教員の任免､カリキュラム編成に関する事項､地域との連携促進活動等があり、

これら学校経営全般にわたるすべての事項はＢＯＴの全体会議において審議・決定さ

れる。なお、校長評価もＢＯＴの重要な責務の一つである。

（２）学校自己評価システム

BOTが学校経営において重要かつ大幅な権限を有するだけに、その責任の明確化は

不可欠である。それゆえ、「全国学校経営指針」の第２項目では、各BOT及び校長・

教職員に対して、①学校経営に関する短期的・長期的な戦略計画（StrategicPlan）

の作成、及び②継続した学校自己評価の実施を義務づけている。自己評価は、校長及

び管理職によって実施され、その結果はBOTの全体会議で報告され承認を受ける。

学校自己評価の実施に際し、学校（BOT）には数多くの文書作成義務が負荷されて

いる。学校に関するすべての文書の基礎になるのが、チャーター（Charter）である。

チャーターとは､全国的な教育の枠組みである「全国教育指針」（NationalEducation

Guidehnes）と「全国カリキュラム」（NewZealandNationalCurriculum）の範囲

内で立てられる学校の教育活動、人事、財政、財産管理、施設設備、マオリ文化に関

する教育活動等に関する方針・目標を示したものであり、BOTの活動の基盤となるも

のである。BOTが父母や地域との協議の上作成し、教育省の認可を受けることになっ

ている。これは、父母や地域に対する学校経営の透明性と、学校の教育活動に対する

父母や地域の教育要求の反映を確保するための手段であり､チャーターは学校と父母、

地域、さらには学校と国家との間の一種の契約として位置づけられる。

さらに、先に示したように「全国学校経営指針」では戦略計画の作成義務も明記し

ている。戦略計画とは、学校の教育政策、学校計画、及びカリキュラムや教育評価、

教職員研修などに関するプログラムを通じて、「全国教育指針｣に即した教育活動がい

かに効果的に実施されているかを明らかにするための文書である。といっても、単に

政策を箇条書きに羅列したものではなく、政策の内容を詳細に示した上でその年度の

優先政策を明確にし、さらに政策ごとに実施過程、実施期日及び実施担当（責任）者

を明記する。戦略計画は、一般教員及び管理職から出される資料をもとに校長が草案

を作成し、ＢＯＴの全体会議によって検討・承認される。近年の法改正により、この戦

略計画もチャーターに含まれることとなった。さらに、戦略計画に記載された内容を
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実際にどのように実施していくのか、より具体的に示した行動計画（ActionPlan）も

作成される。

このような戦略計画を含むチャーターが、学校による自己評価及びＥＲＯによる外

部評価の評価基準の一つとなっているのである。

（３）外部評価システム

①教育機関評価局の機能

教育機関評価局（ERO）は、旧教育省（改革前）が有していた監査業務を担う専門

機関として、新教育省（改革後）からは独立した形で「1989年教育法」により設置さ

れた機関である。ＥＲＯは、教育機関評価局担当大臣（Mimsterresponsiblefbrthe

EducationReviewOfEce）と教育機関評価局長官（ChiefReviewOfhcer）との間で

結ばれる契約にもとづき、教育機関の調査及び評価を通じて教育の質の改善に寄与す

ることを目的としている5．ＥＲＯの主たる業務は、①ホームスクーリング、就学前教

育機関、初等・中等学校を対象とした学校評価の実施及び報告書の作成、②学校改善

に向けた評価結果に対するフオローアップ、③全国的教育問題に関する調査研究及び

報告書の作成、④教育評価局担当大臣に対する政策提言である。

②外部評価の評価ポイント

ＥＲＯによる外部評価は、各学校の自己改善力に焦点を当てている。すなわち、他の

学校と比較するのではなく、前回の調査で勧告された改善点が次の調査の際にどれだ

け改善されたのか、もしくは改善されていないのかを学校が認識し、次へのステップ

を見いだすことを重要視している。それゆえ外部評価報告書は、「学校独自の優先事

項」「政府の優先事項」「勧告すべき事項」の３つの領域から、①良かった点、②改

善すべき点、③次に何をすべきなのか、の３点をわかりやすく伝え、父母や地域に対

して実際に学校で何が起こっているかについて報告する。

③外部評価の手順

ＥＲＯによる外部評価は、ほぼ３年に１度実施される。ＥＲＯには165名の調査官がお

り、１０の地方事務所に配属されている。その調査官が、担当地域の学校を訪問して評

価報告書を作成する。大まかな手順は次の通りである６．

Ａ）外部評価の日程が決定すると、学校には日程、具体的スケジュールが通知され

る。併せて、訪問調査と評価後の学校改善に向けた支援に関わるコーディネー

ター（reviewcoordinator）の氏名が学校に通知される。

Ｂ）各学校のBOTは、評価活動に加わるか否かを選択する。

Ｃ）学校は、評価活動に必要な資料（特に学校による自己評価結果）を事前にERO
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に送付するよう依頼される。

D）実際の評価活動を実施するまえに、評価活動の過程の詳細についてコーディネ

ーターとBOTが協議する。

E）調査チームが学校を訪問し、より詳しい情報の収集にあたる。期間は、数日か

ら１週間程度（学校規模により異なる）。

F）訪問調査終了後、調査チームからBOTに対し調査の過程が報告される。

G）訪問調査終了から20日以内に報告書の草案が作成され、BOTに送付される。事

実誤認があれば、１５日以内にEROに報告する。

H）修正済みの最終報告書がBOTに送付される。

I）最終報告書がBOTに送付された２週間後に､この報告書はEROのホームページ

を通じて公開される。

J）重大な問題が指摘された場合、６ケ月後に再調査を行う。改善がみられない場

合はBOTの解雇もありうる。

（４）学校評価システムの特徴一自己改善力を重視した学校評価システムー

EROによる外部評価は1990年から実施されており､その後幾度となく改善が加えら

れてきた。現在は、2001年12月まで実施されていた“AccountabilityReview”を改

め、2002年１月よりＥＲＯによる外部評価は“EducationReview”と称されている。

EducationReviewの最大の特徴は、評価に際して学校間の比較に力点を置くのでは

なく、評価の主眼を学校の自己改善力に置いていることである。「前回実施された評

価報告書に示された改善勧告に対して、どれだけ改善が図られたか」という点に最大

の注目を払っているのである。

例えば、評価報告書には、生徒の成績等に関する統計データやいわゆるリーグテー

ブノレのようなものは一切掲載されない。教育統計データとしては、第4学年（8～9歳）

と第8学年（12~13歳）を対象に1995年から実施されている全国教育達成度調査プロ

ジェクト（NationalEducationMomtormgPrOject)や、中等教育段階の生徒（16~１９

歳）が中等学校卒業資格もしくは大学入学資格として取得する全国教育資格

（NationalCertihcateinEducationalAchievement）がある。しかし、これらの試

験結果データは掲載されない。試験結果ではなく、結果にもとづき学校がどのような

アクション（カリキュラムの改善等）をとったのかが評価対象となるのである。

３評価と支援のネットワーク構築一学校支援システムの構築と支援内容の質の保証一

さらに、ニュージーランドの学校評価システムの特徴として、評価結果にもとづい
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た改善のための支援を提供するシステムが構築されていることを挙げることができる。

（１）支援システム構築の背景

ニュージーランドでは、1980年代の教育改革により積極的な学校分権化がなされた

ことにより、学校理事会（BOT）が学校経営全般にわたる大幅な権限と諸政策につい

ての最終決定権を有することとなった。しかしながら、BOTはいわゆる素人である父

母代表を中心に構成される組織である。つまり、BOTには素人性と専門性の両方が求

められたわけだが、実際にはBOTによる学校経営が上手く機能しないという問題が生

じるケースも少なくなかった。この背景には、多民族国家であることに起因する地域

間格差が大きく影響を及ぼしていた。それだけにBOTを核とする学校経営システムに

おいて、その円滑な遂行のためにはまさに地域や学校の状況にあわせた専門的かつき

め細かい支援の提供は不可欠であった。

さらに、ＥＲＯによる外部評価が定着していくにつれて、学校側から評価結果に対す

る改善に向けた具体的なアドバイスを求める声が強まっていった。つまり、評価結果

と支援活動を結びつけていく「評価と支援のネットワーク化」が必要となっていった

のである。

そのため、ニュージーランドにおいては、各学校（BOT）に対する支援体制の整備

もまた重視されてきた。BOTの設置、ＥＲＯによる外部評価、そしてBOTを核とする

学校経営に対する支援体制の整備という３つの側面が同時進行形で展開されてきたこ

とは注目すべき点である。

（２）支援機関による支援プログラムの提供

学校（BOT）に対する支援を提供する機関は多様である。基本的に教育省は、ＢＯＴ

が作成するチャーターを承認することでＢＯＴと「契約」を結び、それにもとづき学

校に対して補助金（OperationalFunding）を交付している。学校（BOT）に対する

支援に対しては、改革により教育省が機能分割されたことにより、教育省地方事務所

が危機的状態にあるＢＯＴや問題を抱える個々の生徒に対する支援を行っているもの

の、原則として教育省は直接具体的な支援活動は行わないというスタンスをとってい

る。その代わりに、支援機関と「契約」を結ぶことにより具体的な支援活動は支援機

関が行い、教育省は財政的に支援システム全体を支えている。以下、主たる支援機関

及び支援プログラムをいくつか紹介する。

①学校支援プロジェクト（SchoolSupportProject）

教育省は、「教育開発計画」（EducationDevelopmentlnitiative、ＥＤＩ）等の包
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括地域重点型の支援プログラムを実施しているが、個々の学校支援に関する政策とし

ては「学校支援プロジェクト」（以下SSP）がある。これは、教育省が調整役となり

ニュージーランド全国学校理事会協会(NZSm)をはじめとする支援機関がネットワ

ーク（SafbtyNet）を作り、個々 の学校において問題が起こったときにその内容にあ

わせて適切な支援を提供するプロジェクトである。1994年に始まったSSPの最大の特

徴は、個々の学校の状況に応じた個別の支援を提供することにあり、年々規模は拡大

されつつある。SSPの予算も、2006／2007年予算が87万ドルであったのに対し､２００７

／2008年度予算は174万ドルと倍以上の伸びとなっている7．

SSPを推進する上では、サービスの提供側が「どの学校がどのような支援を必要と

しているのか」をいち早く発見することが重要となる。SSPに対して直接学校が支援

を要請する場合もあるが､先に述べたEROによる外部評価結果にもとづき支援を提供

する学校が決められることも多い。いずれの場合も、SafetyNetの各機関と学校とが

改善を必要とする問題について話し合いを行い、支援プログラムの具体的な実施計画

が立てられる。

②教員養成カレッジ（CollegeofEducation）に附置されている支援センター

Auckland、Wellington、Christchurchをはじめとする主要都市にある教員養成カ

レッジ（ConegeofEducation、すべて国立）には、学校やＢＯＴの支援活動の提供を

主たる目的とする支援センターが附置されており、これらの支援センターは所在地域

を中心として困難を抱える学校やBOT､個々の生徒への支援活動や研修プログラムを

提供している。具体的には、研修プログラムによる講習会を開催したり、実際にセン

ターのスタッフが個々の学校に短期・長期にわたって入り込んできめ細かい指導や助

言を行っている。電話による相談も行っている。

③ニュージーランド全国学校理事会協会(NewZealandSchoolTrusteesAssociation，
NZSTA）

ＢＯＴの全国組織であるNZSTAでは、個々 のＢＯＴが抱える問題に対応した支援や

BOT委員の研修を行っている。具体的には、①毎年１回開かれる全国研修大会、②

BOT委員向けのテーマ別研修、③個々 の事例に対応するため各学校（BOT）に赴い

て行われる個別支援（In-depthTraining）、④無料の電話相談（HelpDesk）等があ

る。③については、NZSTAの地方事務所に配属されているスタッフが個々 の問題の

状況にあわせて研修プログラムを作成し、研修や指導を行っている。それゆえ、へき

地にある小規模校等にもスタッフが泊まりがけで訪問し、日頃なかなか支援を受けら

れない学校やＢＯＴのニーズにもきめ細かく対応している。
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この他、民間コンサルタントが学校への支援を行っている場合もある。今後もこう

した個別的な支援プログラムの需要は増加していくと思われ、教育省も教育政策の優

先事項として財政的にも重視している｡これまでの教育政策や教育研究面においては、

BOTとＥＲＯを両輪とする学校経営システムをいかに円滑に展開していくかが焦点と

されていたが、今後こうした学校経営システムを維持していく「支援」という側面の

さらなる充実が不可欠な要素となっていくことは確実であろう。

（３）支援システムにおける教育省と支援機関の関係一契約システムと競争原理－

先に述べたように､ニュージーランドの支援システムは教育省と支援機関が｢契約」

を結ぶことにより、具体的な支援活動は支援機関が提供し、教育省は財政的に支援シ

ステム全体を支えるという構図になっている。

この契約システムは、３年を１サイクルとし、入札によって契約を結ぶ機関が決め

られる。契約の形態は２種類あり、１つは「優先地域プロバイダー」として、指定さ

れた地域全体をカバーする形で無料の支援プログラムを提供するものである。言い換

えれば、広範囲にわたって無料の支援プログラムを提供することができるだけの補助

金を受け取ることができると言うことである。もう一つは、「優先プロバイダー」とし

て支援プログラムの提供機関（者）リストに登録し、学校（BOT）から要請があった

場合に支援プログラムを提供するものである。これは、優先地域プロバイダーに認定

されなかった場合に、指定されたフォーマットにもとづき提供可能なプログラムの内

容の詳細を明記し、それを教育省に提出して登録する。つまり、個別の事例において

他の「優先プロバイダー」と競合して、競り勝ったところが支援プログラムを提供す

るというものである。

現在運用されている支援プログラムの契約期間は､２００５年７月から2008年６月ま

でである。ニュージーランド全国を４つの地域に分割し（表１参照)、各学校（BOT）

は支援を受けたい場合、自分の学校のある地域の優先地域プロバイダーが提供する支

援プログラムを活用するか（その場合、完全無料)、教育省地方事務所が管理している

優先プロバイダー一覧から各支援機関が提供する支援プログラムの内容を吟味して受

けたいプログラムを選び､支援機関にコンタクトをとる(その場合､原則として有料)。

このシステムでは、競争原理による支援プログラムの質の向上を意図している。表

１をみてわかるように、例えばニュージーランド全国学校理事会協会（NZSTA）は全

国規模の組織であり全ＢＯＴの約９４％が加盟しているが、RegionlとRegion3では

契約をとることができなかった。それゆえ、Region2とRegion4ではその地域の

NZSTA地方事務所が無料の支援プログラムを大々的に提供することができるが、
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ー〆

RegionlとRegion3にあるNZSTA地方事務所は支援プログラムを有料で提供する

ことになり、他の支援機関との顧客争奪戦を繰り広げなければならない。それゆえ、

どの支援機関も教育省との契約をとるべく、支援プログラム開発に努めている。

指定地域

Regionl

Region２

Region３

Region４

【表1】指定地域別優先地域プロバイダー

優先地域プロバイダー

MultiServeEducation'nfust

NewZealandSchoolnfusteesAssociation

VictoriaUniversityConegeofEducation

NewZealandSchoolThgusteesAggoci2tion

地区範囲

FarNorth地区、AuCklandCity、

Franklin地区、Ｋａlpara地区、

ManukauCity，NorthShoreCity、

Papakura地区、Rodney地区、

WaitakereCity，Whangarei地区

Waikato、BayofPlenty、Napier、

Hastings、CentralHawke'sＢａｙ地

区、’1増lirawhiti

NewPlymouth、Stratfbrd、South

血ranaki、Ruapehu、Wanganui、

Rangitikei、Manawatu、Palmerston

NOrthCity,'1もlrarua、Horowhenua，

KapitiCoast、PoriruaCity、Upper

HuttCity、HuttCity、Ｗｅ皿ngton

City、Masterton、Carterton、South

Ｗａlrarapa地区

南島全体、及びチャタム諸島

（MinistxyofEducation,α２℃uﾉhr2”6ifI3-Bbam/ofnPus"es雄mmgandS卿ﾌ”:cﾉ〃2”5セノiJ"ｅ

”O8I2005をもとに作成）

４学校評価システムをめぐる改革動向

これまでニュージーランドの学校評価システムを、学校による自己評価､ＥＲＯによ

る外部評価、支援機関による支援システムという３つの側面から概説してきた。この

ような「自己評価一外部評価一支援」という学校評価システムは、「1989年教育法」

制定時から完全な形で想定されていたわけではない。特に、評価と支援のネットワー

ク化については、１９９０年代後半以降急速に進んだ。その契機となったのが、ＥＲＯに

よる外部評価の在り方の見直しが図られたことである。
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ＥＲＯによる外部評価が大きな転換期を迎えたのは、１９９６年１２月に成立した連立

政権により外部専門機関による学校評価の在り方の見直しが政府の重要課題の一つと

されたことによる。1997年に出された調査委員会｢外部評価の在り方に関する調査報

告書」（Achjew秘ｎｇＥｋ℃Ｅｚﾉb"“）は、「自律的経営・自己評価・自己改善」

（Selfmanagement,Selfreview,Selfimprovement）をキーワードとし、学校の自

己改善力の促進と外部評価のより効果的な活用を強調しており、外部評価における学

校自己評価の最大限の活用等を提言した。

さらに、この提言のなかで特に注目すべきことは､ＥＲＯに対して評価結果に対する

フオローアップ機能を求めたことである。1980年代後半の教育改革時には、ＮＰＭ理

論に基づき政策立案機能と支援機能の分離は妥当ととらえられており､それゆえＥＲＯ

設置時においてはＥＲＯが支援機能を有しないことはＮＰＭ理論からすれば当然であ

ると解することができた。しかしＥＲＯによる外部評価が実施されて１０年余りが経っ

た1990年代末になって、ＥＲＯに支援機能が求められたのである。この背景には、学

校分権化のもとでのＢＯＴを核とする学校経営に対するそれまでの支援体制にＥＲＯの

評価結果がうまく反映されていなかったという問題、すなわち「評価と支援のネット

ワーク」の弱さの克服と、学校側からのＥＲＯによる外部評価に対する理解を得てそ

の評価結果を活かしていくには、学校側が抱いていたＥＲＯに対する最大の批判を払

拭する必要があったからと考えられる。それゆえ、EducationReviewにおいては、

①評価の焦点を学校改善におき報告書は学校（BOT）の良い点・改善すべき点や次

に学校がすべき点がより理解しやすくなるよう工夫する。②学校自己評価にもとづく

情報をより重視する。③評価はＢＯＴと評価の焦点領域を協議した上で始める（コー

ディネーターの配置）、という改善が加えられたのである。

５ニュージーランドの学校評価システム改革から見えるもの－日本への示唆一

ＥＲＯによる外部評価の転機となった調査委員会報告書が出された１９９７年から、

2002年１月にEducationReviewが導入されるまでの数年間は､まさに外部評価の意

義が問われた時期と言えよう。筆者は、1990年代半ばから現在に至るまでほぼ毎年現

地調査を行ってきたが、この数年間(1997年~2001年)の前と後とでは学校側のＥＲＯ

による外部評価のとらえ方に大きな変化があったように感じてきた。その違いとは、

「学校側の理解を得た外部評価」であるか否かの違いである。EducationReview導

入以降､ＥＲＯによる外部評価が学校間の比較ではなく自己改善力を重視した評価であ

ること、さらには評価結果に対する支援システムの強化が図られてきたことは、外部

評価に対する学校側の理解を深めることにつながったと言える。加えて、ＥＲＯの長官

－３７－



代理にインタビュー調査8を行った際、「我々は外部評価を行うことで、親・地域もま

た育てていく」という言葉が非常に印象的であった。

ニュージーランドの学校評価システムは、学校の自己改善力に主眼を置くことで学

校や教員がもつ潜在的能力を引き出す仕組みとして機能すると同時に、学校（BOT）

の共同学校経営者として父母や地域を位置づけ、それらを育てていくことで学校の教

育力を高めていくという機能も果たしていると言えよう。

今、日本では、義務教育の質の保証の観点から学校評価システム構築が急がれてい

る。ニュージーランドの経験から、学校間の競争による質の保証には限界があると思

われる。また、評価結果をどのように運用するのかは、大きな問題である。評価結果

を学校改善に結びつけるための専門的支援の提供を可能とするシステム作りは、日本

においても今後検討していく必要があろう。学校・教員のもつ潜在的能力や意欲を引

き出し、かつ保護者や地域住民を巻き込んだ学校経営を機能させる学校評価システム

の構築が望まれる。

【註】

’文部科学省「学校評価に関する平成18年度予算概算要求の概要」
（http:"Wwwmext・gojp/b-menu/Shine､/chukyo/chukyo6/gijiroku/001）
２大住荘四郎『ニュー・パブリック・マネジメント理念・ビジョン・戦略』日本評論社、2000年、５９
頁

３EducationReviewO伍Ce,砥"d6”AofCbn”ctuaﾉO6Z4軍"ｂＪ]a"ｄＤｈｄもr脱a｣kmg､SbjhoQZg｝
（http:"wwwero,govt.nz）
４共同選出とは、民族別や性別からみた委員構成の均衡を保つため、もしくはＢＯＴの職務に特に必要と
される能力を有する者（弁護士や会計士等）を加えることをその趣旨とする。
５EducationReviewO伍Ｃｅ,Ｚｈｅｍノセ｡f・坊ｅＥｔｆＵ函血bnjBe歴ｗＯａ７ｂ巴血八"gwZbajandedU“血b"，
（http:"Wwwero,govt・nz/Publications〃
GEducationReviewO伍Ce,亙敬J“ｔＩｂｎｊ距吻ｂ”、‘Sbhonjg

７MinistlyofEducation,BudgPt盈加Ga”T2ひ06ｍ勉ｾｮ跡一.ShJmma』汎(http:"Wwwnzsta,org・nz/）
82005年１２月１日に実施したＥＲＯ長官代理MikeHonings氏へのインタビュー調査より

－３８－



オーストラリアの学校教育改革

-1990年代以降を中心に－

青木麻衣子（日本学術振興会特別研究員）

はじめに

かつて六つの独立した植民地から出発したオーストラリアは、初等・中等教育をは

じめ警察、交通などが各州の管轄であり'、元来「国家」レベルの取り組みを必要とし

ない、また根付かない環境だと考えられてきた。しかし、１９８０年代後半以降、ホーク

（Ｈａｗｋ，Ｂ､）労働党政権下で連邦雇用教育訓練省（DepartmentofEmployment，

EducationandTraining：DEET）の大臣であったドーキンス（Dawkins,』.）が当時

の経済不振を背景に一連の教育改革を敢行し、各州が一定程度同一の教育成果を達成

するための「枠組み」が必要とされるようになった2．近年、グローバライゼーション

の時代に対応するための国際競争力の必要性、ＯＥＣＤのＰISAに代表される国際的な

学力テスト等の影響により、その傾向は益々強まっている。

本稿では、特に１９９０年代後半からのオーストラリアの学校教育改革の動向を紹介

する。具体的には、①オーストラリアの学校教育制度を概観し、②１９９９年に各州の教

育大臣の合意のもとで採択された、２１世紀に向けた学校教育の国家目標である「アデ

レード宣言」から、現在、学校教育に求められている役割を提示したい。その後で、

③近年の学校教育改革の動向を、項目ごとに整理し、紹介する。

先に結論を述べると、近年､同国では､国家の経済的な利益に貢献すること目的に、

子ども達の教育成果、特にリテラシー、ニューメラシーなどの基礎学力の向上が強調

されている。また同時に、これまで各州で独自に実施されてきた学力テストを連邦政

府の主導により統一化する傾向も見られる。このような状況は、当然、一定の「統一

的な」基準に基づいた教育成果の「格差」を生み出す。本稿では、学校教育の改革動

向を提示するとともに、多文化国家であるオーストラリアが、国内の多様な教育要求

に配慮しつつも、そのような「格差」にどのように対処していっているのかも併せて

考えてみたい。

１．オーストラリアの学校教育制度

オーストラリアでは、いわゆる「学校」教育と称される初等・中等教育に関する責

任･権限を州政府が持ち、高等教育に関するそれを連邦政府が担っている。そのため、

図１に示したように、初等・中等教育に費やされる年限が各州により異なるほか、義
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務教育に定められている年限も、タスマニア州では６～１６歳まで、それ以外の州では

６～１５歳までと若干の相違が見られる。また、各州にNurseryやKindergartenと呼

ばれる就学前教育機関があるが、６歳から就学を開始するのが一般的なようである3．

学校の種類としては､日本と同様、ＮＳＷ,Vic,Ths,ＡＣＴＳＡ,ＮＴＱｌｄ,ＷＡ
①公立学校である政府系学校Ｙｌ２

（governmentschool）と②私立学Ｙ１１

校である非政府系学校Ｙ１０

（non-governmentschool）がある。Ｙ９

後者は大別すると、カソリック系学Ｙ８

校（CatholicSchool）と独立系学校Ｙ７

（IndependentSchool）が存在する。Ｙ６

双方の学校群とも政府からの財政支Ｙ５

援を受けている。 Ｙ４

中亀

kロごじＵ山

初2胃

(Prim

教育機関

1arySchc１１）

敗育機関

rｙ Ｓｃhoo）

2004年の資料によると､全体の約Ｙ３「天~I－T票冒司
７割の学校が政府系学校で、残りのＹ２

約３割が非政府系学校である4.また、Ｙ１

学校数同様、約７割の生徒が政府系Ｐｒｅｐ
学校に通っているが、最近１０年間※１：Kindergarten(NSWACT),Preparatory(Vic,Tas）

の傾向として、非政府系学校に通う※２：Reception(SA),TTansition(NT),Pre･primary(WA）

生徒の割合が増加していることが報図１オーストラリアの学校教育制度
告されている5．

現在、義務教育を修了する生徒の割合は、約９３％である6。それに対し、後期中等

教育、すなわち第１２学年を修了する生徒の割合は約７６％に減少する7。もちろん、中

等教育を修了した生徒がすべて、大学等の高等教育機関へ進学するわけではない。近

年では、オーストラリア人生徒の大学離れを留学生が補っている状況にある8。そのた

め、連邦政府は、オーストラリア人生徒の大学進学、さらにはその後の継続的な学習

の重要性を、後述するように、学校教育に関する国家目標や職業教育・訓練プログラ

ム等の中で繰り返し主張している。

また、７／８年生から１２年生までの男子と女子の残留率（retentionrate）を比べ

ると、男子のそれが約７０％であるのに対し女子のそれが約８１％と、約１０％程度の開

きがある9。さらに、１０年生から１２年生までの非先住民生徒と先住民生徒のそれを比

較すると、非先住民の修了率が約７７％であるのに対し、先住民のそれは約４０％であ

る'０．そのため、オーストラリア政府は、中等教育を修了する生徒の割合が低い、男
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子生徒、先住民生徒を対象とした教育に焦点を当て、それらの間の「格差」を縮小す

ることにも努力している。

２．学校教育に関する政策一「アデレード宣言」

現在、オーストラリアの学校教育は、１９９９年に各州の教育大臣の合意の下で採択さ

れた「アデレード宣言：２１世紀における学校教育に関する国家目標」（TheAdelaide

DeclarationonNationalGoalsfbrSchoolinginthe'IWenty-FirstCentury）をもと

に展開されている。この宣言は、１９８９年に採択された、同国初の学校教育に関する国

家目標である「ホバート宣言」を改定したものである。

ホバート宣言では、「学校教育に関する国家目標が、学校、各州および連邦政府が

協同するための枠組みを提供するものであること」が第一に確認された'１．そしてそ

れに基づき、すべての生徒が学習すべき主要学習領域（KeyLearningAreas：KLA）

が制定され、１９９４年までにこれらＫＬＡそれぞれのナショナル・カリキュラムが作成

された'2。すなわち、ホバート宣言は、それまで各州で独自の取り組みが為されてき

た学校教育に、連邦政府と各州政府、さらには各学校が協同する上で必要だと考えら

れる「枠組み」を提供する役割を果たしたと考えられる。

アデレード宣言は、このホバート宣言で提示された「枠組み」をもとに、「劇的な

社会・経済・科学技術の変化に対応するための」教育目標を設定することを主な目的

として制定された'3。そして特に情報テクノロジーや職業教育・訓練（Vbcational

Educationand'IYaining：VET)、リテラシーとニューメラシーなどの基礎学力、さ

らにはシティズンシップの育成などの分野に力を入れるべきことが表明された。

また、教育・学習の「成果」により一層焦点が当てられ、学習成果の低い生徒の学

力を可能な限り「引き上げる｣必要性も強く主張された｡そのため､社会的公正(socially

just）の視点から、経済的・社会的・地理的な事情から教育に不利益な立場にある人々

に対する支援が重視された。特に先住民は、先に指摘したように、教育成果だけでは

なく、学校教育に参加する割合も低いことから、特に支援を提供されるべき対象だと

考えられた。さらに、「成果｣に対するこのような関心の高揚は､教員の専門性の向上、

保護者やコミュニティの教育参加を重視した。特に保護者は、子ども達の「最初の教

育者」（firsteducator）として、その役割の重要性が指摘された。

このようにアデレード宣言では､劇的な社会・経済・科学技術の変化に対応した「多

様な」かつ「柔軟な」教育・学習の提供を推進する一方で、それらの教育「成果」の

向上に一層努力すべきことが主張された。特に、はじめに述べたように、近年では国

際的な学力テストの影響等により、リテラシーやニューメラシー等の基礎学力の向上
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が、一層求められている。

３．近年の学校教育改革動向

２００４年、オーストラリアの学校教育に関する今後４年間の計画が発表された14．そ

れによると同国では、アデレード宣言以降、引き続き、①リテラシーやニューメラシ

ー等の基礎学力の向上、②職業教育の充実に重点が置かれていると指摘できる。また

近年では、リテラシーやニューメラシーの全国テストや国際的な学力テストの影響等

により、オーストラリア全体の教育成果の向上が求められ、③それまで各州で独自に

実施されてきた学校教育制度・内容の統一化が推進されている。表１は、計画で示さ

れた具体的な項目を、特に上記の三つの項目に焦点を当てて整理したものである。以

下では、それらについて、歴史的背景も含めて紹介したい。

表１学校教育に対する政府の改革計画（2005～2008年）

(1)リテラシー．

一ユーメラシー
一

の向上

(2)ｵーｽﾄﾗﾘｱ技術

学校の設立

(3)国家としての

一貫性の追求

その他

・個別指導に対する財政的支援(A$700tutorialvouchers）

・リテラシー教育に関する全国調査

。特に支援の必要な子ども達に対する特別プログラムへの財政

的支援

・全国に２４のオーストラリア技術学校の設立

・２０１０年までに就学年齢を統一

・主要学習領域における指針(statementsoflearning)の開発

・主要学習領域における全国テストの導入

・１２年生を対象にオーストラリア教育資格(Australian

CertificateofEducation)を導入

・保護者に対する子ども達の成績の通知

・教員に対する支援（「質の高い教授と学校のリーダーシップの

ための国家機関(theNationallnstitutefbrQualitymeaching

andSchoolLeadership：NIQTSL)」の設立）

・学校カリキュラムの強化(価値教育の導入，肥満問題の改善等）

出所：DepartmemtofEducation，Scienceａｎｄ’nfaining（ＤEST)，ＳｂﾉhooノＥｂ/"“"b〃ＳＺＪｍｍａｊ汎

http://www。st､govau/sectors/School･education/School-educationsummary2htm（2005.11.14アク

セス)をもとに作成

（１）基礎学力の向上
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オーストラリアにおけるリテラシーやニューメラシー等の基礎学力に対する関心

の高まりは､１９９６年に同国で初めて実施されたリテラシーに関する全国調査に端を発

している。この調査は、オーストラリアのすべての初等学校の生徒を対象に、リテラ

シーに関する信頼できるデータの収集を目的として実施された。そしてその結果、「読

むこと（reading)」と「書くこと（writing)」が一定の水準に達している生徒の割合

が、約７割であることが明らかになった。文化的な背景を考慮すると、英語以外の言

語を背景とする生徒の場合は、その割合が約６割に減ずる。また、先住民生徒の場合

は、さらにそれが２～３割となる15°この結果を逆の視点から見ると、全体の生徒の

約３割、英語以外の言語を背景に持つ生徒の約４割、先住民生徒の約７～８割のリテ

ラシーが水準に達していないと考えることもできる。政府および世論は、後者の否定

的な見解から、現状を危機的状況と判断し、重要視したのである。

この調査結果を踏まえ､翌１９９７年に全国的なリテラシー教育計画が策定された16。

そこでは、すべての初等教育段階に在籍する生徒が、適切なレベルの読み・書き・綴

り方の技能を身につけることが目標とされた'7。そして、この目標の達成が、教育的・

社会的な不利益の解消を可能にするとの見通しも示された'８．また、翌年にはニュー

メラシーに関する目標・内容も加えられ、リテラシー・ニューメラシー教育計画へと

改定された。そして１９９９年の「アデレード宣言」でも、「すべての生徒が適切なレベ

ルで（appropriatelevel）計算し、文章を読み、書き、綴り、そしてコミュニケーシ

ョンが取れるようにすべき」ことが、最重要項目に掲げられた'9．

このような目標を実現するため、初等学校入学時の子ども達が有するリテラシーの

差異を早期に発見し、それらを縮小するための重要な時期として、低学年が重視され

た。そして、それらの差異を特定するにあたり、すべての生徒に、各学年で必要不可

欠と考えられる最低限のリテラシーの目安（ベンチマーク）が必要とされた20。また、

生徒のリテラシーの成果を日々評価する役割を担う者として、教員が重視された６

特にベンチマークの開発・設定は、プログラムの柱として重視された。これまで各

州段階で独自に為されてきたリテラシーの評価を国家レベルのベンチマークに促して

行うことは､親､教員､学校が生徒の正確なリテラシーを把握することを可能にする2'。

そして、リテラシーの習得が困難な生徒を早期に明確化するとともに、教育に携わる

すべての者がその責任を共有することにも繋がると考えられている22.しかし同時に、

国家レベルで設定された一定の基準は、それに到達しなかった生徒を区別する指標と

もなる。そしてそれは、そのような生徒のリテラシーを、ある特定の基準にまで「引

き上げ」なければならないという考えに直結する。

実際に２００５年からは、２００３年に実施した３年生の読解の全国テストでベンチマー
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表２「読み」に関するベンチマークに達している生徒の割合の変遷

－４４－

出所：MinisterialCouncilonEducation，Employment,'nfainingandYbuthAfYairs（MCEETYA)，ハル?釦"aノ

陸po〃ｏ〃Ｓ助ＣＯ伽ｇｍＡｕｓ”的２”３(n厘Fで"ｍｊ”〃'ＥＨｐｅ〃,､ハノ２F"ｂ"aノ比"ｃｈ”a』党睦s"ﾉＣｓ陸a〔Ｘｍｇ

陥池"ｇａ"ｄ/Vume掴”雁aお”a"ｄ７;2003.をもとに作成

（２）職業教育・訓練（VET）の推進

リテラシーやニューメラシーと同様に、１９９９年に採択・発表されたアデレード宣言

では、職業教育・訓練（VET）の推進・充実の必要術性が強く主張された。そこでは具

クを下回った生徒の保護者に対し､70Ｏオーストラリアドル(A$)の財政支援(tutorial

vouchers)が提供されている。これは､希望者のみを対象とした支援ではあるものの、

リテラシーに不安のある生徒が、学校時間外に、学校以外の機関・組織が提供する個

別指導を受けることにより、連邦政府の考える必要最低限の技能を身につけることが

できると想定されている23.

また、支援の対象者の設定から分かるように、これは、英語を母語としない生徒、

もしくは特定のエスニック・グループを出自とする生徒に焦点を当てた支援ではない。

すなわち、自身の母語や文化的背景に拘らず、政府の定める一定程度のリテラシーを

有していない生徒は、一様にこれらの支援を提供されるべきだと考えられているので

ある。

しかし、表２が示すように、リテラシーに関する全国調査が実施されて以降、オー

ストラリア全体と先住民とのリテラシーの「格差」は大きい。そのため、２００４年には

まず、人口に占める先住民の割合が最も高い北部準州で、試験的に個別指導を受ける

ための財政支援が提供された。

オーストラリア 先住民 非英語母語話者

1999 ３年生

5年生

７年生

89.7

85.6

ｎ.ａ

7３．４

５８．７

ｎ.ａ

89.3

83.9

ｎ.ａ

2００１ 生
生
生

年
年
年

３
５
７

９０．３

８９．８

８８．４

7２．０

６６．９

６０．１

88.6

87.7

84.8

2003 ３年生

５年生

７年生

92.4

89.0

89.4

7８．８

６７．７

６６．５

9０．０

８８．７

８６．４



体的に、学校教育がすべての生徒の能力・可能性を十全に発展させるべきとの観点か

ら、生徒が１２年生を修了して学校を離れるときに、職業技術や職場に関する理解、

その後の教育に対する積極的な態度を身につけているべきことが提唱された。そして

そのために、教員や保護者が企業や産業界等のコミュニティと幅広く協力し、関係を

強化する必要のあることも指摘された。

このようなアデレード宣言における勧告を具体化するため、２００１年には「学校にお

ける職業教育のための新しいフレームワーク」（NewFrameworkfbrVbcational

EducationinSchools）が発表された。また、２００２年には、職業教育・訓練だけでな

く若年層の自立支援を目的とした『将来への足跡』（Fbol;pzmtsto幼ｅ恥”』汐）も発

表されている。

これらの努力により、現在では９０％以上の中等教育学校で職業教育・訓練コースが

開設され、４０％以上の生徒がそれらを履修している24。しかし一方で、これらの履修

者の多くが観光等のサービス業や小売業等に従事し、｢伝統的な産業」（thetraditional

trade）に携わる生徒が少ないという傾向も度々指摘され、批判されてきた25.

2005年、このような不均衡を打開するため、連邦教育科学訓練省（Departmentof

Education,Scienceａｎｄ'nPaining：ＤＥＳT）はオーストラリア各地に２４のオーストラ

リア技術カレッジ(AustralianTbchnicalCollege:ATC)を設立することを提案した。

このカレッジは、１１．１２年生を対象に、特に「鉄鋼業（metalandengineering)」「自

動車産業（automotive）」「建設業（buildingandconstruction）」「電子工学

（electrotechnology)」「食品業（commercialcookery)」といったオーストラリアの

「伝統的な産業」における職業教育・訓練の機会を提供することを目的としている。

また、連邦教育科学訓練省がＡＴＣの設立地域を、①技術を必要としている、②若年

者人口が高い、②特定産業の基盤があるといった三つの条件に基づき、具体的に表３

のように設定していることから、ＡＴＣの導入が、若年層の就職率を高め、最終的にオ

ーストラリア経済の更なる発展に貢献することを期待しているとも言えるであろう。
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表３オーストラリア技術学校設立地域一覧．

州 地域

ﾆｭーｻｳｽｳｪーﾙｽ゙州 TheHunte喝thelllawarra，Queanbeyan，PortMacquarie，

Lismore/Ballina,Dubbo,Gosfbrd,WesternSydney

ビクトリア州 Geelong，Warrnambool，Bendigo，Sunshine，Bairnsdale/Sale，

EasternMelbourne

ｸｲーﾝｽ゙ﾗﾝﾄ゙州 Tbwnsville,Gradstone,NorthBrisbane,ＧｏｌｄCoast

南ｵーｽﾄﾗﾘｱ州 Adelaide,Whyalla/PortAugusta

西ｵー ｽﾄﾗﾘｱ州 PerthSouth,Pilbara

タスマニア州 NorthernTとlsmania

北部準州 Ｄａｒｗｉｎ

出所：DES、“s”ぬ〃７bcfmjbzlﾉＣｂ"ｂｇ“.､４，J“ussjり〃掘日p“CommonwealthAustralia,2005,ｐ,1５

各１YTCは、地域産業の要求や既存の設備、さらには経済的・将来的な要請に基づ

き設立・運営される。そのためＡＴＣは、地元企業や産業界の代表、政府系・非政府

系学校、技術・継続教育（mechnicalAndFurtherEducation：TAFE）カレッジ、

その他の公認の訓練組織及び大学等が連合体（consortia）を設立し、その連合体が主

体となって地域一体で運営されることが望まれている26．この理念を実現するために、

連邦教育科学訓練省は、ＡＴＣの設立に際し、興味・関心のある機関・組織等を募り計

画書を作成させ、それらをホームページ上で公開することにより、同一地域内での議

論やパートナーシップの活‘性化を促している。

連邦教育科学訓練省の試算では、これらのカレッジにより、一年間に約7,200人の

生徒に対して､より実践的な質の高い職業教育･訓練が提供できると想定されている。

ATCにおける職業教育・訓練、特に学校を基盤とした実習（school-basednew

apprenticeship）により、生徒は、その後の職業に必要だと考えられる知識・技能を

修得することができる。また、先に述べたような地域産業の要求・要請を積極的に取

り入れるこのような運営方法により、失業率の高い若年層の雇用、さらには彼．彼女

らの継続的な職業教育・訓練への参加に対する期待を膨らませることも可能になるだ

ろう。

しかし同時に、カレッジでは、このようなビジネスに関する科目のほかに、科学技

術やアカデミック科目も提供される。これは、ＡＴＣに就学する生徒が、これらの学校

で得た知識・技能を用い一旦社会に出た後で、大学等の高等教育機関へ進学すること
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を視野に収めたものである。連邦教育科学訓練省は､ＡＴＣの設立を通して､職業教育・

訓練の充実を図るのみならず、若い世代がその後の将来において多様な進路を選択で

きるよう配慮しているのである。

（３）国家としての統一性の追及

連邦教育科学訓練省は、現在、先に示したリテラシーやニューメラシーといった基

礎学力をはじめとして、各主要学習領域の全国テストを実施すべく、その準備を進め

ている。既に２００３年には、科学（Science）の全国テストが実施された。

この全国テストの導入・推進の背景には、もちろんアデレード宣言で提唱された学

校教育の「質」の向上の追及があるだろう。しかし同時に、現在、各国がその順位の

高低に一喜一憂している国際的な学力テストの影響を多分に受けていることも指摘で

きよう。オーストラリアでは、現在、同国が参加しているＰISAやＴＩＭＳＳ等で高い

教育成果を残せるよう、それらのテストの実施年を意識した教育改革提言等が多く出

されている27．

このような流れの中で、２００４年に連邦教育科学訓練省は、①これまで各州・各学校

により異なっていた、保護者に対する生徒の成績の通知を統一すること、②はじめに

指摘したように各州により若干相違の見られる就学開始年齢を､2010年を目処に国と

して一本化することを決定した。前者の成績の通知は、アデレード宣言でも提唱され

た、保護者のより積極的な教育参加を主眼としている。すなわち、保護者に適切に生

徒の教育成果を通知することにより、学校と家庭との連携を密にし、子ども達の教育

への関心を高めることを狙いとしていると考えられる。

連邦教育科学訓練省より提示された成績の通知方法では、各主要学習領域の学習成

果は、数値等により段階別に示され、生徒の学力の「伸び」が一目で分かるよう工夫

されている。また､使用言語に関しても、「多文化｣社会への配慮は見られるものの28、

簡潔な英語で報告すべきことが主張されている。このような統一形式で行われる学習

成果の通知は、連邦教育科学訓練省が要求する一定程度の基礎学力（ベンチマーク）

に照らして子ども達の教育成果の通知・公開を可能にするとともに、それらの達成に

ついての責任を保護者に共有させることにも貢献することとなる。

また後者の就学開始年齢の統一は、ある学区から別の学区へ、特に州を跨って移動

する生徒の学習や情報の移転が円滑に行われるようにとの配慮に基づいたものである。

先に述べたように、同国ではこれまで、州により、特に中等教育の開始時期に相違が

見られた。このような相違は､就学年齢の問題だけでなく、学校制度やカリキュラム、

さらには中等教育修了資格等にも影響を及ぼしてきた。そのため、このような「相違」
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に起因する不利益を解消する必要があると考えられたのである。また、連邦教育科学

訓練省はこれに関連して、１２年生の修了資格として「オーストラリア教育資格

（AustralianCertificateofEducation)」を導入することも計画している。

さらに、このような学校教育制度・内容の統一化と同時に、現在、シティズンシッ

プ教育(civicsandcitizenshipeducationprogramme)や価値教育(valueeducation）

の推進による「オーストラリア市民」の育成にも力が入れられている。シテイズンシ

ップ教育は、2000年前後から既に国家レベルの教育目標等の開発が進められ、その成

果の測定が試みられている。また、価値教育の一環として、各学校での国旗掲揚も奨

励されている。

おわりに一まとめにかえて

以上のように、現在、オーストラリアの学校では、１９９９年に採択されたアデレード

宣言をもとに、社会や経済の劇的な変化に対応するための、質の高い教育に重点が置

かれている。そこでは、科学技術や職業教育・訓練等の「多様」な教育の提供が奨励

される一方、すべてのオーストラリア人が習得すべき基礎学力に関しては、国家が制

定する一定程度の「成果」の達成を要求する。

リテラシーやニューメラシー等の基礎学力は､1997年以降､国家の統一的な基準(ベ

ンチマーク）の下で管理され、各州でその基準に満たない生徒の学力を「引き上げる」

努力が進められてきた。特に、２００５年に開始された財政的支援では、生徒が、学校教

育時間外に、学校以外の組織・機関により為される個別指導を受けることにより、一

定程度のリテラシーを身につけることが期待されている。このような支援の提供は、

生徒が、リテラシーやニューメラシーという基礎学力の育成に、学校をはじめとする

政府・民間機関・組織の協力が必要不可欠だと考えられていることを示している。

また、オーストラリア技術学校（ATC）の設立に代表される職業教育・訓練の強化

は、学校教育の社会・経済的貢献を多分に見込んだものであったが、生徒に、より実

践的な職業教育・訓練の機会を提供するため、教育機関と産業界の協力を必要不可欠

なものと考えている。さらに、生徒の進路選択の幅を広げる上で、ＡＴＣにおけるアカ

デミック科目の提供は、注目に値しよう。

しかし一方で、国家主導によるこのような「成果」中心的な教育の実現は、これま

で各州で提供されてきた地域の実情に根差した教育を「画一的」なものに変える危険

,性も併せ持つ。確かに、これまで州間の移動等により、教育制度や内容の相違という

点で生徒が不利益を被ってきたことは、多々あったかもしれない。しかし、現在、連

邦教育科学訓練省により進められている教育制度・内容の統一化は、教育成果を測定

－４８－



する尺度の一元化とともに、価値教育やシティズンシップ教育等の推進に窺えるよう

に、生徒に「画一的」な価値や市民性を植え付ける危険性も持つ。多文化国家として、

国内の多様な教育機会・内容を、統一的な制度の中でいかに提供していくかが、今後

の課題であろう。

【註】

’豪日交流基金『オーストラリア発見：教師用資料』カリキュラム・コーポレーショ

ン（CurriculumCorporation)，２０００年，ｐｐ､28-30.
2後述するが、この時期に行われた一連の教育改革の影響を受け、オーストラリア連

邦教育訓練雇用青少年問題審議会（MinisterialCouncilonEducation,Employment，

'IYainingandYbuthAffairs：MCEETYA）で学校教育に関する国家目標（通称「ホバ
ート宣言｣）が採択され、それにより各主要学習領域のナショナル・カリキュラムが作
成された。また、この改革は、当時の経済不振を打開することを目的に、学校教育か
ら得られる成果を経済発展に積極的に関連付けることを主眼としたものであった。

3MCEETYA,ハノ22地"a〃７eportonSbhooZmgmAusな没”2001,MCEETYAand
CurriculumCorporatioｎ．
４AustralianBureauofStatistics(ABS),Sbhoo1s；2004,ｐ３．

５必越,１９９４年から２００４年の１０年間に､政府系学校に就学する生徒の割合の増加率
は1.6％であったが､非政府系学校に就学する生徒の割合の増加率は22.4％であった。
このような非政府系学校の人気には、様々な要因が考えられよう。しかし、特に現在
のハワード政権が、非政府系学校への財政的支援を増強しており、先の総選挙の際に
それが政治的争点とされたことは、指摘しておく必要があると考える。

６必極ｐ､３

７必皿ｐ､３
８例えば２００４年には、教育産業がオーストラリアの第三番目の輸出品であることが
報告されている。留学先機関としては、大学が最も多い。

（http://www､idpcom/marketingandresearch/research/statistics/article403､asp）
９ＡＢＳ,ｑｐ・Cj広,ｐ,3．

l0Zbj上f,ｐ､４．
ｌｌＭＣＥＥ'IYA,Ausな没地ｉ９Ｃｂｍｍ”ａ"ｄＡｇｒでedGbajs危rSbZIoojmgm幼ｅＺＷＢ"〃
盈密ｔｃｂ"“z:ｚＡｊ?e1zjewof､幼ｅＩｇ８９ｃｂｍｍｏｎａ〃ｄＡｇｒ汐edGbajsんI･ｓｂｈｏｏｚｍｇｍ
Ａｕｓ唾地価efHbbartDecZa極加"ｿMDjScussjb"Eape脇１９９８

'２現在、アデレード宣言で定められている主要学習領域は、芸術（thearts)、英語
（English)、健康と身体の教育（healthandphysicaleducation)、英語以外の言語
（languagesotherthanEnglish)、数学（mathematics)、科学（Science)、社会と環
境の学習（studiesofsocietyandenvironment)、科学技術（technology）の八つで
ある。

ｌ３ＭＣＥＥＴＹＡ，”eAdejaﾉﾋﾒeDecZaI洩加〃ｏ〃ﾊﾙｮ""aノGbajsあｒ銃ｈｏｏｚｍｇｍ坊ｅ
”＆"〃J7XI9stanm砿１９９９

１４DepartmentofEducation,Scienceａｎｄ'IiPaining(DET),SchoolEducation
Summaryb
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http://www.dest・govau/sectors/schooleducation/Schooleducationsummary2・htm
(2005.11.14アクセス）

１５ＤＥＥＴＹＡ,Ｌｉｔｅ』没”SZandaI9dSmAusな湿地,ｐｐ,15.19．リテラシー・テストには、
その内容に入る前の学校名や氏名を記入する頁に、英語母語話者か否か、先住民か否

かを明記する欄がある。そのため、各生徒の背景に基づくリテラシーの把握が可能に

なる。これらの項目の記入については、生徒の自主性に任されている。

l6DepartmentofEducation,ｎ．ainingandYbuthAffairs(DETYA),LjZezla”f〕rA"：
恥ｅＣｆ１ａ此"9℃ibrAzJs“地〃SbhoojsCbmmonwBa〃hLjZFmqyPbZj℃jesZbr
Aust21aZjanSbhOOjShttp:"ｗｗｗ.dest､govau、
１７具体的には、１９９８年に学校に入学する生徒が、入学後４年以内に最低限のリテラ

シー技能を習得することが当面の目標とされた。（必趣）

'８つまりこれは、中等教育への進学率やその後の雇用の機会均等など、社会的な公正

の実現を視野に入れていると読み取ることができる。（必城ノ

ｌ９ＭＣＥＥＴＹＡ，恥e4dejajtfeDeCﾉｾﾖ塑加〃Ｏ〃/V2ItjbZ]a／GbaZSZ6rSbﾉｳOOImgin幼ｅ
ｚＷＢｎ〃ｆ７池t“"”2y§l999
20DETYA,qpcjt.,http://www.dest,govau・ベンチマークは、３．５．７．９年時に
設定されている。
２１必越

２２必jヒメ

２３例えば、ニュー．サウス．ウエールズ州やタスマニア州等は州教育省が、首都直轄
区やビクトリア州、クイーンズランド州等は民間の教育・訓練機関・組織がそれらの
個別指導を請け負う等、州により提供者は異なる。

２４ＤEST,Ａｕs“雄〃たchmbaﾉＣｂ"ｂｇＰＳ・adjScus圏jbnpaper-,2005.また、これら
のコースは、７割程度に留まっていた後期中等教育の修了率を向上させることも目的

としている。（ＭＣＥＥＴＹＡ，ﾊﾙｮtjbzra/ReportonSbﾉｳｏｏＺｍｇｍＡｕｓ”他
””(釦ppe"dixISZa雄tjbaﾉa""exA2002,'Iblble､32）
２５２００４年には、約６５％の生徒が、学校教育を基盤としたＶＥＴプログラムでの実習
で、小売業、観光やサービス業、聖職に従事したことが報告されている。（DES'n
Su6mjssjbnto幼eSb"ajeE”ﾉﾛｿzme砿Ｉ化Iかjacej3eﾉZItjb"sa"d“uczItわn
Legおja釦ｎＯｏｍｍ"”e:血9u”、”幼ｅＲ２℃U恋わz]sof,幼e4us唾姥刀処chmba／

Cb"どｇＦｓ征Ybx必以〃、Ａ“た砿mgAus睡妨bSkiZZsM9edSﾉBiZ/2り砿2005,ｐ､６）
２６また、この連合体の議長は、商業界もしくは産業界の代表が就くべきであるとされ
ている。

２７また、このような国際的な学力テストに参加する意義も様々 に言及されている。例
えば、国際的な観点からは、教育成果と経済発展の関連‘性は不明瞭であることを断り
つつも、国際的な競争力を育む上でこれらのテストが格好の指標を提示してくれると

指摘されている。(MCEETYA,Ｐｾ２９１６”a"ceM9asuz,eme"ｔａ"dj3eportmgZ?sk危２℃e，
Ｂｅｎe五tsof､jqar雄わa如刀、血teZ"a地"aﾉsfzJ錘sQfszude"tAcﾉｳだ”ｍｅ”
http:"www､mceetya・edu.au/Verve／resources/benefitsofinternatstudies・pdO
28例えば、ビクトリア州では、生徒の教育成果を報告するこのような方法の導入につ
いて、同州に多く居住する人々の言語・文化的背景を考慮し、ベトナム語、標準中国
語、広東語等で通知された。

－５０－



オーストラリアの学校教育の場における開発教育の特質に関する一考察

-1960年代から１９９５年までに焦点を当てて－

木村裕（京都大学大学院）

はじめに

開発教育（developmenteducation）とは、１９６０年代の南北問題に対する関心

の高まりを背景に、主にヨーロッパ諸国において提唱された教育活動である。ヨ

ーロッパ諸国における開発教育はかつての植民地諸国に対する瞳罪意識から始め

られたものであり、その当初は、開発途上国の状況を教える教育活動であるとさ

れていた。先進国に住む人々に開発途上国の貧困の状況を知らせることで、開発

途上国を助けるための募金活動を行うことがめざされたのである。

その後の開発教育の国際的な展開を見てみると、以下のような特徴を指摘する

ことができる’)。１つ目は、国際的な開発論の変化に伴って、その目的や内容が

変化してきたことである。すなわち、開発に関わる問題を軸に学習を進めること

を中心に置きつつ、各時代のニーズや価値観、関心事を反映させた開発論の影響

を受けながら、その目的や内容が変化してきた。今日では、多様な開発論を背景

として、多様な開発教育が実践されている。２つ目は、実践の場の広まりである。

開発教育は当初、主にＮＧＯなどによって社会教育の場を中心に実践されていた

が、関心を持つ学校の教師たちによって、次第に学校教育の場でも実践されるよ

うになってきた。また、それに伴って、政府からの支援が次第に増えていった。

貧困の撲滅と持続可能な開発の追求をめざして各国の協力が急務の課題となって

いる今日、開発教育の重要性は国際的に高まっている。

日本において、オーストラリアの開発教育についての研究成果は、その重要性

が認識されてきたにも関わらず、これまでほとんど取り上げられてこなかった。

わずかに、教科書における難民や先住民の取り扱い方に関する分析や、オースト

ラリアにおいて開催されたワークショップの報告がなされているだけである２)。

したがって、オーストラリアにおける開発教育の研究成果に学ぶための足がかり

とするために、まず、その特質を明らかにする必要がある。

この課題に迫るために、本稿では、開発教育が実践され始めた１９６０年代から

1995年までに焦点を当てて、主に教育課程政策の面からオーストラリアの学校教

育の場における開発教育の特質を明らかにするとともに、そこに見られる意義と

課題について検討することを目的とする３)。１９９５年を区切りとするのは、１９９６
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年３月より現在に至るまでハワード（Haward,』.）を首相とする連邦政府が続い

ているため、現時点で評価することが難しいと考えられるからである。また、１９９０

年代後半よりオーストラリアにおいて開発教育とグローバル教育（global

education）という用語が混在しており、両者の関係についての整理はまだ十分で

はない4)。よって、両者の関係を整理するためにも、まずは１９９０年代前半までの

開発教育の特質を明らかにしておく必要があると考えられる。

１．オーストラリアにおける開発教育の歴史的展開とそこに見られる特徴

本節では、オーストラリアにおける開発教育の歴史的展開を、社会状況および

開発論と関連づけながら検討し、そこに見られる特徴を明らかにする。

（１）開発教育導入以前（～1968年）

オーストラリア連邦政府（以下、連邦政府）によって開発教育という用語が使

われ始める契機となったのは、１９６８年にデンマークで開かれた国際セミナーであ

ったと言われている。しかし、それ以前にもオーストラリア国内において開発教

育を進めるための土壌が整いつつあったと考えられる。それは、白豪主義から多

文化主義への転換と、開発途上国の貧困の問題に対する関心の高まりである。

１９０１年のオーストラリア連邦誕生以来、連邦政府は白豪主義政策の推進と教育

の場における英語の使用の強制を行った。しかし、第二次世界大戦後の大量移民

政策を契機として、１９６０年代の終わりには非英語系ヨーロッパ人移住者が増加し、

多文化社会になっていった。このような状況の中で、人種や民族の違いを超えて

互いを尊重し、理解し合いながら社会づくりを行うことがめざされるようになり、

オーストラリアは徐々に白豪主義から多文化主義へと移行していくこととなる。

１９６０年代はまた、ヨーロッパ諸国において開発教育が実践され始めた時期でも

あった。その背景には、国連をはじめとした国際機関やＮＧＯなどの援助団体、

キリスト教系の教会などによる、第三世界の貧困の問題に対する関心の高まりが

あった５)。当時の開発教育は、どの社会も一定の発展要因さえ充足されれば、基

本的に同じ道をたどって伝統社会から近代社会へと発展し、やがては欧米のよう

な高度大衆消費社会に至ると捉える「近代化論」を背景としていた6)。そこでは、

開発途上国が貧困なのは開発途上国側に資本や近代技術などが欠如していること

に根本的な原因があり、それらを資金援助などによって補うことで、欧米先進国

のような発展が実現されると理解された。そのため、貧しい国々に住む人々の生

活やニーズについての情報を裕福な国々 に住む人々 に与えることで、貧しい国々

への援助に対する政治的な支持を増やすことが開発教育の目的とされた。こうし
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た目的のもとで実践された当時の開発教育は資金集めのための方略としての性格

が強く、その内容は単なる情報提示にとどまるものであった7)。

このような開発途上国の貧困の問題に対する関心の高まりは､ＮＧＯの設立やオ

ーストラリア海外援助協議会（ＡｕstralianCouncilfbrOverseasAid：以下、

ＡＣFOA）の設立など、オーストラリア国内においても見られた。ＡＣＦＯＡはＮＧＯ

の連合体として１９６５年に設立された団体であり、連邦政府とＮＧＯとの折衝窓口

の役目を果たすとともに、ＮＧＯ間の連絡調整、共同事業の推進及び一般社会への

働きかけのための活動を行った。その後の開発教育が主にＡＣFOAからの援助を

受けたＮＧＯによって進められていくことから､ＡＣFOAの設立は開発教育にとっ

ても大きな意味を持っていたと言える。

（２）開発教育の導入と実践の場の拡大（1968年～1989年）

連邦政府によって開発教育という用語が使われ始めたとされる１９６８年から､学

校教育の場に本格的に定着していく１９８９年までの約２０年間は、オーストラリア

へ開発教育が導入され、実践の場が拡大していく時期であったと言える。その背

景には、開発に関わる問題に取り組む開発教育の重要性に対する国内外での認識

の高まりと、開発教育の普及をめざした連邦政府からの援助の拡大があった。

まず、開発教育の重要性に対する認識の高まりについて見てみよう。その背景

には、開発論の国際的な展開と、国内における問題提起があった。開発論の展開

としては、国連を中心とした国際的な議論の場における「従属理論」の提唱が挙

げられる。従属理論とは、「近代社会と低開発社会とは、先進一後進という発達段

階の違いでなはく、搾取一被搾取という歴史的な構造のもとで、一方の開発が他

方の低開発を作り出している」とする考え方であり、近代化論に基づく１９６０年代

の開発援助の失敗に対する反省から、１９７０年代に入って唱えられた8)。従属理論

の登場により、開発に関わる問題の原因は先進国にもあると認識されるようにな

り、開発途上国への資金援助だけではなく、教育活動を通した先進国内における

問題解決への取り組みも重要であると指摘され始めた。

さらに、１９８７年に国連の「環境と開発に関する世界委員会」から出されたブル

ントラント報告書（BrundtlandReport）において、「持続可能な開発」という開

発概念が提唱された。持続可能な開発とは、「将来の世代がそのニーズを充足する

能力を損なわないように現在の世代のニーズを充足させる開発」と定義される概

念であり、開発と環境に関わる問題の強い関連性が明らかにされるとともに、こ

れらを統一的に捉え、その解決に向けて取り組むことの重要性が指摘された9)◎

こうした国際的な動向に加え、この時期にはオーストラリア国内においても開
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発に関わる問題への取り組みが注目されるようになった。その契機となったのが、

1973年にＡＣFOAによってキャンベラで開催された開発教育に関する全国会議で

ある’0)。そこでは、開発途上国に見られる社会的・経済的な構造が国内において

も、特に先住民と非先住民の人々との関係の中に見られることが指摘された'１)。

以上のような国内外の動向を受けて、１９７０年代から１９８０年代にかけて、開発

教育の目的や内容が質的な変容を遂げることとなる。その主な特徴は、①「貧困

や不平等に対して関心を持つ」ことだけではなく「それらにどのように取り組ん

でいくのかを決定する」ことまでをめざすようになったこと、②人と自然、世代

間などに見られる相互依存関係に目を向けることの重要性や、開発に関わる問題

の複雑さや学際的な性格が広く知られるようになったこと、③国内の問題にも目

を向けることの重要性が認識されるようになったこと、の３点にまとめられる１２)。

こうして国内外で重要性への認識が高まっていった開発教育に対し、連邦政府

も積極的な関与を開始した。その契機となったのが、ウィットラム（Whitlam,Ｅ

Ｇ.）率いる労働党政権の樹立である。１９７２年、２３年ぶりに連邦政府の政権をと

った労働党は、１９７３年にオーストラリアが多文化社会であることを宣言したほか、

1975年に人種差別禁止法を成立させるなど、それまでの白豪主義から多文化主義

への方向転換を行った。このウイットラム政権によって開発教育に対する予算が

増やされ、ＮＧＯなどの援助団体は連邦政府による援助を受けながら、ニュースレ

ターやパンフレットを通した情報提供、ワークショップやロビー活動への参加な

どを中心に、主に社会教育の場において積極的に開発教育を行った’3)。こうした

開発教育は、一般の人々の意識を高める点で大きな意義を持っていた一方で、成

人を対象としたものや短期的なものが多いという制約も抱えていたと言える。

ＮＧＯなどの援助団体に対する連邦政府からの資金援助は、１９７０年代半ばに始

まった経済状況の悪化と労働党から自由党への政権交代が相まって一時弱まるが、

1980年代に入ると再び､開発教育をより多くの人々 に浸透させようとする動きが

目立ち始める。特に、１９８７年のオーストラリア国際開発協力事務局（Australian

lnternationalDevelopmentAssistanceBureau：以下、ＡＩＤＡＢ）１４)の設立は大き

な意義を持っていたと言える。ＡＩＤＡＢは、ジャクソン委員会が１９８４年に発表し

たジャクソン報告書（JacksonReport）１５)を受けて連邦政府が設立したものであ

り、その後、開発教育に対して主に資金面で支援を行うこととなった。

１９８０年代後半になると、オーストラリアにおいて開発教育を学校教育の場へ導

入する動きが加速していく。この動きを助けたのが、学校教育の場における開発

教育実践にとって特に重要な役割を果たすこととなる各センターの設立であった。
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開発教育に関する資料センターとしてオーストラリアで最初に設立されたのは、

アイディア・センター（IdeasCentre）であった。これは、１９７３年にＡＣFOAに

よってシドニーに設立された。さらに１９８０年代後半には、各州で同様のセンター

が設立された’6)。これらのセンターは今日に至るまで、実践に向けた多くの出版

物の刊行、教師へのコンサルタント、教師教育プログラムの提供などを行ってい

る。センターの果たすこうした役割の重要性が注目されるにつれて、ＡＩDABや多

くのＮＧＯから、財政的な援助、あるいは現物支給というかたちでの援助が積極

的に行われるようになるとともに’7)、開発教育に関心を持つ一部の教師たちによ

って学校教育の場における実践が行われるようになっていった。

（３）学校教育の場への定着（1989年～1995年）

１９８９年以降、開発教育は次第に学校教育の場に定着していく。その主な要因と

して、制度および組織の確立と、開発教育の教材の普及が挙げられる。

制度および組織の確立に関する重要な出来事として、「学校教育に関するホバー

ト宣言（theHobartDeclarationonSchooling)」（以下、「ホバート宣言｣）の採

択と、全国開発教育センター協会（NationalAssociationofDevelopment

EducationCentres：以下、ＮＡＤＥＣ）の設立が挙げられる。「ホバート宣言」は、

1989年にオーストラリア教育審議会（AustralianEducationCouncil）の第６０

回会議において採択された。そこでは、経済再生のために教育水準の全国的向上

をめざして、初等教育から後期中等教育までを対象とするナショナル・カリキュ

ラムの開発が決定されるとともに、連邦・各州・各直轄区が協力して全国規模の

教育課程開発を行うことと、それに関連する資料の作成と出版を行う機関である

カリキュラム・コーポレーション（CurriculumCorporation）の設立が決定され

た。次節で詳しく検討するように、このナショナル・カリキュラムの策定が、学

校教育の場における開発教育実践に正当性を与えることとなる。さらに、カリキ

ュラム・コーポレーションにおいて開発教育の手引書や副教材が出版されること

となる。ここから、開発教育に対する「ホバート宣言」の重要性を見て取ること

ができよう。

ＮＡＤＥＣとは開発教育関連のセンターのネットワーク組織であり、１９９１年に設

立された。ＮＡＤＥＣの設立によって各センターの結びつきが強固になった結果、

国内における共同研究の進展が見られ、年次集会における意見交流や教材の共同

開発などが活発になった。連邦政府は開発教育の促進を国家レベルで支援するこ

とをめざし、ＮＡＤＥＣに対してＡＩＤＡＢやオーストラリア国際開発局（the

AustralianAgencyfbrlnternationalDevelopment：以下、ＡｕｓＡＩＤ）’8)を通した
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資金援助を行っている。また、地理教師協会（GeographyTbachers'Association）

や開発教育を進めるＮＧＯなどもＮADECと協力して教材開発や理論研究に取り

組んでいる。

こうした状況のもと、学校教育の場で使用することを目的とした開発教育の教

材が盛んに作成されるようになった。その中でも特に重要なものとして、コルー

（Calder,Ｍ､）とスミス（Smith,Ｒ､）によって１９９１年に著された、教師用の手

引書と児童・生徒用のワークブックからなる『万人にとってよりよい世界を（A

BetterWOrldfbrAll)』19)が挙げられる。これは主にイギリスの研究成果を基礎と

しつつ、それまでに国内で行われてきた実践や研究の成果を踏まえて、開発教育

についてオーストラリアの文脈で書かれた最初の理論書および実践集である。こ

れは連邦政府やＮＧＯ、教師たちの協力を得ながら作成されているとともに、オー

ストラリアにおけるその後の開発教育研究の基礎となっていることから、１９９５年

までのオーストラリアにおける開発教育研究の到達点と見ることができる20)。

同著においてコルダーとスミスは開発教育を、「子どもたちが、万人にとっての

よりよい世界の開発に効果的に参加するのを助けるプロセス」であるとともに｢全

てのカリキュラム領域に取り入れられるパースペクティブ」であると定義してい

る２１)。「パースペクティブ」とは、開発に関わる問題に目を向けることや社会への

参加をめざすこと、多様な人々や文化の尊重を重視することなど、開発教育の取

り組みの特徴を指す。この「パースペクティブ」をあらゆるカリキュラム領域に

取り入れることが重要であるとされていることから、既存の教科とは別に開発教

育という教科を設定するのではなく、「パースペクティブ」を既存の教科に取り入

れることによって、学習活動全般を通して取り組んでいくことがめざされている

ことが分かる。そして、こうした考えを背景に、手引書およびワークブックが構

成されているのである。このような教材の出版と、制度および組織の確立が相ま

って、1989年以降には、開発教育が学校教育の場に定着していった。

ここまで、オーストラリアにおける開発教育の歴史的展開を見てきた。その中

で、国際的な開発論の変化に伴う開発教育の目的や内容の変化と、社会教育の場

から学校教育の場へという実践の場の広がりという、国際的な開発教育の展開と

合致した特徴を見て取ることができる。さらに、オーストラリアにおける開発教

育の特徴として、ＮＧＯなどによって社会教育の場で実践されていた当初から、連

邦政府と深い関わりを持って展開されてきたことが指摘できる。
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２．学校教育の場における開発教育の特質とその意義

前節で述べたナショナル・カリキュラムの策定が学校教育の場における開発教

育に大きな影響を与えた。本節では、ナショナル・カリキュラムとの関わりを中

心に、教育課程政策の面から見たオーストラリアの学校教育の場における開発教

育の特質と、そこに見られる意義を明らかにする。

（１）学校教育の場における開発教育の特質

ナショナル・カリキュラムの策定が決定された「ホバート宣言」では、ナショ

ナル・カリキュラム開発の基本理念である「オーストラリアの学校教育の共通で

合意された国家目標（CommonandAgreedNationalGoalsfbrSchoolingin

Australia)」（以下、「国家目標｣）が掲げられた。これを受けて、１９９１年の第６４

回オーストラリア教育審議会において「英語」「算数・数学」「理科」「社会と環境

の学習」「技術」「芸術」「保健」「英語以外の言語」の８領域がナショナル・カリ

キュラム開発の対象として設定された。その結果、１９９４年までに各領域に関する

ステイトメント(Statement)とカリキュラム･プロファイル(CurriculumProfile）

が作成された22)。

表「国家目標」に掲げられた１０項目

①全ての若者（youngpeople）に卓越した教育（excellenteducation）を提供する。その教育は、若者の
才能（talents）と能力（capacities）を可能性の限り発達させるとともに、国家（nation）の社会的・文
化的・経済的なニーズにとっても適切である。

②児童・生徒（students）が高い水準の学習成果を挙げるとともに、自信、楽観主義、高い自尊心、他者
への配慮の気持ち、個人の長所（personalexcellence）を発達させることができる。

③教育機会の均等を促進するとともに、様々な集団の持つ特別な学習上の要求（specialleaming
reouirements）に応える。

④国家が現在持っている、あるいはこれから待つであろう経済的・社会的なニーズに応えるとともに、子
どもたちが将来、雇用やその他の人生の局面において最大限に柔軟性と順応性を発揮できるようにする
ために必要な技能を与える。

⑤さらに進んだ教育や訓練の基礎となる知識や技能、学習することを尊重する気持ち、そして生涯学習に
対する積極的な態度を与える”

⑥以下の知識や技能などを子どもたちの中に発達させる。
ａ聞くこと、話すこと、読むこと、書くことに関する技能を含む英語リテラシーの技能
ｂ計算能力とその他の数学的技能

ｃ分析と問題解決の技能

ｄ情報処理およびコンピューター関連の技能

ｅ科学的・技術的な技能および、社会における科学と技術の役割についての理解
ｆオーストラリアの歴史的・地理的背景に関する知識とそれに対する正しい評価（appreciation）

９ 英語以外の言語に関する知識

ｈ創造的な芸術に対する正しい評価と理解、および、それに参加していくことに対する自信
ｉ釣り合いのとれた開発とグローバルな環境に関する理解とそれへの関心
ｉｉ首徳倫理、社会公正の面から判断する能力

⑦子どもたちが、国際的な文脈の中にある民主主義的なオーストラリア社会において、積極的かつ知識を
持った市民として参加していくために必要となる知識や技能、態度や価値観を発達させる。

⑧子どもたちに、アボリジニや民族集団が持っている独特の文化的背景を含むわれわれの文化遺産につい
ての郵躍とそれへの尊敬の念を与える曇

⑨子ど*､たちの身体的発達と個人の健康、そして余暇時間の創造的な利用に備える。

⑩われわれの社会における労働の性質と役割について理解することを含む、適切なキャリア教育と労働の
枇界に閏する知識券与える異

(表は、ＭＣＥＥＴＹＡ，７１ｈｅノヲb6a〃、“ん？J召加〃ｏ〃Ｓｂﾙoc伽ｇ(http://www、ceetya､edu.au/hobdechtm
（2005.1211確認)）をもとに筆者が作成した）
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それでは次に、ナショナル・カリキュラムの策定が開発教育に与えた影響につ

いて見てみよう。表は、「国家目標」において掲げられた１０項目を示したもので

ある。各項目を見てみると、特に⑥i、⑦、⑧において「釣り合いのとれた開発と

グローバルな環境に関する理解とそれへの関心」「積極的かつ知識を持った市民と

して参加していくために必要となる知識や技能、態度や価値観の発達」「文化遺産

についての理解とそれへの尊敬」が挙げられているように、「国家目標」の中に開

発教育の取り組みの特徴が反映されていることが指摘できる。すなわち、開発に

関わる問題に目を向けることや社会への参加をめざすこと、多様な人々や文化の

尊重を重視することなど、開発教育の取り組みの特徴が「国家目標」の中に反映

されている。これは、開発教育が連邦政府と深い関わりを持ちながら展開してき

た結果、開発教育の重要'性が連邦政府によって認識され、個々の学習領域の枠に

とらわれることなく学校教育全体を通して、開発教育で身につけるべきであると

されてきた知識や技能、態度などの獲得がめざされるようになった結果であると

言えよう。

さらに、「社会と環境の学習」の領域が設定されていることも、学校教育の場に

おいて開発教育を実践する上で意義深いものであったと言える。ここでは、「民主

主義社会やグローバル・コミュニティの中で、積極的かつ知識を持った市民とし

て参加していくために必要となる知識や技能、態度や価値観を促進させること」

がめざされていたり、ステイトメントにおいて設定されている学習領域に「参加」

「時間」「文化」「自然・社会制度」などが挙げられたりしている２３)。ここから、

ナショナル・カリキュラムの策定によって、開発教育は学校教育の場におけるあ

らゆる学習領域において取り組まれうるとともに、「社会と環境の学習」において

重点的に取り組まれうる可能性を持つようになったことが分かる。すなわち、ナ

ショナル・カリキュラムの策定により、学校教育の場における開発教育の実践に

正当性が与えられることになったと言えよう。このように、ナショナル・カリキ

ュラムの策定を背景として、学校教育全体で取り組まれうるとともに、中心的な

領域が設定されている点が、教育課程政策の面から見たオーストラリアの学校教

育の場における開発教育の特質であると言える。

（２）学校教育の場における開発教育の特質の持つ意義

上で見たかたちで開発教育が学校教育の場に位置づけられたことには、主に以

下の３点の意義があると考えられる。１つ目は、ナショナル・カリキュラムの中

での開発教育の実践に正当性が与えられたことに関する意義である。憲法上、初

等・中等教育行政の責任と権限が各州・直轄区に与えられているオーストラリア
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において、ナショナル・カリキュラムは法的拘束力を持つものではない。しかし、

その策定により、各州・直轄区の定める教育課程がナショナル．カリキュラムで

定められた学習領域と整合性を保つかたちで編成されるようになったとされてい

ることから２４)、開発教育が全国の学校教育の場に定着する重要な契機であったこ

とが分かる。これにより、長期にわたる計画的な実践ができるようになるととも

に、子どもの発達段階を考慮したカリキュラム編成も可能になった。開発教育で

扱う諸問題に対する関心を高めたり、それに取り組むための価値観や態度を育て

たりするためには、子どもたちができるだけ幼い頃から計画的にこうした問題に

触れさせることが効果的であるという指摘があることからも２５)、その意義は大き

いと言える。これはまた、従来のＮＧＯによる実践が抱えていた、成人を対象と

したものや短期的なものが多いという制約を乗り越えることにもつながる。

さらに、学校教育の場における実践に正当性が与えられたことによって、より

多くの子どもたちを対象とする可能性が広がった。従来のようなＮＧＯによる社

会教育の場での実践では、開発教育で扱う内容に対してすでに関心を持った人々

を対象にする場合が大半であった。しかし、地球規模で取り組むべき諸問題の解

決には、関心を持つ一部の人々だけでなく、できるだけ多くの人々の協力が不可

欠である。義務教育段階を含む学校教育の場において実践することにより、こう

した点を克服することが可能になると考えられる。

意義の２つ目は、開発教育の取り組みの特徴が「国家目標」に位置づけられた

ことによって、学習活動全般を通して開発教育に取り組むことが可能になる点で

ある。コルダーらによる定義および「パースペクティブ」の捉え方からも分かる

ように、開発教育とは本来、学習者の価値観やものの見方、さらには生き方にま

で関わるものである。そのため、ある一定の知識の獲得にとどまるのではなく、

地球規模で取り組むべき諸問題の解決に向けた行動に参加することがめざされる。

また、差別や不公正に対して敏感になることや、他者を尊重し、協力してものご

とに取り組むことも求められる。したがって、ナショナル・カリキュラムが策定

される以前に見られたような、開発教育に興味を持つ一部の教師が自分の授業の

中で行うという状況に比べ、より効果的に実践することが可能になると言える。

３つ目の意義は、実践にあたって「社会と環境の学習」という中心的な領域を

持っている点である。学習活動全般を通して取り組むことの意義を先に述べたが、

それと同時に、開発教育で扱われる諸問題を理解するためには、問題を作り出し

ている社会構造の批判的な吟味や、社会構造と諸問題の間の関連、諸問題への取

り組み方などについての重点的な学習を行うことが有効である。よって、重点的
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に取り組むことのできる領域が確保されていることの意義は大きいと言えよう。

おわりに

ここまで、開発教育が実践され始めた１９６０年代から１９９５年までに焦点を当て

て歴史的展開を追うとともに、主に教育課程政策の面からオーストラリアの学校

教育の場における開発教育の特質を明らかにしてきた。その結果、教育課程政策

の面から見た特質として、ナショナル・カリキュラムの策定を背景として、学校

教育全体で取り組まれうるとともに、中心的な領域が設定されている点を指摘し

た。こうした特質を生み出した背景には、連邦政府と深い関わりを持って展開さ

れてきたという歴史上の特徴があった。そして、こうした特質の意義として、①

子どもたちが幼い頃から、長期にわたる計画的な実践ができるようになるととも

に、子どもの発達段階を考慮したカリキュラム編成も可能になったことと、より

多くの子どもたちを対象とする可能性が広がったこと、②学習活動全般を通して

開発教育に取り組むことが可能になったこと、③開発教育に重点的に取り組むこ

とのできる領域が確保されていること、の３点を指摘した。以上を踏まえて、最

後に、オーストラリアの学校教育の場における開発教育の特質から生まれる課題

を指摘するとともに、日本の開発教育研究がオーストラリアの開発教育研究から

特に学ぶことのできる点を指摘したい。

ナショナル・カリキュラムの策定が、経済再生のために教育水準の全国的向上

をめざす教育課程改革を進めた結果として実現したことからも分かるように、連

邦政府は学校教育を通して、オーストラリア国民の一員として自国の繁栄に寄与

する人材の育成をめざしている。一方、開発教育では、自国の利益にとらわれず

に、「万人にとってのよりよい世界の開発に効果的に参加する」人材の育成がめざ

されている。これはすなわち、ときには自国の連邦政府が進める政策のあり方自

体をも批判的に吟味し、変革を進めることを求めるものである。このように、オ

ーストラリアの学校教育の場における開発教育は、開発教育が本来持つ志向性と

連邦政府がめざす学校教育全体の志向性との緊張関係の中で実践されているので

ある。そのため、たとえば、連邦政府が行う国内外での援助活動に対する国民の

支持を得ることへと開発教育の持つ意味が倭小化されてしまうなど、開発教育の

意義を十分に生かした実践が行われなくなってしまう危険性を抱えている。こう

した点をいかにして乗り越えるのかが、学校教育の場における開発教育にとって

乗り越えるべき課題であると言える。日本においても政府が開発教育を学校教育

の場において推進しようとしている現状に鑑みると２６)、同様の課題に取り組む必
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要が生まれてくると考えられる。この点について、オーストラリアにおける動向

から多くを学ぶことができるだろう。

さらに、開発教育が学校教育全体で取り組まれうる可能性を持つと同時に、重

点的に実践することが可能な「社会と環境の学習」という領域が設定されている

ことは、開発教育を教科の中に位置づけるのか、クロスカリキュラム的に位置づ

けるのかといったカリキュラム編成論に関わる論点を提供するものとなる。日本

においても、学校教育の場における系統的な実践の取り組みに関する研究が課題

として指摘されてきた２７)。オーストラリアにおける開発教育カリキュラムをめぐ

る議論の内実や具体的なカリキュラムを分析することによって、日本の開発教育

研究が抱える課題に対する有益な示唆を得ることができるだろう。

１９９６年以降､連邦政府とNADECなどが協力して開発教育を学校教育の場で実

践するための教材の作成などを積極的に行っていくこととなる。本稿で明らかに

したオーストラリアの学校教育の場における開発教育の特質がどのように継承さ

れ、展開していくのかを、教育課程行政および教育実践の面から検討していくこ

とが今後の課題である。また、本稿では、具体的な教育内容や教育方法の面から

オーストラリアの学校教育の場における開発教育の特質について検討することは

できなかった。この点も合わせて、今後の課題としたい。
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AStudyonCharacteristicsofDevelopmentEducationinSchoolsinAustralia：

FocusingonitsCharacteristicshomthel960stol995．

ＹｕｔａｋａＫＩＭＵＲＡ

(KyotoUniversity》GraduateSchoolofEducation）

Thepurposesofthispaperarel)torevealthecharacteristicsofdevelopment

educationinschoolsinAustraliafromthel960stol995mainlyintermsofthe

policiesoneducationcurriculum，ａｎｄ２）toexaminethesignificanceand

challengeswhichthecharacteristicshave、Forthesepurposes，Iexploｒｅｉｔｓ

ｈｉｓｔｏｒｙａｎｄｈｏｗｉｔｗａｓｐｌａｃｅｄｉntheNationalCurriculum．

’Throughtheexamination，Ipointoutthatthecharacteristicsof

developmenteducationinschoolsinAustraliawerethatl）theunique

perspectivesofdevelopmenteducationwereinfUsedintoeverysubjectareaon

theschoolcurriculum,ａｎｄ２)StudiesofSocietyandEnvironment(SOSE)was

regardedasthemainsubjectareainwhichdevelopmenteducationwas

practiced・

Regardingthepositioningofdevelopmenteducationintothefieldof

schooleducation,Ihighlightthreesignificantpointsofinterest：

(1)meacherswerefinallyabletoplanalong-termcurriculumfbrchildrenｏｆ

ｖａｒｌｏｕｓａｇｅｇｒｏｕｐｓ，

(2)Developmenteducationcanbepracticedinthewholecurriculumareas,ａｎｄ

(3)Developmenteducationhasthemainsubjectareatobepracticed、

Ａｎｄｔｈｅｎ，Ｉａｌｓｏｐｏｉｎｔｏｕｔｔｈｅｃｈａｌｌｅｎｇｅｓｔｏｂｅaddressedwhenwe

practicedevelopmenteducationmthefieldofschooleducation・Development

educationimplementedinschoolstendstobedeprivedofitsnatureofsocial

criticism,Withoutthenature,developmenteducationcannotbepracticedwith

itsfUllpotentials．'Ibexplore，therefbre，ｈｏｗｔｏｍａｉｎｔａｉｎｉｔｓｇｅｎｕｉｎｅｎａｔｕｒｅ

ｗhilepracticinginschoolsistheimportantchallengetobeaddresseｄ・

Inthestudyofdevelopmenteducation,ＪａｐａｎａｎｄＡｕｓｔｒａｌｉａｃａｎｓｈａｒｅ

ｓｏｍｅｉmportantchallenges・ＳｏｉｔｗｏｕｌｄｂｅｈｅｌｐｆＵｌｔｏｓｈａｒｅｅａｃｈother's

knowledgeandexperiencestoimprovethetheoriesandpractices．
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小学校における教科外活動の編成形態に関する日豪比較

山田真紀（椙山女学園大学）

１．本論文の目的と方法

(1)本研究の背景

世界の学校には教科指導のみを行う学校から、多くの教科外活動を行う学校ま

でさまざまなバリエーションがあり、さらにどのような内容の活動をどのような

形態で行うのかという点にも多様性が見られる。

学校において教科外の教育活動を行うかどうかは、当該社会にとっての学校の

役割範囲を知るうえで重要な視点となる。例えば、日本の学校では、身体測定や

予防接種などの健康診断的活動や、交通安全指導、勤労体験、ボランティア活動

など、さまざまな活動を行ってきたが、これは日本の学校が生徒の健康管理や安

全指導をもその重要な役割として見なしていることを示しているI。しかしながら、

こうした教科外の教育活動を通して学校と社会との機能的関係を考察しようとす

るとき、「何を行っているか」という分析では十分でない。例えば、各国でスポー

ツ大会に相当するものを行っていたとしても、代表選手のみが参加する学校対抗

の活動なのか、みんなが楽しめるようなレクリエーション色の強い活動なのか、

それともひとりひとりの運動能力を記録するような陸上競技大会形式の活動なの

かで、それがもつ機能や意味はまったく異なるはずである。つまり、何を行うか

という内容面だけでなく、それをどのような形式で行い、どのように評価するか、

そしてそれらの活動にはどのような教育的意味が付与されるのか、といった点ま

で考慮することが必要なのである。このように、内容・形態・意味の３つの視点

から考察することによって、それらの活動が当該社会における人間形成にいかな

る影響をもっているかということまで分析を深めることができるのである。

筆者はこれまで、日本とオーストラリアの学校で行われる教科外活動に注目し、

「何」を「どのように実施しているか」を比較すること通して、両国の学校役割

の範囲と、人間形成の哲学を明らかにすることを試みてきた。比較の対象として

オーストラリアを選んだ理由は以下の２点である。第一に、オーストラリアは多

民族国家であり、「国家もしくはコミュニティとしての共同性の酒養」と「ひとり

ひとりのバックグラウンドと個性の尊重」という２つの難しい問題を同時に解決

することが求められている。日本でも近年、「共同性の酒養」と「個性の重視」の

両立を図るべく教育改革が進められているため、オーストラリアの教育のあり方
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は、重要な参考資料になると考えたためである。第二に、オーストラリアは「東

経１３５度の隣人」といわれ、日本の重要な貿易相手国であり、密接な関係を保っ

てきたにも関わらず、オーストラリアの教育に関する情報は乏しいためである。

特に、オーストラリア、もしくはオセアニア地域の教科外活動に関する研究論文

は、管見する限り、以下の数点しかない。福本は、ニュージーランドの学校で、

教育課程には含まれていないものの、日本の学習指導要領に定められている「特

別活動」に類する活動が数多く行われており、その背景には「学校の仕事と余暇

時間の両方において計画を立て、かつ有効に時間を使う能力・技術を習得するこ

とや、より多くの仕事の選択機会を与えることを重視」する哲学があると考察し

ている２．また山田は、シドニー市の３つの小学校で展開されている教科外活動の

内容について報告を行い3、さらに別稿において、近代国家の成立という点から歴

史が浅く、また国民のほぼ４人にひとりが外国生まれであるという多民族国家で

あるオーストラリアにおいて、学校教育がいかに「国家の伝統と文化」を次世代

に伝えようとしているのかを考察するなかで、教科外活動が果たす役割について

考察している』。

以上の２点の理由により、本研究は、オーストラリアの教科外活動研究の間隙

を埋めるとともに、教科外活動の内容と方法の分析から、オーストラリアの目指

す「共同'性の酒養」と「個性の重視」の両立の方途を見出すことを主要な目標と

する。

(2)概念の定義

ところで、教科外活動とは、学校が運営の責任をもつ活動のうち、教科に関わ

る活動を除いたものである。オーストラリアでは1991年にナショナルカリキュラ

ムを導入し、シドニー市のあるNewSouthWales州（以下、ＮＳＷ州と略記）の小

学校では以下の６つの主要学習分野と１つの選択科目を勉強することになった。

すなわち、「英語（English)」「数学（Mathematics)」「人文社会と環境（ＨＳＩＥ：Human

SocietyandItsEnvironment)」「科学とテクノロジー（ScienceandT℃chnology)」「心

身の発育と保健体育(PDHPE:PersonalDevelopment,HealthandPhysicalEducation)」

「創造芸術（CreativeArts)」の６科目と、選択科目としての「英語以外の言語

（LanguagesotherthanEnglish)」である。「英語以外の言語」には、中国語・ギリ

シア語・インドネシア語・イタリア語・日本語・韓国語の６ヶ国語のシラバスが

準備されている。よって、学校で行われる活動のうち、これら教科に関わる活動

以外の諸活動は、すべて教科外活動となる。しかしながら、実際には学校の活動
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をこの２つの領域に区別するのは非常に困難である。

学校の活動を２つの領域に区別することが困難な理由として，次の２点があげ

られる。第一に，教科と強い結びつきをもち、教科を超えて広がる活動が多く見

られるためである。例えば、学期中に日本について学んだ場合、学期末に日本の

遊びを楽しみ、日本の伝統的な食べ物である「巻き寿司」を作って食べるなどの

ワークショップを行い、日本にゆかりのある施設に遠足に出かけることもある。

第二に、国語・数学・理科・社会という、いわゆる「教科」と呼ばれる科目の

内容が変化しつつあるためである。多くの国の初等教育において、子どもの生活

経験や実践力を重視する立場から、伝統的な教科の枠組を再編成し、日本の「生

活科」や「総合的な学習の時間」のように、横断的・合科的な領域を取り入れる

動きが見られる。このような潮流のなかで、従来、児童保護教育５，薬物乱用防止

教育、交通安全指導など、これまで教科外の領域で行なわれてきた、道徳性や社

会性を育む実践的な教育活動も、教育課程の枠組のなかに多く含まれるようにな

ってきており、学習の一環として実施される活動が、いわゆる伝統的な「教科の

学習」であるか判別するのが難しいケースが増えたためである。

(3)本論文の目的と調査対象校の概要

筆者は過去４年間にわたりＮＳＷ州シドニー市にある３つの公立小学校において

調査を実施してきた。調査協力校の３つの公立小学校とは、都市部にあるＡ小学

校、郊外のニュータウンにある大規模小学校であるＢ小学校、郊外の既存住宅地

にある小規模小学校であるｃ小学校である。

調査は、2002年より毎年８月にシドニー市を訪問して継続的に行ってきた。こ

こで用いるデータは、参与観察の際に作成した観察ノートの内容と、学校のニュ

ーズレターや年間報告書などの文書資料から得られた情報、校長に対して実施し

たインタビューにより収集したものである。

本稿では、教科外活動という概念の暖昧さに鑑みるとともに、実際には学校で

は大小さまざまな教科外活動が散見されることから、学級活動などの学級づくり

に関する諸活動と、生徒会活動などの学校づくりに関する諸活動は別稿に譲るこ

ととし、日本の学習指導要領に定められている「クラブ活動」と「学校行事」に

類する活動に焦点をあてて論を進めていく。

以下、本論では、①シドニー市の小学校で展開される「クラブ活動」「学校行事」

に類する活動の内容を概観し、②学校代表チームの作り方と、生徒の運動会への

参加の仕方に関する校長の意見を整理するとともに、③これらの活動の参加形態
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に現れる「参加についての考え方」「準備についての考え方」「競争についての考

え方」について、日本とシドニーの活動の特徴を分析していきたい。

２．教科外活動の実態一クラブ活動に類する活動

最初に、３つの小学校で見出されたクラブ活動に類する活動について、「年間を

通して展開される活動」と「学校代表チームによる活動」の２種類について、そ

れぞれを文化系と体育系の活動に分けて紹介する。

(1)年間を通して展開される文化系の活動

文化系の活動として、小学校で提供されているのが、チェス・バンド・コーラ

ス．ドラマ．ダンス・楽器（キーボード・リコーダー・パーカッション）である。

日本のクラブ活動は集団活動であり、個人レッスンを含むことはないが、これら

の活動のうち、楽器の練習は個人レッスンの形態を取る場合がある。活動時間は

ランチタイムや始業前であり、学校外から特別な指導者を招く場合と、学校のス

タッフのうち能力のあるものが指導にあたる場合とがある。学校外から特別な指

導者を招く場合は、保護者が受講料を払う。オーケストラやコーラスは、オペラ

ハウスで地区の学校が集まって開催される音楽祭で演奏し、また、学校祭(School

Fete)で演奏するなど、年間を通して数多くの出演の機会をもつ。

(2)年間を通して展開される体育系の活動

NSW州のシラバスに定められた「心身の発育と保健体育」の一環で行われる体育

実技とは別に、クラブ活動として行われる体育系の活動として、サッカー、テニ

ス、バスケットボール、ゴルフ、クリケット、器械体操（ジムナステイック）が

ある。多くの場合、学校外からコーチを招き、保護者が指導料を支払う。各学校

とも体育系のクラブ活動は人気がある。Ｂ小学校では、定員５０名のテニスクラブ

に対し、１５０名を越える応募があり、５０人はスクールバスに乗り、近隣のテニス

コートに練習にいくが、選考にもれてしまった生徒は学校に残り、ミニテニスの

コーチを招いて練習を行っている。

また、ＮＳＷ州バスケットボール協会が提供するバスケットボールの集中講座、

全豪フットボール協会が提供するフットボールの集中講座が開かれることもあり、

希望する生徒は参加することができる。これらは各協会が競技人口を増やすため

に展開している活動であるため、生徒の参加は無料である。
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(3)学校代表チームとしての文化系の活動

Ｂ小学校では、毎年、デイベート大会、トーナメントオブマインド(toumamentof

mind)、数学オリンピックなど、数多くの大会に参加している。トーナメントオブ

マインドとは、連邦規模の大会で、７名の学校代表が、算数、エンジニアリング、

言語文学、社会科学の領域から出題される、解答がひとつでないオープンエンド

な課題に取り組み、もっとも優れた解決策を見出したチームが優勝するという問

題解決的集団競争である。生徒は、大会期間中の６週間のあいだ、問題を解くた

めに誰からも援助を受けてはならず、自分たちで問題を解くためのシナリオを書

き、場面をデザインし、リサイクル布を用いてコスチュームを作る。そして発表

日に３メートル四方のパフォーマンスエリアで、１０分間の制限時間内に、その解

決策をパフォーマンスにより示す。問題を解くうえで用いた創造’性と思考力が評

価され、競技を通して問題解決力・発想力・協調性を伸ばすことが意図されてお

り、この活動は起業家教育としても役立っているといわれている。最近の出題例

は、紐やダンボールなど限られた素材を使って、タイムマシンを設計する、ある

いは、卵をもって校庭を横断できる機械を設計するというものである。

Ｃ小学校では、この６年間に渡り、毎年、ワカキリ(Wakakirri)という国家レベル

のダンスと物語の大会に参加している。教員が空き時間に生徒の指導をし、保護

者は衣装や大道具の準備を手伝う。2004年は作家のモーリス･センダック(Maurice

Sendak）が書いた子どもの本を下敷きにして「野生のものがいる場所」を発表し、

衣装賞と大道具小道具賞を受賞した。また、ｃ小学校では、情報機器の大会に積極

的に参加しており、２００３年度は「顕微鏡の下での殺人（MurderUnderthe

Microscope)｣、「ホットトピックス（HotTopics)｣、「学校ウエッブサイトデザイン

賞（AnnualSchoolsWebDesignAwards)」の３つの大会に参加している。「顕微鏡の

下での殺人」とは、インターネットとテレビのニュースから示される手がかりを

もとに、クラスと小集団でのディスカッションを通して環境的「殺人」事件を解

決するというものであり、「ホットトピックス」とは、そこから得られた情報を基

にしてウエブサイトを作成するコンテストである｡Ｃ小学校はこれらの大会で毎年、

優秀な成績を修めている。

(4)学校代表チームとしての体育系の活動

学校代表の選抜チームによる活動は、運動の得意な生徒を集めて選抜チームを

作り、日ごろから学校で強化練習をするというものである。「小学校スポーツアソ

シエーション（PSSA：PrimarySchoolsSportsAssociatio､)」という枠組みのもとで、
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定期的に近隣地区の学校と対抗試合を行っている。Ｂ小学校の事例では、毎週、金

曜日の午前中に他校との対抗試合を行っており、選抜チームに属する生徒は試合

を行う学校にでかけていく。それ以外の生徒は学校においてクラス対抗のスポー

ツを行う。選抜チームのある種目は、サッカー、クリケット、ネットボール、ソ

フトボールなどであり、さらに、オーストラリア独自のスポーツとして、０Ｚタッ

グもある。オーストラリアではラグビーが盛んで、４つの異なったルールに基づ

く連邦規模のラグビーリーグがあり、日本のプロ野球のように毎日のニュースで

その勝敗や順位が報道されている。０Ｚタッグは、子ども用のラグビーゲームであ

り、危険を伴うタックルのかわりに、腰につけたマジックテープ（ベルクロ）を

取るとボールが自分のチームに渡るというルールで行うものである。学校対抗戦

での学校チームの活躍や成績は、学校便りにて定期的に紹介されるとともに、毎

週行われる朝会においても紹介され、選手の努力と栄誉が讃えられる。

３．教科外活動の実態一学校行事に類する活動

(1)遠足と集団宿泊的行事

遠足と集団宿泊的行事はいずれの小学校でも行われている。遠足は、クラスご

と、あるいはクラス数が少ない場合には学年ごとに、全員参加で実施され、準備

学級(Kindergarten）（以下：Ｋと略称）６は年間２回程度、それ以外の学年は学期に

１回、つまり年間４回行う。遠足は学習と関連させて行い、例えば、Ｂ小学校の６

年生は、学期中に取り組んできた「熱帯林」の学習を完成させるために、サウス

コーストにある熱帯雨林公園（MinumurraFalls）に出かけている。集団宿泊的行事

であるスクールキャンプは希望者のみが参加する｡Ａ小学校は６年生のうち希望者

が、Ｃ小学校は３年から６年生のうちの希望者が参加し、Ｂ小学校は大規模校のた

め、４年から６年まで学年ごとにキャンプを企画し、希望者が参加している。Ｂ

小学校の２００４年度の４年生は、スポーツレクリエーションセンター（Narrabeen

SportandRecreationalCentre)にて４泊５日のキャンプをした。この行事を通して、

チームワークと独立心が高まり、参加者に著しい個人的成長が見られたとともに、

教員や友達の新しい面に気づくこともできたと報告されている。スクールキャン

プは通常の授業期間を使って実施されるため、参加しない生徒は、キャンプの期

間、学校内で実施される別のプログラムに参加する。

なお、水と接する遠足や修学旅行には、蘇生法および応急処置についてのトレ

ーニングを受けた教員が付き添うことが義務づけられている。その他すべての遠

足には、応急処置のコースを終了した教職員が最低１人付き添わなければならな
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い。校外に出る活動、および費用のかかる活動を実施する際は、保護者の同意書

が必要になる。そのため、遠足に関する詳細について、保護者に書面にて通知し、

遠足の出発前に同意書を提出させている。遠足や修学旅行には、教員を補佐する

保護者がボランティアとして付き添う。

(2)体育的行事

体育的行事には、運動会（athIeticcarnival)、水泳大会（swimmingcamival)、マ

ラソン大会（CrosscountIycamival）がある。運動会では、lOOm-800mの徒競争、

円盤投げ、砲丸投げ、高飛び、幅跳びなど、オリンピックの陸上種目に類する競

技を行うとともに、スプーンレースなどのレクリエーション色の強い活動も行う。

マラソン大会、あるいはクロスカントリー大会は、自然の中の長距離コースを走

り、タイムを競うものである。これらの大会は、地区大会への出場権を目指して

走力や泳力を競い合うものであり、勝者は地区（district）大会、さらにそこでの

勝者は地方（region）大会、さらには州（state）大会に出場することができる。

Ａ小学校とＢ小学校では、Ｋから２年生までの低学年と、３年生から６年生まで

の高学年の生徒を分けて体育的行事を行っている｡運動会では､低学年の生徒は、

陸上競技ではなく、クラス対抗綱引き大会のように参加者全員で楽しめるレクリ

エーションを楽しむ。

(3)学習発表会や学芸会に相当する活動

学習成果を保護者に披露する活動として、教育週間（EducationWeek）に学校開

放日（openday）や祖父母の日（grandparentsday）が設けられ、両親や親戚が学校

に招かれて授業を参観し、校庭で子どもたちのダンス・演劇・合唱などを鑑賞す

る機会がある。

また、生徒が日ごろの練習の成果を披露し、また保護者・教員・生徒がともに

楽しい時間を過ごすことを目的にした学校祭（Schoolfete）も折に触れて、特に、

学期末もしくは学年末に行われる。６年生の卒業パフォーマンスは盛大に行われ、

公演は３日間に渡ることもある。学校祭での出し物では､全員に配役を割り当て、

もしくは同じ役の人が何人もいて公演により出演者を変えるなどの工夫により、

参加を希望するすべての生徒が出演できるようになっている。

こうした学校祭は日本の学習発表会や学芸会に比べて３つの特徴がみられる。

第一に、日本の学校では学習発表会や学芸会にむけて、準備プロセスを重視し、

通常の授業時間を練習時間にあてることもあるが、シドニーの小学校では、この
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活動のために特別に練習時間を確保して準備をすることはほとんどない。第二に、

「お祭り」としての要素を大切にしており、露店で食べものを買って校庭で家族

と一緒に食べ、お化け屋敷や移動遊園地で遊び、顔にフェイスペインテイングを

してもらうなど、一日を楽しく過ごすことを重視している。第三に、保護者が集

まるこれらの行事では、「保護者と市民の協会（Parent's＆Citizen，sAssociation)」

が生徒のパフォーマンスを鑑賞するためのチケットを売り出し、あるいは小さく

なった制服を売るチャリティショップを開くなどして、資金調達の活動（Fund

raising）に努めている。そこで集められた資金は、学校が新たにパソコンを購入し

たり、校舎の改修工事を行う際に利用される。

４.生徒の参加形態にみる特徴

同じ種類の活動を実施しても｢誰が参加するか｣「結果をどのように評価するか」

により、その活動が生徒の成長に及ぼす効果や意味は異なる。特に全員が参加す

るのか､限られた生徒のみが参加するのか､限られた生徒のみの参加においては、

能力による選別があるのか、希望すれば誰でも参加できるのかという点は重要で

ある。そこで、学校代表チームの決め方と、運動会への参加者の決め方について、

小規模校のＡ小学校の校長と､大規模校のＢ小学校の校長にその考え方を尋ねた。

その結果は以下のとおりである。

(1)学校代表チームの作り方

A小学校の校長:Ａ小学校では､参加したい人をできるだけ参加させる方針である。

スポーツにおいて競争を重視していない。参加したい生徒なら誰でも参加できる

が、能力の乏しい生徒がチームに入ると、チームメートから不満がでることがあ

る。そのような場合は教員が上手に対応する。例えば、５分でも全員が試合に出ら

れるように、交代要員を多めにスタンド入りさせるなどである。生徒の「やりた

い気持ち」を尊重して、できるだけ多くの生徒を参加させようとしている。他の

学校では、能力の高い選手だけをチームにいれることもある。これは大きな学校

でよくあることである。Ａ小学校は小さな学校なので、勝つことよりも参加するこ

とを重視している。このような学校対抗戦は､高校になるとさらに競争的になる。

Ｂ小学校の校長：トーナメントオブマインドはレベルの高い大会である。ディベー

トもトーナメントマインドも各学校から限られた人数しか出場できないため、最

も優れた生徒を出場させている。放課後に英才教育クラス（GiftedandTalented
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Class）の子どもを担当する教員が指導する。レベルに達していない生徒はこの大

会には向かないので、「学校には他にもたくさん勉強するものがあるので、この活

動はあなたにはふさわしくないかもしれない」と伝える。他の学校と高いレベル

で対戦するので、レベルの低い生徒が出場すると、本人が恥ずかしい思いをする

からである。ディベートも同様で、このような大会への参加者は自己選別（Self

Selecting）をして集まってくる。すなわち、教員が選ばなくても、優れた生徒がお

のずと集まってくるものである。

Ｂ小学校の校長：スポーツの学校対抗戦のためのチームづくりに関しては、教員が

チームに入りたい生徒を集めて選抜会を催している。選抜の結果、生徒を一軍、

二軍、予備軍に振り分ける。能力のある生徒が選ばれるのであり、希望すれば誰

でもがチームに入れるわけではない。本校のように大きな学校になるとチームに

入るのは倍率が高くなるため難しくなる。小さな学校では、充分な数の生徒を集

めることができないため､学校対抗戦に参加しないこともある。学校対抗戦では、

たくさんの生徒のなかから優れた生徒を選ぶことができる大規模校が勝利するこ

とが多い。学校では、学校対抗戦に参加できない生徒のために、さまざまな学校

内のイベントを催している。

以上のインタビュー結果は、学校の規模に応じて、学校代表のチームづくりに

関する考え方が異なることを示している。小規模校では、生徒の「参加したい」

という気持ちを大切にして、能力に関わらず希望する生徒全員が試合に出られる

ように配慮している。一方、大規模校は希望者が多くなるため、チームに入るた

めの選抜会を催し、優秀な生徒を集めてチームを編成する。

Ｂ小学校の校長は､教科外活動として実施する体育的活動としての｢学校対抗戦」

「体育的行事｣「クラブ活動｣の３つの関係を次のようにとらえている｡すなわち、

学校対抗戦は学校の威信をかけて戦う最も重要な体育的行事である。そのため体

育的能力の高い生徒が選抜されて出場するため、多くの子ども達は出場の機会を

得ることができない。そのため、全校生徒が参加できる体育的行事を実施し、あ

るいは希望すれば参加できるテニスやサッカーのクラブ活動を実施することによ

り、生徒の体育的活動へのニーズを満たしている。ただし、前述の通り、全校生

徒が参加できる体育的行事も、学校代表の選出を兼ねるものである。
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(2)運動会への参加の仕方

Ａ小学校の校長：運動会の種目の決め方は、各クラスで出場できる種目を黒板に書

き出し、生徒の立候補で決める。運動が得意な生徒はいくつかの種目に出場しよ

うと希望するが、希望者が多くいる場合は、全員がどれかひとつには参加できる

ように、生徒同士で調整させる。（質問者：運動会に出たくないという生徒はいる

か｡）運動会はみなが楽しみにしている行事なので、出たくないという生徒はほと

んどいない。運動が苦手な生徒は、スプーンレースのようなレクリエーション的

要素の高い種目を選んで出場している。

Ｂ小学校の校長：参加したくない子はほとんどいない。参加したくなければ、参加

しなくてもよいが、全員が参加するように奨励している。たとえば筋肉萎縮病で

足が固定されている子でも､教員に支えてもらいながら､竹馬の競争に出ている。

身体に障害のある子ども達も参加している。水泳大会は少し様相が異なる。多文

化の小学校であるため、ある民族出身の子ども達は水泳が得意ではない。“白人”

がほとんどを占める学校では99％の生徒が泳げるが、この学校では30％しか泳ぐ

ことができない7。そのため水泳大会のときには参加する生徒よりも見ている生徒

の方が多い。

以上のように，運動会は原則的には全員が参加する体育的行事であるが、「参加

したくない場合は参加しない」という選択肢が残されている。また民族的理由に

より水泳が苦手な場合は、水泳大会には出場せずに見学することが許されている。

５．参加形態の日豪比較

次に、これらの活動の編成形態について「参加についての考え方」「準備につい

ての考え方」「競争についての考え方」の３点から日豪比較を行いたい。なお、比

較に用いた日本の学校のデータは、日本の学校行事の特徴について論じた論文を

参照している8．

(1)参加についての考え方

シドニーの小学校において特徴的なのは、授業に関わる活動は全員参加が原則

であるものの、それ以外の活動では、参加に対する生徒の主体性が重視されてい

る点である。すなわち「やりたい」「やりたくない」という気持ちを尊重する参加

形態になっている。日本では部活動以外の教科外活動は原則的に全員参加で行い、

－７４－



「参加する前に好きかどうかは判断できないから、とりあえず全員で参加してみ

よう」「万が一、好きでない活動においても、なにがしかの学びはある」というコ

ンセプトで活動が展開されているのに対し、シドニーでは、「すべての子どもに参

加する機会が開かれている。その機会を得たいと思うものは、いつでも活動にト

ライできる」というコンセプトで活動が展開されている。そのため、学校では、

楽器の個人レッスンや、様々なクラブ活動が準備され、さらに、連邦、ＮＳＷ州、

地元の教育委員会が企画する教育的なコンペティションも数多く開催されている。

生徒が望めば、興味のある分野、得意な分野を伸ばすことのできる環境作りに重

点が置かれているのである。

(2)準備についての考え方

日本では、準備や練習のプロセスを重要視するが、シドニーの小学校では行事

のために集中的に準備したり練習したりすることはほとんどない。例えば日本の

合唱コンクールは、合唱の技術を向上させ、また、自分たちの持てる力を発揮し

て最高の演技を披露することで充実感や達成感を得る機会となるだけでなく、練

習プロセスにおいてクラスの団結力をどのように高めていくか、人間関係上の問

題をいかに調整していくかなど、集団や人間関係について学習することのできる

重要な教育的場でもあると位置づけられている。しかし、シドニーの学校におけ

る類似する活動は、日ごろの練習の成果を保護者に披露し、あるいは学期中に取

り組んだ学習内容を示す生徒の作品を展示するための活動であり、あくまで「平

素」の成果を披露するものであると位置づけられている。

(3)競争に対する考え方

シドニーでは、学校内で行われる体育大会でも、学校対抗戦でも、「競争」は能

力による選抜と序列化のプロセスであると位置づけられる。この傾向は大規模校

において顕著である。そのため、運動会でも、走力・跳躍力・飛距離など、結果

が数値化される競技が多く、そこでの覇者は次のより高度な大会への出場の切符

を手にすることになる。

一方、日本では、競争を所属集団の凝集‘性を高めるために、また生徒の活動へ

の積極的関与を引き出すために利用することが特徴である。

競争には他集団と所属集団との境界線を際立たせ、集団の凝集性を高める副次

的効果がある。日本の運動会はその機能をうまく利用している。たとえ個人競技

であっても、個人単位の競争がより大きな集団単位の競争の一部となるように競
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争の次元が重層化され、また「一致団結」が勝敗の鍵となるような、「大ムカデ競

争」などの集団競技が、各学年の学年競技として配置される。

また競争には生徒の活動への積極的関与を引き出すという副次的効果もある。

「他のクラスに負けたくない」という気持ちを引き出すことにより、活動が得意

か苦手かを問わず、活動に積極的な関与を取り付けることができる。さらに、上

記の競争単位の重層化構造は、個々の生徒のもつ能力に関わらず、すべての生徒

から真剣な取り組みを引き出す効果がある。もしｌＯＯＭ走が純粋な個人競争である

ならば、走力の弱い生徒は「どうせ頑張ってもしょうがない」と競争から降りて

しまうこともある。しかし実際には、ｌＯＯＭ走は個人の競技であると同時に、クラ

スの勝利や縦割りチームの勝利に結びつくものであるため、走るのが遅くてもチ

ームの一員としての精一杯の頑張りを期待される。競争単位の重層化構造は、能

力の高いものはもとより、能力の低いものをも競争につなぎとめ、活動に対する

関与を高めさせるという効果をもつ。そしてまた、直接競技に参加していない生

徒にもフィールドで行われている競技に対して興味を引き出すという効果もある。

自分が直接参加していない競技でも、これらの競技の結果は、自分の参加してい

る集団の勝敗に関わるので、生徒の関心を引きつけるためである。

つまり、シドニーと日本の学校における「競争」のもつ意味を要約すると次の

ようになる。シドニーでは、「競争」のもつ意味は、選抜と序列化である。学校対

抗戦では、学校代表に選出された生徒は、学校の名誉のために戦い、教職員や在

校生は学校代表を応援し、学校便りや朝会において、学校全体で学校代表の努力

と栄誉を讃える。学校対抗戦は生徒や教職員の学校への帰属心を意識化する絶好

の機会となり、学校コミュニティの「共同性の酒養」に寄与している。学校内で

行われる競争的行事では、勝ち負けのはっきり分かるシビアな「競争」のプロセ

スにおいて、「より強くなりたい」という子ども達の意欲を引き出し、かつ、「自

分にはこのような得意分野／苦手分野がある」というアイデンテイテイの確立に

貢献している。

一方、日本における「競争」は、最終的には共同性の酒養のための手段として

用いられているのが特徴である。それは球技大会や運動会において、個人の能力

により勝敗が決まる種目よりも、どれだけ練習したか、どれだけチームワークが

よいかということが勝敗の鍵となる種目が選ばれることが多いこと、さらに試合

終了後に、教員が「勝ち負けよりもそこで自分がどれだけ努力したか、そこから

何を学んだかが大切である」と説き、能力差や勝敗が無化されることが多いこと

にも現れている。
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６．最後に

本稿で分析の対象としたのは、多様な教科外活動のごく一部ではあるが、これ

らの分析を通して、シドニーの学校が、学業的アチーブメントだけではなく、ス

ポーツや音楽、‘情報機器の操作、自己表現などの能力や資質を高める支援を行う

ことも、その役割範囲としていることが明らかとなった。

最後に、シドニーと日本の教科外活動の内容と形態を「共同‘性の酒養」と「個

性の尊重」という観点から考察したい。シドニーの教科外活動では、「個性の尊重」

は、数多くの活動が準備されるなか、これらの活動に主体性をもった参加が期待

され、また、機会の平等を可能な限り追求しつつも、活動のなかで露呈される個々

の生徒の能力差は受け止めるべき現実だとみなし、能力の高いものに対しては積

極的にその能力を賞賛し、さらに伸ばしていこうとするなかで追究されている。

また「共同性の酒養」は、文化系・運動系の活動を問わず、多くの「学校代表」

の活躍する活動において醸成される機会がある。

いみじくも、Ｂ小学校とＣ小学校の校長がともに、学校での教科外活動について

以下のように発言している。「教科外活動は､生徒に多様な経験を与える場であり、

またそれにより、学校に子どもを評価する多様な評価軸を導入することになるこ

と、そして子どもの多様な能力を伸ばし、子どものもつ良さを認めることで子ど

もの自己を尊重する気持ち（selfesteem）を高めることができる場である｡」

一方、日本の場合、「共同性の酒養」のなかで「個性の尊重」がはかられるとい

う複雑なプロセスを経る。日本では全員参加で実施される活動がほとんどであり、

「特別に才能があるから代表になる」「競争により生まれた能力差を序列化する」

というような能力差を可視化させる場面は比較的少ない。また「参加したくない

から参加しない」という選択を許す場面はない。すなわち日本の諸活動は、目に

見える形での「他者との差異化」により個性を尊重していこうというコンセプト

で編成されるわけではない。しかし、全員参加の活動のなかで「合唱は苦手だけ

れど指揮者としてクラスをまとめていこう」と自分の役割を見出し、責任をもっ

てそれを遂行し、あるいは実際に活動に参加して「短距離走は苦手だが、長距離

を走るのは得意だ」というように、自分の得意分野や不得意分野を認識するなか

で、自分の個性の発見とその伸長を遂げていくのである。

以上、オーストラリアと日本の「共同性の酒養」と「個性の尊重」の両立のあ

り方の違いについて考察してきた。しかしながら、これは「どちらが優れている

か」という判断を必要とする問題ではない。「徒競走で、負けた子が傷つくから一
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斉にゴールさせる」という誤った平等主義や過保護は論外としても、日本は長い

伝統のなかで日本独自のやり方を生み出してきたのであり、日本以外のやり方、

すなわちオールタナテイブを知り、日本のやり方を客観的に把握しなおすことを

経て、それを活かしていくことが大切だと筆者は考える。
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Acomparativestudyofextraclassactivities

inAustralianandJapaneseprimaryschools

ＭａｋｉＹＡＭＡＤＡ

(SugiyamaJogakuenUmversity）

Anexaminationofextraclassactivities(activitiesheldinadditiontothe

regularschoolcurriculum)providesaninsightintoboththespecificroleplayed

byschoolsinasocietyaswellastheideologyunderpinningthemethodsby

whichchildreninthoseschoolsareeducated，

Thispaperwillfbcusontwokindsofextraclassactivity；namelyclub

activitiesandschooleｖｅｎｔｓａｓｏｂｓｅｒｖｅｄｍａｓｔｕｄｙｏｆｔｈｒｅｅｐublicelementary

schoolsinSydney；Australia・Ｔｈｅdataobtainedallowedfbrananalysisofthe

keycharacteristicsofactivitiesfromthreeperspectives・Thesethree

perspectiveswerefirstlyゥanoverviewofthespecificcontentoftheactivities・

Secondly;thewayinwhichschoolsportsteamsarefbrmed,andthemeansby

whichparticipationinathleticcarnivalsisdecided・FinallyゥthebeliefS

regardingtheissuesofpreparation,competitionandparticipation,fbrexample，

whetheritshouldbecompulsoryfbrallpupilsorvoluntary

Theresultsofthisstudyrevealedanumberofnationaldiffbrencesbetween

thefactorsunderstudyFirstly；regardingparticipation,itwasfbundthatwhile

participationofanpupilswasgenerallyrequiredinJapan，intheSydney

elementaryschoolsgreaterimportancewasplacedonchildrenbeingfreeto

choosewhetherornottoparticipateSecondly；InJapantheprocessof

preparingandpracticingfbraneventishighlyvaluedinitselfbutinthe

elementaryschoolsstudiedinAustraliamoreweightwasplacedonchildren

showinｇｗｈａｔｔｈｅｙｈａｖｅachieved,ｆｂｒｅｘａｍｐｌｅａｔａｎｏｐｅｎｄａｙ》astheresultof

dailypracticeandlearning､Finallythewaycompetitionisregardedinthetwo

countriesalsoappearstodiffbr､ＩｎＳｙｄｎｅｙｃｏｍｐｅｔｉｔｉｏｎｗａｓｓｅｅｎａｓａｐrocessof

selectingandrankingaccordingtoabilityJncontrast,competitioninJapanis

valuedasameansofstrengtheninggroupcohesion，increasingchildren's
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｢多文化社会」オーストラリアの大学生にとっての日本留学の意義

橋本博子（モナシュ大学）

はじめに

オーストラリアに住む人々の文化的背景はますます多様化している。2003~2004年

の統計によると、海外で生まれた人の割合は１８９０年代以降で最高の２４パーセントに

達し、移民の中でヨーロッパからの移民が占める割合は、はじめて５０パーセントを

切ったi・しかし、最近の政治家の発言iiなどでは、文化的多様性を支持していると言う

よりは、「オーストラリア的なやり方」（Australianways）や「オーストラリア的価

値観(Australianvalues）」がその意味が明らかにされないまま強調され、「オースト

ラリアの主流」（theAustralianmainstream)に合わせることが求められているよう

に感じられることが多い。

オーストラリアの大学は、海外でのキャンパスやセンターの設立、海外における遠

隔地教育の提供などの積極的な国際戦略によって､また､オーストラリアの国自体も、

急成長した留学生受け入れ大国として注目され、日本でも紹介されている（杉本2005、

横田他2005、橋本２０００など)。しかし、留学生の送り出しという面では、決して盛

んとは言えない。IDPEducationAustraliaiiiがオーストラリアから出る留学生のデー

タを収集しはじめたのは２００１年であり(Dolby2005)、受け入れ留学生に比べると、そ

の統計などの基礎的データを手に入れることさえ難しいiv。

本稿では､英語圏でもなくヨーロッパ地域でもない日本を選んで短期留学vするとい

う、送り出し留学生の中でもさらに少数派であるオーストラリアの大学生に注目する。

「多文化社会」と言われるオーストラリアの大学生について、留学前の異文化接触経

験や文化的背景の異なる学生との留学中の友人関係、オーストラリアの多文化社会に

対する見方などに特に焦点を当てて留学の意義を考察する。

１．オーストラリアの大学の国際化と学生の異文化接触経験

（１）留学生の受け入れと送り出し

大学のキャンパスにも多様な文化的背景を持つ学生や教職員がいる。ＤEST（教育

科学訓練省)の統計によると、オーストラリアの大学に在籍する留学生（international

students）ｖｊは、２００４年には228,555人で、学生総数の約４人に１人に相当する。実

際にオーストラリアに入国して勉強している学生だけでも164,535人viiであった。オ

ーストラリアにとって、留学生受け入れを主とする国際教育は６０億ドル規模の重要
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産業であり､大学の財源の少なくとも１５％を供給している(Deumert,MarginsonetaL

2005)。

一方、先に述べたように、留学生の送り出しについては、その数は非常に少なく、

関心も低い。OECD２５ケ国の中で、オーストラリアは受け入れと送り出しの学生数の

バランスが最も悪い国である。1999年のデータを見ると、受け入れ学生数は送り出し

数の19.2倍に達し、ＯＥＣＤの非英語圏国であるドイツ（3.5倍)、スウェーデン（1.5

倍)、日本（1.0倍）などに比較するとはるかにバランスが悪く、またアメリカ（15.0

倍)、イギリス（10.5倍)、カナダ（3.8倍）など英語圏諸国と比較しても受け入れ超

過である（ｎ．emblay2001)viii・オーストラリアの大学生で在学中に海外留学する学生

はごく少数である。これは、ＥＲＡＳＭＵＳやSOCRjYIESixといったプログラムが、ヨ

ーロッパ内の学生の移動を促進し、百万人以上の学生が参加３０ケ国のどこかに短期

留学するというヨーロッパの状況(Coleman2004）とはかなり異なる。日本の場合は、

学生の留学先の国と受け入れ元の国が異なり、相手国ごとに見るとバランスのとれた

相互交流になっているわけではないが、学生総数の上では､他のＯＥＣＤ諸国に比較し

て、送り出しと受け入れのバランスがとれている。

一方､オーストラリアの大学は､産業として留学生の受け入れを盛んに行っており、

積極的な国際戦略を展開しているが、そこで学ぶ学生達の国際経験はどうだろうか。

マージンソンによると(横田他、2005:47-53)、オーストラリアの大学は、まだ単一

文化的な方法で教育を行なっている。つまり、様々な国から留学生を受け入れるよう

になっても、教育方法はその状況に合わせて変わってはいない。留学生にオーストラ

リアの学習スタイルを教え、それに適応することを求めはしても、留学生のやり方か

ら学んでいるとは言えない。また、外国語を学習している地元学生の数は少なく、留

学生の持っている言語的資源を十分に活かしきれていない。さらに、地元学生は留学

生との接触に消極的で、外への関心が低く、交流協定などで海外留学するオーストラ

リアの学生の数が少ないと指摘されている。また、マージンソンは、オーストラリア

の大学の留学生受け入れの現状を「グローバル・ポリテクニック（世界の職業教育の

場)」になっていると批判的に表現している。多くの留学生を教育してはいるが、教育

の質の面から見ると中程度で、コストは平均的、経営はしっかりしているが、学術的

には非常に薄い教育だと言う。その理由は、学部教育とコースワークによる（研究論

文を書かない）修士課程に留学生が偏っており、研究目的の留学生が少なく、留学生

の受け入れが米国のように国家の知的財産に繋がっていない、また、留学生がビジネ

ス、ＩＴ分野に集中している、などである（横田他、2005:５３)。
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（２）留学生と地元学生の交流

本稿の対象であるオーストラリアの大学生の日本留学経験を考察する前に、その逆

の場合とも言えるオーストラリアの大学における留学生と地元学生の交流に関する先

行研究を挙げる。オーストラリアの９大学で学ぶ３４ケ国からの留学生２０２名へのイ

ンタビューの結果によると、回答者の６５％が孤独感や寂しさを経験している。出身国

別では、アジア、アフリカ、中東などからの学生はその率が高く、カナダ、アメリカ、

イギリスの学生は40％と比較的低い｡留学生の間でもアジアからの留学生と欧米から

の留学生という分離は存在するものの、留学生同士の友人関係を重視する声が多く、

地元学生との友人関係はあまりないという結果が示されている（Deumert，

Marginsonetal､2005)。

留学生と地元学生がともに学ぶはずの教室でも、両者の分離が指摘されている。こ

こ数年、最も増加率の高い中国からの留学生（学部最終学年）への調査(Singh2004）

でも、グループ・プロジェクトのためにグループをつくる際の、地元のアングロ系オ

ーストラリア人学生とアジア系留学生との分離が明らかにされ、友人になれないこと

などを指摘する声も紹介されている。留学生は、オーストラリアの多文化主義と同時

に、多様な人種差別的体験もする。このインタビューに参加した留学生達は、オース

トラリアの大学のコスモポリタンな環境に関わろうとしないグループとして、地元の

アングロ系オーストラリア人学生を挙げている。

(３）オーストラリアからの留学生

次に本稿の対象となっているオーストラリアからの留学について、全体的な傾向を

述べておく。政府は大学の国際化や学生の交換留学の機会を重視する姿勢を見せては

いるものの、オーストラリアやニュージーランドの大学生で交換留学をする学生は非

常に少ない。DalyandBarker（2005:26-27）によると、「国際的なスキル」とコミ

ュニケーション力を身につけた学生を育てるのに、留学が最も効果的な手段のひとつ

であることが様々な研究で明らかにされてきたが、オーストラリアやニュージーラン

ド生まれの卒業生は、国際社会で通用する能力が低く、国際的な問題に関する知識も

乏しいと言う。その理由としては、研修旅行や会議のために海外に出ることはあって

も数週間以内の非常に短い期間であること、大学内に多数の留学生がいても地元学生

と留学生の交流が表面的なものに限られていることが挙げられている。

オーストラリア２８大学、ニュージーランド５大学（両国の全大学４７大学中３３）

の国際交流オフイスの職員へのアンケート調査（DalyandBalker2005）によると、

2001年にはオーストラリアからは2,127人の学生が交換留学しているが、この数字は
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調査対象大学の学生総数の0.41％にすぎない。平均的な留学期間は１学期間、約半数

は人文学部の学生であり、留学先としては半数以上の学生が英語圏に行っている。オ

ーストラリアからの留学生の場合、アメリカ（267％)、カナダ（15.7％)、イギリス

（11.9％）の上位３ケ国で半数以上を占める。ただし４番目は日本（9.8％）である。

５位から１１位まではフランス（5.7％)、スウェーデン（5.2％）などのヨーロッパ諸

国が占めている。英語圏が多い理由としては、多くの学生は新しい国や機関で友人が

作れるかといった不安を持つため、自国の文化とよく似た文化の国を留学先として選

ぶこと、留学先の国で使用される言語と学生の外国語能力による選択であることが指

摘されている。この中で日本が比較的多いのは、オーストラリアにおいて日本語学習

者が多いこと（国際交流基金統計2003x)、また、日本の大学で交換留学生向けの奨学

金が充実していること、短期留学生向けの特別プログラムを英語で実施し、受け入れ

る学生に高い日本語力を要求しないところが増加していることなどによると考えられ

る。

では、留学先トップであるアメリカに短期留学した学生は、どのような経験をして

いるのだろうかｂＤｏｌｂｙ(2005）は、アメリカからオーストラリアへの交換留学生２２

名（うち１９名が白人）とオーストラリアからアメリカへの交換留学生20名（うち１９

名が白人）へのインタビュー調査により、留学経験が学生のアイデンティティに与え

た影響を比較しているが、同じ英語圏内での留学であっても両グループの経験はかな

り違っていて興味深い。オーストラリアの学生はいったん国を出ると、オーストラリ

ア人としてのアイデンティティはあまり関係がなくなり、国家のアイデンティティか

ら解放されて世界や自分自身を見る。しかしながら、オーストラリアの学生の人種的

民族的多様性に関する個人的な経験の乏しさが、留学というグローバルな機会を十分

に活かすうえで妨げになっている。グローバルな環境に身を置くだけでは、必ずしも

正義や平等といった問題に対して敏感になるわけではなく、どんな人種の人とも隔た

りなく付き合えるようになることも保証されない(Dolby2005)。人種や社会階層の異

なる人との交流経験が乏しいオーストラリアの学生は、留学中にアメリカ社会の多様

性に触れて困惑することになる(Dolby2005)｡インタビューでの語りは､「多文化社会」

と言われるオーストラリアで、そのような経験がほとんどなかったことをうかがわせ

る。

以上で明らかなように、オーストラリアは大学の国際化においては先進国とはいい

ながら、大学生の海外留学への関心は低く、実際に留学する学生は非常に少ない。そ

の上、留学しようとする学生は、文化的に近い英語圏を主に選ぶ。また、大学内に数

多くの留学生が在籍し、そして社会にも多くの移民が存在する環境があっても、地元
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の学生の国際的な経験にはつながっていないことも分かる。文化的多様性の推進に消

極的な政権が長く続いている社会の在り様は、オーストラリアの大学生の異文化接触

経験への関心の低さや消極的な態度と無関係ではないだろう。

そもそもオーストラリアの大学からの留学生の研究が非常に数少ない中で、英語圏

やヨーロッパ諸国以外への留学生に関する研究、特に言語習得以外の面に焦点を当て

た研究はほとんど存在しない。オーストラリアからの短期留学生の研究としてよく引

用されているClyneandRizvi（1998）では、研究に参加した７６人の留学先は、

56.6％が北アメリカ、２５％がヨーロッパであり、アジアに留学した学生はわずか

14.5％にすぎない（ClyneandRizvil998)。つまり、半数以上の回答者は、コミュニ

ケーション上の不自由を感じることなく、文化的な違いのさほどない環境で留学生活

を送っていたことになる。この点は、次に述べる筆者の研究との違いとして重要であ

る。以下に、本研究の参加者とデータ収集方法について説明し、特に「オーストラリ

アの主流」に属する学生達のオーストラリア社会や日本社会に対する見方に焦点を当

てて、日本留学の意義を考える。

２．研究方法

（１）参加者

本研究の参加者３４名の所属は、オーストラリアの６大学である。留学先は、日本

の１４大学、内訳としては国立１１大学に３４名、私立３大学に３名が交換留学してい

た（うち３名は２回留学)。留学期間は１年間が３２名、半年間が５名であった。異文

化接触経験を考える上で、学生個人の文化的背景は無視できない要因であるが、その

文化的背景はDolby（2005）の研究参加者に比べて多様である。先に述べたように、

Dolby(2005)の米豪間の留学生は大半がいわゆる白人である。つまり、留学先でも人

種的に力のある主流派に属し、「目立つ少数派(visibleminority）」としての経験をす

ることはなかったはずである。本研究の参加者は約３分の１がそれとは異なる文化的

背景を持っている。その内訳は､韓国からの留学生が１名、移民１世が５名（韓国１、

ポーランド２、イギリス１、南アフリカ１）、２世が５名（うち４名は両親とも移民、

１名は一方の親が移民）である。１世のうち３名は家庭内使用言語が英語ではなく、

バイリンガルとして育っているが、２世の場合の家庭内使用言語や文化の状況は、さ

らに多様である。

本稿では特に、何世代もオーストラリアに住んでいるというアングロサクソン系の

学生、つまりオーストラリアでは主流に属していたが、日本では「目立つ少数派

(visibleminority)」となった学生に焦点を当てる。ただし、少数派と言っても、差別
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の対象となるよりは優遇されやすい状況であったであろうことも指摘しておきたい。

特に断りのない限り、以下に引用する発言は、そういった学生のものである。名前に

ついては、参加者の文化的背景を反映するような仮名にしている。

（２）インタビュー

本研究は、「量的データ」によって潜在的全体構造を解析することをめざす数量的ア

プローチではなく、個々の参加者の内面世界に迫ることをめざす質的アプローチ（福

岡2000）による。ある程度の内容と最少限必要な質問のみを用意し参加者の反応に

合わせて話を進める半構造的インタビュー（FontanaandFrey；1994:361.368）

を、筆者と１対１で行った。時間は、特に例外的に長いものを除くと、１人当たり１

～２時間程度で､2000年11月から2001年８月にかけて､日豪計10都市で実施した。

オーストラリアの大学から日本の大学へ短期留学していた学生の数が非常に少ない

ため、インタビューの時期を留学期間の末期などと統一するよりも、限られた調査期

間内にできるだけ多くの学生に会うことを重視した。１１名は留学期間中に、１９名は

帰国後に、４名は留学中と帰国後の２度、実施した。当初は、インタビューに使用す

る言語（英語か日本語）を参加者に選ばせており、日本語力の高い学生、留学中に日

本でインタビューを受けた学生は、日本語を選ぶ傾向があったが、数名のインタビュ

ーを終えた時点で方針を変更し、英語で話すよう指示したxio上級レベルの日本語能力

がある学生でも、文化に対する考え方や人間関係など、複雑な内容を話そうとすれば

するほど、英語で話す場合に比べて内容が表面的になってしまうことが観察されたた

めである。

本稿のもとになっているHashimoto(2004）では、オーストラリアからの短期留学

生を受け入れているプログラムのコーデイネータへのインタビュー、プログラムの参

与観察、インタビュー以外での学生との会話やグループ・ミーティング、資料分析な

ど他のデータ収集方法と組み合わせて分析の信頼性を高めるよう努めた

(triangulation)(Janesick,1994）が、ここでは留学生へのインタビューのごく一部の

みを紹介する。またインタビューの内容は多岐にわたるxiiが、本稿では学生の留学前

と留学中の他文化接触経験とオーストラリアに対する見方に焦点を当てる。

データの分析は、Dolby(2004,2005）と同様に質的かつ解釈的(Denzin,2000）な

ものであり、参加者自身が自分の経験からどのようにオーストラリアの多文化性を考

え留学の意味を構築したかに焦点を絞っている。留学の意義の大きさを測定・評価し

たり、ここでの結果が別の対象者（日本に来る留学生一般、オーストラリアから出る

留学生一般など）にも一般化できると主張したりする意図はない。また、福岡（2000：
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64-65,88）は､質的データによる全体像への接近には､その多様性を描き出す方法と、

調査対象者の中で共有されている主要な体験から全体像を描く方法があると言ってい

るが、以下の分析は後者を念頭においている。

３．日本留学の意義

（１）オーストラリアでの異文化経験

本研究の参加者は、留学先としてアメリカを選んだDolby（2005）の研究の参加者

に比較すると、オーストラリア生まれの学生であっても、留学前の他文化接触経験や

他文化への関心の度合いは大きかったようである。特に日本文化や日本人への関心が

高いのは、大学で自分の意思で日本語を選択し、さらに留学先としても日本を選んだ

学生であるためだろう。

サリーは、家族の中で英語以外の言語が話せるのは自分だけで、アングロサクソン

系以外の文化背景を持った親族はいないようだが、英語教師である母親を通して、多

くの留学生、特に日本からの留学生に出会っていた。ミーガンの家庭は、頻繁にホス

トファミリーとして留学生を受け入れており、ミーガンは他の文化背景の人と知り合

うことに関心が高かったと述べている。イボンヌの家庭も、日本からの留学生を合計

約２０人受け入れた経験があった。また、アリソンは、自分の家族を‘obsessedwith

Japan’（日本かぶれ）と表現した。アリソンと兄は高校時代にも一度日本へ交換留学

しており、帰国後家庭で秘密の会話を日本語でしていた。それを見たアリソンの母親

は、大学の通信教育で日本語を学習し、その後、オーストラリアでは話す機会がない

からと１年間日本で英語を教える職に就いたと言う。兄の恋人も日本人とのことだっ

た。ただし、このように日本との関わりは持っていた学生の場合でも、オーストラリ

アの大学で様々な文化背景の学生と付き合いがあったというわけではない。

（２）多文化社会オーストラリア？

インタビューでは、学生自身のオーストラリアでの異文化接触経験と合わせて、オ

ーストラリアや日本の社会を文化的多様性という面でどのように見ているかをたずね

た。その反応はおおまかに言うと、理想的な多文化社会オーストラリアと閉鎖的な日

本社会という二項対立で捉える（①）か、オーストラリアの多文化社会に懐疑的であ

る（②）かに分けられる。以下にインタビューでの発言を引用しながらその２つの見

方を検討する。

まず、「多文化社会」としてのオーストラリアを表面的に理解し理想化する学生達

（①）がいる。オーストラリアと違って、日本では自分が外見の違いから「外人とし

－８７－



て目立つ」という状況がストレスになっている。「オーストラリアでは誰でもオースト

ラリア人になれる。なのに日本では・・・」という論理である。以下に３名の発言を

紹介する。

キャサリン:[オーストラリアは多文化社会だと思いますか？]はい､もちろんです。

ここオーストラリアでは、街を歩いていても、英語を話す人なら誰でも自分はオー

ストラリア人だと感じることができるじやないですか。（中略）でも日本では、いつ

も自分は外人だと意識させられるでしょう。（中略)誰でもオーストラリアの一部だ

と感じられることが一番いいところです。（中略）私達は一種類の人間じやなくて、

みな違う国から来てるでしょう。今、本当に思うんですけど、オーストラリアのこ

の点、こんなにたくさんの異なった文化が共存してるってこと、すごく好きです。

イボンヌ：私はいつも（日本では）アングロサクソン系と見られてますよ。どんな

に国際的なことをよく理解していても、（中略)周りがほとんど黒い髪でアジア的な

外見だったら、目立ってしまうでしょう。どんなに溶け込もうとしてもです。（中略）

でも､この経験でオーストラリアはどんなに多文化社会かわかるようになりました。

ガブリエと（乳児の時に南アフリカから移住したアングロサクソン系オーストラリ

ア人)：オーストラリアでは文化的背景なんて考えないでしょう。みんなオーストラ

リア人じやないですか。（中略)オーストラリアでは外人かどうかなんて考えもしな

いでしょう。観光客じやなかったら、みなオーストラリア人ですよ。日本で私達が

言われるように、だれかが外人だとか外国人登録証のようにエイリアンだとか、そ

んなことないでしょう。

ガブリエルは、オーストラリアを出るとより愛国的になるとも言う。オーストラリア

にいる時は何も考えずにしていたようなことでも、「ああ、オーストラリア人はそうや

って食べるの？」などと尋ねられる。オーストラリア人だけではなくて、「外人」すべ

てを代表しているように取られることもあるので、注意しなければならないのだと、

笑いながら強調した。

以上のように「多文化社会」オーストラリアを主流派の立場から理想化するのは、

オーストラリアの白人が多文化社会を経験するひとつの在り方である(Hagel998)｡日

本社会で「外人」として疎外された、受け入れられなかったという思いが強く、多文

化社会オーストラリアを理想化する。その背後には、「オーストラリア人」「日本人」

といった国ごとのアイデンティティに対する固定的な見方も観察される。このような

学生は、日本人との交流が少なく、英語を話す留学生同士の付き合いが中心で、留学

生活にあまり満足していないという傾向も指摘できる。

このような学生達にとっては、オーストラリアにおいても少数派が社会を全く違っ
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た目で見ているという可能性は想像し難いのである。エレンは７歳で韓国からオース

トラリアに移住した。オーストラリアでは様々な文化背景を持った友人がいて、特に

韓国人と付き合うということもなく、自分は韓国人というよりオーストラリア人だと

感じていた。しかし、エレンの多文化社会オーストラリアに対する見方は、先に挙げ

た学生達とはかなり違っている。

エレン：「多文化社会」って言い方はちょっとあやしいですね。だって、オーストラ

リア人は「みんなオーストラリア人だ」って言うけど、オーストラリアで青い目と

金髪じやなかったら、「どこから来たんですか」って聞かれますよ。私のこと、オー

ストラリア人だって考えてないっていうことでしょう。（日本留学中に韓国からの留

学生との差異を認識し、自分はオーストラリア人だとより強くと感じるようになっ

たことなど、中略）オーストラリアは多文化社会だって言っても、オーストラリア

にいたら韓国人だっていうレッテルを貼られます。私は決してオーストラリア人に

はなれないんです。［じゃあ、次の世代のオーストラリア生まれの子供達はどうなる

と思う？］実は、白人のオーストラリア人と婚約しています。こんなこと言うのは

ちょっと悲しいんだけど、私達の子供は、より白人っぽい外見であってほしいと願

ってます。だって、その方がいい機会に恵まれるでしょう。

オーストラリアの主流に安住し、批判的視点を持たずに多文化社会を楽観的に見てい

る学生達（①のグループ）には、エレンのこのような思いは、理解し難いであろう。

一方で、オーストラリアでは文化的に主流に属していても、留学を契機としてオー

ストラリアの多文化主義に懐疑的になる学生（②のグループ）もいる。日本留学中の

多文化環境を高く評価し、様々な文化背景を持った学生と積極的に交流するようにな

る。そして、オーストラリアでは、そういったことを経験したことがなかったと気付

くとともに、オーストラリアの多文化社会は、理想的な状況にはほど遠いと認識する

のである。

ほとんどの学生達は、オーストラリアは多文化社会だと言うが、文化的に主流に属

する学生は、実は、自分と文化背景の異なる人とそれほど交友関係を持っていたわけ

ではないという場合が多い。永住権を持つ海外生まれの学生や留学生が数多くいる大

学でも、友人関係は非常に限定されている。留学生の立場からオーストラリアの大学

内での地元学生の分離を指摘する先行研究（Deumert，Marginson，ｅｔａ1.,2005；

Singh,２００４など）と同様に、本研究では地元学生の立場から同様の現象が指摘され

た。ここで興味深いのは、「留学前にオーストラリアではいろいろな文化背景を持つ友

達がいましたか」という筆者の質問に対して、最初は「いた」と答える場合でも、詳

しく尋ねていくと、答えが不確かになっていく例があったことである。高校までは多

－８９－



様な文化背景のクラスメートがいたという程度で、それを「友達がいた」と表現する

が、大学生になってからはオーストラリア生まれの同じような文化背景の学生に友人

が限定されるようになったと分かったりする。このようなケースは、クラスという決

められた固定的な環境が中心であった高校までの学校生活と違って、固定的な環境が

ほとんど消え、自由に交友関係が選択できるようになる大学では、同じような文化背

景の学生同士のグループになりやすいことを示唆している。

学生のインタビューでは、日本の留学生寮で、また短期留学生向けの特別プログラ

ムで、様々な国から来た学生と交流できたのが、日本留学経験の中で一番良かった点

だと言う指摘も多かったxiiioこのような異文化交流における満足度の高い経験を通し

て、オーストラリアは多文化社会と言っても、実は様々なレストランが街にあるとい

う表面的なことや、限定された地域でのことで、一般的には異なる文化間での交流は

あまりないと認識する。次にそのような例を紹介する。

アリソン：みんなオーストラリアはすごく多文化社会で、日本はすごく単一文化の

社会だって言うでしょう。でも、そんなに違わないんじやないかって思います。オ

ーストラリアはまだまだすごく単一文化社会ですよ。オーストラリアの新聞やテレ

ビだって、すごくアングロ・ケルティック的じやないですかｂオーストラリアの多

文化社会はごく限られた地域だけのもので、一般的な現象じやないですよ。それは

日本も同じじゃないですか。

ケリー：他の文化のことがよくわかるようになりました。もちろんオーストラリア

でも他の文化をいろいろと見ていたはずですけど、交流するという経験はなかった

んですね。だから、すごく謙虚になれる経験でした。日本ではオーストラリア人の

友達がいなくて。だから、他の国に来るっていうことがどういうことなのか、よく

わかりました。（中略）どんな理由にせよ、世界にはヒエラルキーがあるってことに

気付かされたんです。白人がその－番上にいて、公平じやないなって。うまく説明

できないけど、そんなことでときどきいやな気分になりました。（中略）とにかく、

そういう状況が見えるようになってしまったんです。オーストラリアはまだまだで

す。オーストラリアは多文化社会だって言っても、うまく統合しているわけじやな

いでしょう。ただ表面的なレベルだけで、ぜんぜん深くないですよね。

このような意識を持つことは、帰国後、留学生を支援するようなサークルに所属した

り、積極的に留学生と交流しようとしたりすることにつながる。そして、オーストラ

リアの多文化主義、自分の属している「オーストラリアの主流」社会、政治家の発言

やメディアに頻繁に登場する「オーストラリア的価値観」というような概念に対して

も、批判的に考えられるようになることが期待できるのではないだろうか。
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おわりに

オーストラリアは人口構成を見ると､確かに日本よりははるかに多文化社会である。

しかし、文化背景的に社会の主流として生きている学生には、周りに多様な文化が存

在してはいても、自分にはあまり関係がないという場合が多い。そのため、日本に短

期留学することによって「目立つ少数派」となり、日本語力の限界などからコミュニ

ケーションや人間関係の形成に苦労するという体験は重要な意味を持つ。

オーストラリアから日本への留学は、オーストラリア文化と日本文化の接触という

単純な構図では理解できない。多文化社会と言われるオーストラリアの大学生は、日

本への留学によって様々な文化と集中的に接触する機会を与えられるのである。積極

的にそのような機会を生かし、交流を求める学生達は、「多文化社会」オーストラリア

を批判的に見直したり、自分のアイデンティティについて考えることにもなる。本稿

ではオーストラリア社会で主流に属する学生の経験を中心に考察したが、移民１世、

２世など、もともとオーストラリアで複数の文化背景を持っていた学生の場合、オー

ストラリア、日本、さらに育った家庭環境に色濃くあったであろう両親それぞれの出

身国の文化など、多くの要素が絡み合っており、日本留学を契機とした学生達のアイ

デンティティ観の変化も観察されている(Hashimoto2003;Hashimoto2004)。

では、始めに述べたような、オーストラリアの大学の国際化が必ずしも地元学生の

国際的な経験に結びついていないという批判を日本の大学に向けてみるとどうだろう

か。短期留学生にこのような豊かな経験の場を与えている日本の大学が、そこに所属

する地元の学生や長期の留学生に対して、どれだけこのような環境を共有させること

に成功しているかは、問われる必要があるだろう。
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中、３８大学によって運営される機関で、オーストラリアへの留学についての広報や学生募集を

している、現在では約100ケ所のオフィスを世界中に持つ。（横田他２００５：７）

i,，オーストラリアで最も国際的な大学のひとつとされるモナシュ大学でも、交換留学などで出

て行く学生については統計もない。筆者は、大学の統計オフィス（UniversityStatistics）に問

い合わせをしたが、政府に報告する必要もないために、送り出し留学生については把握してい

ないとのことであった。

ｖ本稿で言う短期留学は、単位互換を前提とした最短１学期間の留学であり、数週間の語学研

修などは含まない。

Ⅶ日本では「日本人学生」と「留学生」と二分されることが多いが、オーストラリアの場合、

それは適切ではない。英語では‘localstudents，と‘intemationalstudents'とに分けられる。前者は、

オーストラリア国籍または永住権を持つ学生で、ＨECS(theHigherEducationContribution

Scheme)として学費の一部を負担しているが、後者は教育経費の100％に利益を上乗せした学費

を負担する。詳しくは橋本（２０００）参照のこと◎本稿では便宜上、両者を「地元の学生」と「留

学生」とする。

Ⅵｉ228,555人との数値の差は、海外から遠隔地教育を受ける学生など、いわゆる留学生ビザの

発給を受けない学生を示す。
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v、国によって、留学生の定義、パートタイムの学生の存在、統計のとり方などが異なり、留

学生数の国際比較は容易ではない。ここでは受け入れ数と送り出し数のバランスに注目するた

め、データは少し古くなるがＯＥＣＤ諸国を広く比較しているTTemblay(2001）を参照する。ま

た、日本では授業料を払う「正規生」対授業料不徴収の「非正規生」という区別がなされてい

るようだが､オーストラリアにそれを当てはめるのは適当ではない｡オーストラリアでは近年、

受け入れ大学の学位取得を目的としないという点では短期交換留学生と同じだが、学生交流協

定に基づかず、授業料を支払う短期留学生も増えている。

IxERASMUSやSOCRATESについては、欧州委員会（EuropeanCommission）のウェブサイト

を参照のこと。

http:"europaeu､int/comm/education/Progammes/socrates/erasmus/erasmusen､html

×国際交流基金（2004）「日本語教育国別情報」国別一覧オーストラリア

http:"wwwjpfgojpﾉ(j/umwa/world/kunibetsu/2004/austmliahtml

x，本稿のもとになっているHashimoto(2004）では英語での発言はそのまま、日本語での発言は

英語母語話者に翻訳を依頼し、筆者が照合した。本稿は日本語論文であるため、逆に英語での

発言を筆者が日本語に翻訳（概要訳ではなく全訳）した。

xjiHashimoto(2004）の留学生に対するインタビューの主な内容は下記のとおりだが、本稿では

そのごく一部にしか言及していない。

●日本語と日本研究に関する学習歴、短期留学以前の滞日経験や海外経験

●家庭の文化的背景とオーストラリアやそれ以外の国での他文化接触経験

●受け入れプログラム（日本語科目、その他の科目、地元学生との接触など）

●受け入れ大学での生活（教師や他の学生との関係、課外活動、寮生活など）

●ネットワーク（日本人学生、留学生、受け入れ大学外の人間関係、本国の友人や家族な

ど）

●満足していることと不満なこと、困難、問題、ストレスなど

●「多文化社会」オーストラリア

●自分のアイデンティティ、キャリア、人間形成などに留学経験が及ぼすと思う影響

●将来の計画など

xiiiただし、これには、本来、日本人学生と友達になりたかったのに、機会が少なかったり、日

本人学生が無関心だったりしたという事情もある。どこにおいても、主流に属する学生は、少

数派の学生に対して無関心だと言えそうである。
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SignihcancesofstudyingabroadatJapaneseuniversitiesfbrstudents赴ｏｍ

‘multicultural'Aus廿訓ね

ＨｉｍｋｏＩＩＡＳＦｎＭＯＴＯ

ＯⅦonashUniversity）

Australiaisamulticulturalcountry,andalargenumberofinternationalstudents

andstudentswithvariousculturalbackgroundsstudyinAustralianuniversities，

However,researchershaveshownthatthisdoesnotnecessarilymeanthatlocal

studentsactivelyinteractwiththesenon-localstudents・

Regardingthebalancebetweentheoutgoingandincomingstudents，the

Australiannethgureshowsthegreatestimbalanceoutoftheselected250ECD

countriesStudentmobilityinAustraliaislargelyone-sided､Italsosuggeststhat

inAustralia，internationaleducationisdrivennotsomuchｂｙculturalasby

economicincentives､OnlyasmannumberofAustralianunlversitystudentsstudy

abroad,andmostoftheoutgoingstudentschooseEnglish-speakmgcountriesand

Europeancountriesastheirdestination・

ThisarticlefbcusesonAustralianbomuniversitystudentshommainstream

Anglo-CelticbackgroundswhostudyabroadinJapanfbroneyear(inafbwcases

fbrasemester).Basedondatacouectedhomin-depthinterviews,Idiscussthe

signiEcanceofstudｙｉｎｇａｂｒｏａｄｉｎＪａｐａｎｉｎｔｅｒｍｓｏｆｈｏｗｉthasmadestudents

thinkabout‘multicultural'Australia

ThesemamstreamAustralianstudentshadverylimitedcontactwithother

culturesinAustraliaＦｏｒｍａｎｙｏｆｔｈｅｍ,studyingabroadinJapan,livinginan

intemationalstudents'dormitory,andattendinganexchangeprogramwithother

internationalstudentswastheirhrstexperienceofintensiveandextensivecontact

withdiversecultures.'IWotypesofreactionstothisenvironmentareobservedOn

theonehand,somestudentshighlighttheirexperienceofstandingoutbecauseof

theirappearance,andfbelexcludedinJapanesesociety・Theytendtodichotomise

multiculturalandopenAustralia，inwhichpeoplehomdiversecultureslive

harmoniously,versusclosedJapan､Theydemonstrateanoptimisticandidealised

vlewofAustralianmulticulturaliＳｍ・Ｔｈｅｙｄｏｎｏｔｔｈｉｎｋｏｆｈｏｗｅｔｈｍｃｍｉｎｏｒｉty

AustraliansmightseeAustraliaＯｎｔｈｅｏｔｈｅｒｈａｎｄ,somestudentsenjoythe

multiculturalenvironmentandtrytointeractwithstudentsfromdifferentcultures

attheirJapaneseuniversity，Throughtheexperiencetheytendtoquestionthe

realityofmulticulturalisminAustralia
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オーストラリアにおける留学生向け国際プログラムの調査

一ディーキン大学の事例を中心に－

朝水宗彦（立命館アジア太平洋大学）

はじめに

オーストラリアは留学生の受け入れが盛んな国である。今回の現地調査では、

筆者の勤務先である立命館アジア太平洋大学（APU:RitsumeikanAsiaPacific

Unive応iW）が2006年度から実施を始めたグローバル.アクティブ.ラーニングのた

めの先行事例の調査として、オーストラリア各地の大学における留学生向けプロ

グラム、特に実践的な特殊講義や学外での体験型学習、インターンシップなど、

特色あるプログラムを中心に聞き取りを行った。

グローバル･アクティブ･ラーニングでは最終的に年間約1,600人のＡＰＵの学生

を、留学や海外インターンシップなど、キャンパス外の教育に触れさせることを

数値目標としている'。これらのキャンパス外教育は交換留学の提携校以外の場

合は学生が参加費を負担するが、受け入れ先の教育機関の単位はＡＰＵの卒業単

位として換算される。あるいは現地の教育機関が単位化を行っていないインター

ンシップの場合、期間やプログラムの内容に応じてＡＰＵ独自の単位として認定

される。ＡＰＵでは大学が提供した以外の留学や海外インターンシップを行う学生

が元々多かったが、グローバル･アクティブ･ラーニングは学生の海外志向のニー

ズをさらに促進する役割が考えられる2．

グローバル・アクテイブ・ラーニングの実施対象は世界各国に及ぶため、オー

ストラリアのみが対象国ではない。筆者と同様の聞き取り調査はアメリカ合衆国

やカナダ、ニュージーランド、シンガポール、中国、韓国などでも行われた。さ

らに上記の訪問国だけでなく、インドやマレーシア、トンガなどのアジア太平洋

地域の国々を加えた各国の教育関係者60名を2006年３月に別府のＡＰＵで開催さ

れた国際シンポジウムに招待し、その後個別に各教育機関のプログラムについて

聞き取り調査を行うなど、全体の調査研究は大規模なものであった3。

オーストラリアはグローバル･アクティブ･ラーニングの対象国の一つであるが、

元々ＡＰＵの学生にとって人気の高い留学先であったため、筆者を含めて４人の教

員が調査を行った。オーストラリア調査担当の教員各々は、2006年２月に分担し

て各校を訪問した。そのうち筆者が行った調査期間は移動日を含めて２００６年２
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月１１日から１９日まで（実質的な調査は１３日から１７日まで）である。短い期間

の駆け足訪問であったが、筆者だけでもディーキン大学、アデレード大学、

TAFEＮＳＷ、ニュー･サウス･ウェールズ大学、グリフィス大学の各校の関係者に

インタビュー調査を行った。これらの訪問先のうち、本稿では事例報告として、

ディーキン大学について述べる。

１．オーストラリアにおける高等教育

オーストラリアにおける高等教育機関として、学術研究を行う総合大学

（UnivemsiW）と職業訓練を行うＴＡＦＥ（TbchnにalandRmherEducation）があるが、

そのうち総合大学は大きく分けて二つに分類できる4．一つは「研究大学」

（Resea１℃hUniveIsiOﾉ）と呼ばれる学術研究が盛んな大学であり、オーストラリア

国立大学やシドニー大学、メルボルン大学などが代表的である。上記の３大学に

加え、今回訪問したニュー･サウス･ウェールズ大学やアデレード大学、さらにク

イーンズランド大学やウエスタン･オーストラリア大学、モナッシュ大学もまた

研究大学として定評があり、俗に「オーストラリア８大学」（GmupofEight）と
呼ばれる同国を代表するこれらの研究大学は主要国首脳会議の名称と同様にＧ８

またはＧｏ８と略される5．

これらの研究大学は世界的にも知名度が高く、各国出身の留学生を数多く受け

入れている。たとえばモナッシュ大学は2006年における全学生52,400人のうち、

留学生は29％を占める15200人であり、さらにマレーシアに学生数2,400人、南
アフリカに学生数１，１００人の海外キャンパスを有している｡。ニュー･サウス･ウェ

ールズ大学は2006年における全学生40,000人のうち、２０％を占める7,900人の正
課留学生が在学しており、さらに1,800人の正課準備コースの学生もまた学んで

いる７．さらにニュー.サウス.ウェールズ大学は２００７年にシンガポールに海外キ
ャンパスを設立する予定である8.1980年代にアメリカ合衆国の諸大学が相次い

で海外キャンパスを設立したように、近年オーストラリアの諸大学も国内外で国
際化が急速に進みつつある。

他方、旧来の高等教育機関であるＣＡＥ（CollegeofAdvancedEducation）を改組し
て１９８０年代末からオーストラリア各地に多数設立された新しい大学の多くは、

当時の雇用・教育・訓練大臣の名前（JohnDawkins）から俗にドーキンス大学群

（Dawkinsunivel5ities）と呼ばれ、地域密着型のより実務的な教育に重点を置いて

きた。なお、ドーキンス大学群の多くは設立当事の規模が比較的小さい公立大学

であったが、同じく１９８０年代末にはオーストラリア初の私立大学であるボンド

－９８－



大学（BondUniveIsiO/:1988年に認可され89年から学生受け入れ）や同じく私立大

学のノートルダム大学（nleUniveHsi0/ofNou巳Dame:1989年に設立され92年から学

生受け入れ）が設立されている。オーストラリアの大学では２学期制が多いが、

ボンド大学は留学生の受け入れに有利な３学期制を導入しており、同大学の全学

生のうち、留学生は約半数を占めている9．

本稿の調査対象であるデイーキン大学（DeakinUnivem/）は1974年代に設立さ

れた比較的新しい大学である。同時期に設立された大学にはグリフィス大学

（GIiHithUniveISiO/:1971年に認可され75年から学生受け入れ）やマードック大学

（MuIdochUnivasiW:1973年設立）などがあるが、これらの大学はドーキンス大学

群よりも設立時期が早い。しかし、８０年代末における高等教育の統一システム化

や私費留学生受け入れの自由化など、一連の大綱化により、これらの大学の一部

は巨大化し、急速に国際化を進めていった。国際化の理由の一つとして、授業料

を先払いする私費留学生の受け入れは新しい大学にとって経営上都合が良かった

ことが挙げられるｌｑ。

２．調査対象の概要

デイーキン大学は元々メルボルン近郊のジーロン市にキャンパス（ｗａｶeIfmt

およびWaumPondS）があった。現在ではメルボルンのトウーラック地区

（TooIak）にもキャンパスがあり、同じくメルボルンのバーウッド地区

（BuIwood）のキャンパスに大学全体の中心機能を移しつつある''・他にもビクト

リア州西部の地方都市ワーナンブール（WaImambool）にキャンパスがあり、２００４

年の時点では全キャンパス合わせて学生数が約32,000人の比較的大きな大学であ

る'2．

国費留学生を除くが、ディーキン大学における同２００４年の私費留学生数は約

4,100人（全学生の１３％）であり、メルボルンの２キャンパスを中心に近年急増

している。ディーキン大学はオーストラリア国立大学やモナッシュ大学ほど世界

的な知名度が高くないが、それでも日本で留学生数が最多の東京大学（2005年の

学部と大学院の合計約29,000人中留学生2,269人で全学生の８％）や学部留学生

数が最多のＡＰＵ（2005年は全学部生4,203人中学部留学生1,665人で全学部生の

40％）よりも留学生が多い'3．

デイーキン大学にはFacul0ofAIts、FaculWofEducalion、FacuIO/ofBusinessandLaw、

FaculO/ofHeahhandBehavioumlSciemces、FaculWofScienceandTechnologyの諸学部があ

るが、今回の訪問ではバーウッド・キャンパスのFacuIUofAItsにて、2006年２月
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１３日に聞き取り調査を行った。先述のように、バーウッド・キャンパスは現在メ

イン・キャンパス化を進めており、諸キャンパスの中で学生数が最も多い。

聞き取り対象者のうち、StephenAlomes氏は筆者の知人であり、６年前に東京

大学の客員教授として日本に滞在していたころからの知り合いである。Alomes氏

はオーストラリア研究が専門であるが、日本各地でフィールド･ワークや講演を

行って来たため、日本の教育事情に詳しい。日本に関する研究が多く、ム肋､ｄ加

旋S１７℃"7７（2005）など、共著の編者も担当している14。

聞き取り対象者：

SbephenAlomes(AssociaｶePmoiもssol;AusmlianStudies,Fﾖcub/ofAIts）

MichaelKnopp(ManageI;InbemationalandPalmeIshipGmupbRlculWofArts）

Ｐan｢ickTbsta(AssociaheDiIcctoIJntemationalMaIketing,DeakinIntemalional）

Lee-AnneAImitage(PalmeIshipO価ceI;Deakinlntemational）

JulieHayhoe(StudyTourandCumculumCooIdinaboIDeakinlntemational）

３．一般留学生向けプログラム

ディーキン大学にはオーストラリアの他の大学と同様に留学生向けの集中英語

コース（ELICOS:En8jおhLanguagelntensiveCburses允rOverseasStudents）が

あり、一般向けのコースは５週間ごとに開講している。デイーキン大学における

留学生向け集中英語コースは英語言語インステイチュート（DUELI:Deakin

UniveisiO/EnglishLangUageInstitute）が運営しており、一般向け英語コースのほかに

国際英語能力テスト（IELTS:IntemationalEngnShLanguage'I1estingSystem）や
TOEIC、TOEFLなどの試験対策コースを有している。集中英語の各コースのクラ

ス・サイズは１クラス１８人までであり、平均１５人の捌莫である。一般向けの英

語コースは英語力を特に問わないが、学術的なプログラムに参加するための準備

コースは最低でもIELISが4.5点以上必要である。学術的なプログラムに参加す

るための準備コースは４レベルに分けられ、リスニングとノートの取り方やプレ

ゼンテーション、調査スキル、レポートとエッセイの書き方、クリティカル・シ
ンキング、ディスカッションなどが含まれている。

一般向け英語コースは７レベルに分けられている。プログラムにはボキャブラ
リー開発やリスニング、リーディング、ライティング、スピーキング、文法など

が含まれている。2006年の場合、一般向け英語コースの開講予定日は１月５日、
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２月９日、３月１６日、４月２７日、６月１日、７月１３日、８月１７日、９月２８日、１１

月９日である。この他にも海外の提携大学を対象とした短期のELICOSがある。

さらに、デイーキン大学が留学生に対するサポートとして、バーウッドの新国

際センターの設立が挙げられる。これは上記のバーウッド・キャンパスへの中心

機能の移転と関連があるが、今までジーロン市のキャンパスが行ってきた国際業

務を新国際センターに移し、2007年度から留学生受け入れ、英語言語インスティ

チュート、ビジネス･技術インスティチュートの機能を集中させる計画である。

同センターには国際業務の専門スタッフが常駐するだけでなく、留学生用の教室

が設立され、さらに２４時間使用可能なコンピュータ･ラボが開設される予定であ

る。

４．提携団体向けの特別プログラム

デイーキン大学の留学生受け入れプログラムの特徴として、上記の馴染み深い

一般向けプログラムに加え、キャンパス外での体験型学習の導入が挙げられる。

姉妹校など提携団体からの参加者に限られるが、ELICOSと学部の特定分野を組

み合わせた特別プログラムも用意されている。ELICOSとFacub/ofAItsとの共同

プログラムの場合、たとえば「英語」と「共有された遺産」（ShaIBdHeritage）の

共同プログラムでは、IELrSが５．０点以上の学生を対象に２週間の集中英語と８

週間の「共有された遺産」の講義、およびキャンパス外のエクスカーションが行

われている'5。

「共有された遺産」の講義では、アボリジニとヨーロッパ人の視点から見たオ

ーストラリアや土地所有権、遺産保護のプロセス、移民・多文化と遺産の多様化、

オーストラリアにおけるアジア太平洋の遺産などのトピックが扱われている。エ

クスカーションにはメルボルン市内にある移民博物館やチャイニーズ・ミュージ

アム、メルボルン博物館に加え、バララット市のアボリジニ文化センターが含ま

れている。

さらに、デイーキン大学の留学生受け入れプログラムの特徴として、職場での

経験を目的としたより実務的なプログラムを提供していることが挙げられる。た

とえば、同大学にはテイラーメイド（提携団体出身の学生に対する特別プログラ

ム）ならばインドからの学生を対象としたインターンシップ・プログラムの経験

がある。そのなかのジャーナリズム分野でのインターンシップ「メディアとコミ

ュニケーションの短期コース」（MediaandCommunicalionShoItCouIse）では、

IELTS6､0-6.5レベルの学生を対象に５－１０人規模の受け入れが可能であり、２週
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間の学内での学習と企業訪問に加え、２－４週間の職場体験を提供している。講

義内容にはオーストラリアのニュース･メデイア、ニュース･ライティング、報道

倫理と法があり、職場体験先として新聞社、ラジオ局、テレビ局などが提供され

た。このプログラムでは空港出迎えとホームステイが用意され、短期ではあるが

食事つきの修了式が行われた。

なお、ディーキン大学に限らないが、ビクトリア州には職業訓練に力を入れて

いる大学が少なからず見られる。ビクトリア州独特の仕組みであるが、ロイヤル

メルボルンエ科大学（RcyalMelboumelnstitubeofTbchnolOgyUnivemsiW）やスインバ

ーンエ科大学（SwinburneUniversityof'Ibclmology）、ビクトリア大学（Vicboria

UniveiSiW:元ビクトリアエ科大学）などは学部や大学院に加え、ＴＡＦＥを併設して

いる。

ただし、ディーキン大学におけるインド出身の学生向けに開発されたインター

ンシップ･プログラムは必ずしも日本からの学生に適応できるとは限らない。一

般的に言われることだが、平均的な日本人学生の英語レベルはインド人学生より

も低い。そのため、IELrSが６．０点以下の場合の代替プログラムとして、デイー

キン大学が提供するテイラーメイドのボランティア体験プログラムならば１０－２０

人規模で２－３週間の受け入れが可能とのことであった。

おわりに

以上、オーストラリア各地における留学事情のうち、デイーキン大学の事例を

中心に見てきた。オーストラリア国立大学やモナッシュ大学のような世界的に知

名度の高い研究大学ではないが、デイーキン大学はオーストラリアの教育重視型

大学の留学事'情を理解するために良い事例であったと思う。ただし、教育重視型

大学であっても、東京大学やＡＰＵより留学生数が多く、国際化を進展中の日本

の大学が留学生を受け入れる際に学ぶべき点は多い。

他方、今回の調査はグローバル･アクティブ・ラーニング実施に向けて先行事

例を調べるために行ったので、本稿で扱っているプログラムは必ずしも典型的な

例であるとは限らない。つまり、今回の調査では、デイーキン大学を含め、オー

ストラリアの各大学における既存のプログラムのうち、特色あるものの調査と資

料収集を重点的に行ったことも留意すべき点である。しかし、すでに述べてきた

ように、デイーキン大学は歴史の深い研究大学と新進気鋭の新設大学との中間に

位置づけできるため、オーストラリア全体における留学事情を知る上でふさわし

い事例であると考えられる。
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ただし、今回の筆者の調査対象ではなかったが、ボンド大学のように留学生の

割合が高い大学やモナッシュ大学のように留学生の絶対数が多い大学もある。そ

のため、本稿で扱わなかったオーストラリアにおける様々なタイプの大学を比較

研究することは、日本からオーストラリアへの留学生送り出し調査のためだけで

なく、日本におけるより多様な留学生受け入れのためのプログラム開発にも有用

なことであり、今後の重要な研究課題になるだろう。

オーストラリアの各大学では一般向けの留学プログラムに加え、ユニークなテ

イラーメイドのプログラムが実施されている。日本から海外へ留学生を送り出す

場合を考えると、既存の一般向けプログラムを活用するだけでなく、日本からの

学生のニーズにあったテイラーメイドのプログラムの可能性を探ることや、一般

向けプログラムであっても、学生の新たなニーズに柔軟に対応できる新たなプロ

グラム開発の可能性を探ることもまた今後の重要な課題である。

なお、オーストラリア各地の各教育機関において聞き取り調査を行う際に、参

考として筆者の勤務先であるＡＰＵにおける学生の留学ニーズについて話し合っ

てきた。ＡＰＵ学生のニーズは日本の大学におけるごく一部の傾向かもしれないが、

少なくとも国際交流に熱心な大学の傾向をある程度反映しているだろう。今回の

訪問は単発であったが、訪問先の各教育機関における今後の留学生受け入れにつ

いて、機会があれば将来的に継続調査を行いたいと思う。

【註】

'ＡＰＵは2006年４月に学部改組と１学年1.5倍の大幅な定員増を予定している。４年

後の学部生の数は6,000人代半ばと予想されるが、グローバル･アクティブ･ラーニン

グの年間参加予定数1,600人は単純計算でも全学部生の４分の１に及ぶ。

2同様の海外派遣プログラムは桜美林大学で行われているが、2005年度における年間

参加者数は400人（全学生数7000人の６％弱）であった。

3詳しくはＡＰＵホームページ内の「ニュース」（http:ﾉﾘWwwapuacjp/home/modules/hews／

aIticlephp?SUoIyid=282）を参照されたい。

4厳密に言えば職業訓練と高等教育は異なるが、本稿では中等教育修了者を教育する

ための教育機関のことを便宜上高等教育機関と呼ぶ。オーストラリアにおける実務的

な高等教育について、以下の著書を参照されたい。朝水宗彦『多文化社会オーストラ

リアにおけるエスニック・ツーリズム形成過程に関する研究』くんぷる，2001,

ppl69-l83．
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s詳しくはGIDupofEightホームページ（hup:ﾙ/www,gO8edu.au/）を参照されたい。

6モナッシュ大学は国際化に熱心な大学として評価が高い。詳しくは同大学ホーム

ページ内のMonash，sintemalionalpIESence（hUp:"www・monashedu.au/engagjngdlewo1.1.／

intemzItionalhm,l）を参照されたい。

7数値はニュー･サウス･ウェールズ大学ホームページ内のAboutUNSW（htlp:ﾙﾍﾊﾉww・

intemationalunsw,edu､au/fhtulE/fiItulE副〕out・html）を参照した。

8ニュー･サウス･ウェールズ大学の海外キャンパスについて、詳しくはUNSWAsiaの

ホームページ（http:ﾉﾘwww,unswasiaeduSg/homepage,html）を参照されたい。

，ボンド大学は他の教員の担当だったので筆者は今回調査を行わなかったが、同大学

もまた留学生の受け入れに熱心な大学の一つである。ボンド大学のWebサイトStudy

AbmadStar価tlp:ﾊﾙenews､bondeduau/link/id/a207b71fbadbd〕flbb74/page,html#6df4ed5ec959b650

iも33)によると、同大学では2006年１月の新学期だけで600人の新入留学生を受け入

れた。

'0一般的に留学生の絶対数はオーストラリア国立大学やモナッシュ大学など世界的に

知名度の高い大規模校が多いように思われている。たとえば、オーストラリア国立大

学の場合、2004年の全学生10,377人のうち留学生が2,226人（21％）を占めていた。

同大学の詳細はファクトシートを参照されたい（http:ﾉﾘUnistalsanu,edu・au／
SummalyｿStalS-CaIds/baldO4s,pdf）。しかし、新しい大学や1980年度後半以降急速に拡大

した大学の中には、オーストラリア人の学生よりも留学生の割合が高い大学がある。

たとえば、セントラル･クイーンズランド大学（CenhalQueenslandUniveI3ity）は元々
1967年に地方都市のロックハンプトンに設立されたが、ブリスベンやゴールドコー

スト、シドニー、メルボルンにキャンパスを拡大し、現在ではフイジーやシンガポー

ル、中国にも海外キャンパスを有している。セントラル･クイーンズランド大学は

2006年度の時点では全学生24,000人のうち、120カ国の留学生が12,500人（全学生の

52％）在籍している。公立校としては珍しく、セントラル･クイーンズランド大学は

留学生の受け入れに有利な３学期制を導入している。セントラル･クイーンズランド

大学の国際展開は同大学のファクトシート（伽:ﾙﾍﾊﾉww､intemanonal､cqu,edu・au／
counbriesAIapanesepdf）が詳しい。

'１デイーキン大学は中心機能をジーロンからメルボルンへ移しつつあるが、地方都市
に設立された大学の中には大都市にキャンパスを新設する例が少なからず見られる。

他方、グリフイス大学の場合、元々 のキャンパスはブリスベンにあったが、ゴールド

コーストの人口増加に伴い、ゴールドコースト・キャンパスの機能を拡充しつつある。
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'２デイーキン大学の数値は２００６年３月に同大学のホームベージ（http:"www・
deakineduau/）を参照した。

I3東京大学の数値は２００６年８月に同大学のホームページ（htlp:"www､u-0ol9/o・acjp／

indeX-jhtml）および「国際交流関係統計資料」（http:ﾉﾂwww､u-hokyoacjp／

IEso3/tlo3-O2-O2-jhmIl）を参照した。なお、ＡＰｕは大学院を含めると２００５年度の全学

生4,385人中留学生1,832人で全体の42％を占める。

l4AlomeSStephened“刀1ﾉ伽lｿ1E助沼と１１",Hawthom:ManbｼmongREss,2005.
1,デイーキン大学の事例ではないが、オーストラリアにおけるエクスカーシヨンの事

例について以下の著書を参照されたい。朝水宗彦『持続可能な開発と日豪関係』くん

ぷる，2004,ｐｐ､177と198.
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開催日

３月１２日（日）

３月１３日（月）

３月１４日（火）

資料１．ＡＰＵ国際教育会議２００６

イベント

Q皿g旦旦旦辿,MonteCassim(PresidentofAPU）
世…匹旦gh-L'１CurrentlnternationalEducation

ParadigminUSHigherEducationmMs・Marlene
M､Johnson(ExecutiveDirectorandCEO,NAFSA）
進…E壁9h-2,!'DevelopingHumanResourcesin

thePerspectiveof30YearsAheadmMs・ＩＳＥ

Ｍｏｍｏｙｏ(FormerExecutiveDirectorandFormer
DirectorGeneral，ＡｓｉａｎＷＯｍｅｎ'ｓＦｕｎｄ／Ｆｏｒｍｅｒ
DirectorGeneralofUnitedNationUniversitｙ）

進……１ ｍＳＥＡＳＲＥＰ：ＰａｓｔａｎｄｆＵｔｕｒｅｏｆ

ＳoutheastAsianStudiesinSEAi1Dr・Aphornsuvan
Thanet（ThammasatUniversityう Ｍｅｍｂｅｒｏｆ

SEASREP）

PanelDiscussio旦， '１ＴｈｅＮｅｅｄｓｏｆａＲａｐｉｄｌｙ
lnternationalizingSocietyinRegardtoHuman
Development”ＭＣ：ProfMani・Ａ（Deanｏｆ

InternationalCooperationandResearch，APU)，
MonteCassim(PresidentofAPU）
ReceDtion

ResearchSeminarl ActiveLearning：Sharing
LeadingExemplarsofOverseasEducational
SystemsandAppliedCasesinJapan
ResearchSeminar2 lnternationalProgramsin
JapaneseUniversities
ResearchSeminar3

ツ DiscussionandSummaryofthe
ResearchSeminar

Sessionl ＮｅwChallengesfbrStudentMobility：
APUProposal
Session2

， ProspectivePartnershipinAcademic
Programs
Session3Discussion

IndividualConsultations

FarewellPartv

IndividualConsultations

出典：NewChallengesfbrStudentMobility2006Schedule，
(http://WWW,apu､ac.』p/events/modules/Confbrences/indexphp?id=159＆s
el-lang=english,AccessdateSeptemberl9,2006）
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資料２各大学の留学生数

大学 学生総数 留学生総数 留学生の割合

東京大学(2005） 29,000 2,269 8％

立命館アジア太平洋 4,385 1,832 ４２％

大学(2005）

TheAustralianNational 1０，３７７ 2,226 ２１％

University(2004）
MonashUniversitｙ 52,400 15,200 29％

(2006）

TheUniversityofNew 40,000 7,900 20％

SouthWales(2006）

DeakinUniversity 32,000 4，１００ １３％

(2004）

GriffithUniversitｙ 29,000 5,000 １７％

(2006）

出典：TheUniversityofTbkyoHomePage（http://www.u・
tokyoac・jp/index-j､html,AccessdateSeptemberl9,2006),ＡＰＵＨｏｍｅ
Ｐａｇｅ（http:"www・apu・acjp/，AccessdateSeptemberl9，2006)，
AustraliaNationalUniversityFacｔＳｈｅｅｔ（httpWunistats､anu､edu､au／
Summary/StatsCards/cardO4spdfAccessdateSeptemberl9,2006)，
Monash'slnternationalPresence（http:"www､monashedu・au／
engagingtheworld/international､html,AccessdateSeptemberl9,2006)，
ＡｂｏｕｔＵＮＳＷ（http:"www,internationaLunsw,edu.au／future／
fUtureabout,html,AccessdateSeptemberl9,2006),DeakinUniversity
HomePage（http:"www・deakinedu.au/，AccessdateSeptemberl9，
2006)，GriffithUniversityHomePage（http://WWW､griffith､edu.au/，
AccessdateSeptemberl9,2006）
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ASurveyoflnternationalProgramsfbrOverseasStudentsinAustralia

‐CaseStudyofDeakinUniversity‐

M1mQhikoASAMIZU

(RitsumeikanAsiaPacifcUniversity）

Thissurveywasorganizedfbr“theGlobalActiveLearningProgram'，by

RitsumeikanAsiaPacificUniversity(APU).APUwasoriginanyestablished

fbrinternationalstudentsandinternationallyorienteddomesticstudents・

However，muchmoreinternationalpracticaleducationoutsidecampus，

especiallyfbrourJapanesestudents，isstilldesired・TheGlobalActive

LearningProgramｉｓａｂｉｇｃｈａｌｌｅｎｇｅｆｂｒＡＰＵａｎｄｉｔｈａｓｂｅｅｎｉｎｐｌａｃｅｆｒｏｍ

Ａｐｒｉｌ２０06．Thisprogramisplanningtosendapproximatelyl600APU

studentsoutsideourcampustolearninotherinstitutionsaroundtheworld・

’1bsendAPUstudentsoutsideourcampｕｓ，someprofessorsvisited

countriesｓｕｃｈａｓｔｈｅＵＳＡ，Canada，Australia，NewZealand，Singapore，

China，KoreaandVietNaminFebruary2006・Asidefifomthesecountries，

somespecialistsinhighereducationfromcountriessuchasfifomlndia，

Malaysia，ThailandandTbngawereinvitedtoAＰＵｉｎＭａｒｃｈ２００６ｆｂｒａｎ

ａｃａｄｅｍｉｃｃｏnferenceonstudentexchangeprograms、

APUalreadyhadagreementswithMonashUniversityinMelbourneand

MacquarieUniversityinSydney6Howeve】C，asAustraliaisapopular

destinationfbrJapanesestudents，APUsent4profbssorstoAustralia，s

UniversitiesandConegesfbrresearch・Ｊｕｓｔｌ，alone，visitedDeakin

University；theUniversityofAdelaide，TYlFENewSouthWales，the

UniversityofNewSouthWalesandGriffithUniversityinFebruary2006．

OtherprofessorsvisitedinstitutionssuchastheUniversityofQueensland，

BondUniversity；QueenslandUniversityof′Ibchnology；Universityof

SouthernQueenslandandVictoriaUniversity

UniversitiesinAustraliaalsohavebecomemorecｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅｓｉｎｃｅｌ９８９ａｎｄ

ｓｏｍｅｏｆｕｎiversitiesdevelopedattractiveprogramsfbrdomesticand

internationalstudents，Ｆｏｒexample，DeakinUniversityinMelbournehas

somegoodlanguageandvocationalprogramsatthepracticallevel、Deakin

University》alone，hasmoreinternationalstudentsthantheUniversityof

'Ibkyo，whichisthelargestinternationalstudentholderinJapanThese

experｉｅｎｃｅｓａｒｅｕｓｅｆＵｌａｓａｗａｙｔｏｌｅａｒｎｔｏexpandandbrushupourGlobal

ActiveLearningProgramandotherinternationalexchangeprograms．
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2005年度オセアニア教育学会活動報告

1．理事会:2006年６月１２日（月）

・第１０回大会（於横浜市立大学）について

・紀要第１２号の進捗状況

・勉強会について

「日本人によるオセアニア地域の教育体験を記したもの」を収集，その内容

を報告

・選挙について

①１２月の総会での承認を得るために、１０月中に実施

②選挙管理委員長は、坂詰理事

◎地理的・時間的都合上、理事会は現在、極力、オンラインで実施しています。

２．

●

●

●

●

●

３．

●

月例勉強会の報告

３月より月例勉強会が復活しました。発表は大事ですが、情報交換の場とし

て開催しています。詳細は以下の通りです。問い合わせは担当理事までお願

いします。多くの会員の参加をお待ちしています。

開催日時いずれも土曜日１５時から１７時位まで

０３月１８日、０５月０６日、０６月２４日、０９月１６日

場所芝学園（芝中学校・芝高等学校）

内容オセアニア地域の教育を経験した日本人による体験記を見つけて発

表、参加者の近況報告、情報交換等

参加人数毎回５人程度

担当理事出光・坂詰

メールを通したニュースレターなど、情報提供について

現在、迅速な情報提供や郵送費削減のため、メールを通してのニュースレタ

ーなどの配信を行っています。現在、５６名の会員のメールアドレスが登録

されています。これは全会員の約７３％にあたります。ご要望いただいた会

員には、「紙｣のニュースレターも同時に郵送しております｡事務局としては、

受信され、情報を受け取られたかどうかが心配でもあります。開封確認、も

しくは受信に関する短い返信等をいただければ、幸いです。ご協力ありがと

うございます。
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しﾞ

オセアニア教育学会第９回大会報告

オセアニア教育学会第９回大会は、２００５年１２月１０日（士）～１１日（日）、北海

道文教大学にて開催されました。当日は、会員と一般をあわせて、４０名以上の参加が

ありました。１１日には、吹雪にも見舞われ、悪天候となりましたが、数多くの一般の

方も参加していただきました。これは、近年北海道のニセコ地域にオーストラリア人

観光客が増加してきたことの影響かもしれません。

北海道文教大学での第９回大会は事務局が中心となって運営されました。また、冬

季間による暖房設備の使用のため、大学職員の皆さまには、休日にもかかわらず、大

変お世話になりました。さらに大会前日から、同大学の卒業生である東北大学大学院

生の平中里弥さんにもお手伝いをいただきました。この場をお借りして、大会に関係

した皆さまに、お礼を申し上げたいと思います。ありがとうございました。

日程は以下の通り開催されました。

１２月１０日(土）

１２：３０～大会参加受付

１３：００～自由研究発表

１６：００～１７：００総会

１７：３０～２０：００懇親会恵庭市内｢‘潟'１W」

１２月１２日(日）

９：００～１２：３０シンポジウム

「英連邦諸国における学校教育の改革動向」

１３：３０～１５：００講演会

「ニセコのオーストラリア人観光客増加に伴う小中学校の英語教育の実践」

１シンポジウム

北海道教育大学の名誉教授である小山内洗会員の司会のもと、「英連邦諸国におけ

る学校教育の改革動向｣というテーマで行なわれました｡以下４人のパネリストの方々

にそれぞれのご専門の研究対象地域について、お話しいただきました。弘前大学の平

田淳氏には、非会員にもかかわらず、北海道までお越しいただき、ご発表いただきま

した。この場をお借りして、お礼申し上げます。
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イギリス佐々木毅（国立教育政策研究所）

カナダ平田淳（弘前大学）

ニュージーランド福本みちよ（山梨英和大学）

オーストラリア青木麻衣子（北海道大学大学院生）

２研究発表

北海道教育大学の佐藤有会員の司会のもと、以下の５件の発表がありました。

１．高橋望（東北大学大学院生）

「ニュージーランドにおける自律的学校経営システムの成立に関する一考察

一教育委員会の廃止に焦点をあてて－」

２．津田敬人（静岡県立大学）

「OECD教育研究開発審査におけるニュージーランドのマオリ教育」

３．竹内明弘（国際大学）

「豪州の高等教育の評価制度日本語プログラムの立場から」

４．本柳とみ子（早稲田大学大学院生）

「オーストラリアの教員養成における教員専門職スタンダードの意義」

５．幸野稔（秋田大学名誉教授）

「多文化共生を目指す外国語教育：オーストラリアの言語教育政策を手がかりと

して」

３公開講演会･実践報告

午後からは「ニセコのオーストラリア人観光客増加に伴う小中学校の英語教育の実

践」と題して、講演者として倶知安町役場の竹中真寿美氏、倶知安町教育委員会の英

語補助員マシュー・フィツコー氏をお招きしました。ここ数年、倶知安町の比羅夫ス

キー場には、多くのオーストラリア人観光客がスキーを目的として滞在している現状

とそれとに伴う同町での英語教育の変化についてお話いただきました。

４総会

５懇親会

懇親会は恵庭市内の「漁川」で蟹など海の幸を満喫しながら行われ、２０名の参加者

がありました。
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○オセアニア教育学会会則

第１章総則

第１条本会はオセアニア教育学会(SocietyfbrOceanianEducationStuidies)と称する。

第２条本会はオセアニアの教育に関し､学術的に研究し､かつ教育現場の理解に努

め､もって日本とオセアニア諸国の相互理解及び交流を深めることを目的とす

る。

第３条本会は前条の目的を達成するために以下の事業を行う。

１．総会及び研究会の開催

２.研究年報または会報の発行

３.その他本会の目的達成に必要な事業

第２章会員

第４条本会の目的に賛同し､オセアニアの教育に関心を持つ者をもって会員とする。

第５条本会の会員になるためには入会申込書を提出しなければならない。

第６条会員は会費を負担するものとし､会費は年額5,000円(学生3,000円、団体

8,000円)とする。

第７条会員のうち三年間にわたって会費納入を怠ったものは､本会から除籍される。

第３章役員

第８条本会の事業を運営するために次の役員をおく｡役員の任期は二年とする｡但し、

重任を妨げない。

会長１名理事７名(但し､事務局長１名、編集委員長１名を含む）

監査２名

第９条１)会長は総会にて選出し､本会を代表するものとする。

２)理事は会員の互選により選出する｡欠員が生じた場合､直ちに補充する。

３)監査は理事会の議を経て会長が委嘱する。

４)事務局長は理事会の議を経て会長が委嘱し､理事に加える。

５)編集委員長は､理事会の議を経て会長が委嘱し､理事に加える。

６)事務局長は､事務局員を委嘱することができる。

第４章総会及び理事会

第１０条総会は本会最高議決機関であって年一回これを開催し､重要事項を決定す
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る。

第１１条

第１２条

第１３条

理事会は会長及び理事によって構成し､本会の重要事項を審議する。

第５章会計

本会の経費は会員の会費､その他の収入をもってこれにあてる。

本会の会計年度は毎年１０月１日にはじまり､翌年９月３０日に終わる。

北海道文教大学

第６章雑則

第１４条本会の事務局は、当分の間､北海道恵庭市黄金町196-1北海道

伊井研究室におく。

第１５条本会則の改正は総会の決議による。

第１６条本会を運営するのに必要な細則は理事会が定め､総会に報告する。

附則

本会の会則は､平成５年１２月４日より施行する。

附則

本会の会則は､平成６年１２月３日より施行する。

附則

本会の会則は､平成７年１２月９．日より施行する。

附則

本会の会則は､平成９年１２月６日より施行する。

附則

本会の会則は､平成１０年１２月１２日より施行する。

附則

本会の会則は､平成１２年１２月７日より施行する。
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○オセアニア教育学会選挙管理規程

オセアニア教育学会理事選出に関する規定を次の通り定める。

(目的）

第１条この規程は､オセアニア教育学会における役員の選出が､公明かつ適正に行わ

れることを意図し､本会の健全な発展に寄与することを目的とする。

(理事選出の方法）

第２条理事の選出は会員全員の選挙により行う。

(選挙事務の管理運営）

第３条理事の選挙については､選挙管理委員会が管理運営するものとする。

(選挙管理委員会）

第４条Ｌ選挙管理委員会は､会長が会員の中から指名し３名の委員で構成する｡但

し､理事１名を含むものとする。

２.選挙管理委員会には選挙管理委員長を置く｡委員長は委員の互選とする。

３.委員の任期は､二年とする。

４.選挙管理委員会は､投票日の公示､投票の方法､その他選挙に関し特に必

要と認める事項を選挙人に周知させるとともに､棄権防止に対して適切な措置

を講じなければならない。

(選挙権）

第５条会員は全てその権利を有する。

(被選挙権）

第６条会員は全てその権利を有する。

(選挙人名簿の作成）

第７条オセアニア教育学会会員名簿をもって代用する。

(選挙期日）

第８条選挙日の設定及びその他選挙に関する日程の作成は選挙管理委員長が公示

する。

(定例選挙）

第９条理事の定例選挙は､その任期終了前二ヶ月以内に行う。

(臨時選挙）

第１０条前条に定める定例選挙以外に､選挙管理委員会が必要と認める事態が生じた

場合には、臨時選挙を行うことが出来る。
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(投票）

第１１条１.選挙は､投票によって行う。

２.投票は､一人５名以内連記の1票に限る。

(投票用紙の様式及び作成）

第１２条１．定例選挙における投票用紙､別表第一号様式とする｡臨時選挙における

投票用紙の様式については､その都度選挙管理委員会が定めるものとす

る。

２.投票用紙は､選挙管理委員会が作成する。

(投票の方法）

第13条投票は全て郵送とし､宛先はオセアニア教育学会事務局内選挙管理委員会と

する。

(開票立会人）

第１４条選挙管理委員会は､開票に際し､選挙人の中から開票立会人1名を公募しな

ければならない。

(開票事務）

第１５条開票に関する事務取扱いは､選挙管理委員会が行うこととし､前条の開票立

会人が開票事務に立ち会う。

(開票の場所及び日時の決定）

第１６条１.選挙管理委員会は､開票立会人の立会いの上､投票総数を点検しなけれ

ばならない。

２.投票の効力は､選挙管理委員会が決定しなければならない｡その決定に

あっては､第十七条の規程に反しない限り､その投票を有効とする。

(無効投票）

第１７条以下の投票は､無効とする。

１.正規の用紙が用いられていないもの。

２.被選挙権の無い者の氏名が記載されたもの。

３.投票が締め切られた日の翌日以後の日付で郵送されたもの。

４.第十一条に違反したもの。

(同数得票の扱い）

第'8条同数の得票を得た者が並んだ場合は､会員歴の長い者を優先する。

(欠員の補充）

第'9条理事に欠員が生じた場合は､直前選挙の次点者より補充し､その任期は

前任者の残りの期間とする。
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附則

附則

附則

この規程は平成８年１２月７日より有効とする。

この規程は平成９年１２月６日より有効とする。

この規定は平成15年１２月６日より有効とする。
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Ｏ『オセアニア教育研究』編集委員会規程

１．編集委員会は､若干名の編集委員会をもって構成し､紀要(『オセアニア教育

研究』)の編集･発行に当たる。

２．編集委員長(以下､委員長)は編集担当理事とする。編集委員長は編集委員

会を招集し､論文審査その他紀要発行に必要な事務を行う。

３．編集委員の選出は理事会が行う。

４．編集委員の任期は１期２年とする｡ただし､重任を妨げない｡また､１期ごとに

若干名を交代する。

５．論文の審査･執筆については別に定める。

６．本規程の改正は編集委員会の出席者の２分の１以上の同意により提案され、

理事会の承認を得るものとする。

附則本規程は､１９９７年１２月６日から施行する。
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岳Ｐ

Ｏ『オセアニア教育研究』執筆要領と

１．名称:『オセアニア教育研究』(JournalofOceanianEducationStudies)とする。

２．発行:原則として､年１回､毎年９月３０日をもって発行する。

３．編集内容:オセアニアの教育に関する研究論文､現場報告､書評等を掲載す

る。

４．執筆要領：

（１）原稿形式

①原稿は未発表のものに限る。口頭発表及び配布資料はこの限りではな

い。

②原稿(注､引用文献､及び図表を含む)は､Ｂ5横書きパソコン原稿38字×

３５行で15枚以内(現場報告は12枚以内)とし､余白を上側､右側を20ミリ

ずつ､下側､左側を２５ミリずつとする｡フオントサイズは本文を11とし､注

をそれ以下とする｡頁番号はいれない。

③原稿は4部(コピー可)を送付するものとする｡ただし､原稿は返却しない。

④原稿及び英文アブストラクトにはタイトルのみを記入し､執筆者名及び所

属は記入しないこと。

⑤引用文献､参考文献を含む原稿には､著者名、所属など､投稿者が特定

できる情報を記載しない｡ただし､掲載決定後には当該情報を補うことが

できる。

⑥投稿にあたっては､次の事項を記入した別紙を添付するものとする。

ｉ）和文による執筆者名､所属､連絡先､E-mailアドレス

ｉｉ）英文による論文題目、執筆者名、所属

iii）上記形式のＢ5,1枚(約350語)以内の英文アブストラクト(必ずネイ

ティブチェックを受けたものであること）

（２）統一表記

①節の表記は､１，２，３，…、小節の表記は、(1)、(2)、(3)、…とする。

②注番号は､上付とする。

③邦文の論文名には「 」、書名･雑誌名には『』をつける。

④英文等の論文名には“”､書名･雑誌名はイタリック体とする｡(イタ

リック体が不可能な場合は､下線を引く)。

⑤文献の表示は､次の通りとする。

著者外国語著作で複数の場合はアルファベット順にする。
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題名論文の場合は論文名の後に雑誌名、巻号数を入れる。

出版社名国外出版の場合は国名もしくは都市名も入れる。

出版年報告書等の題名に年号がついていても出版年は必ず入れ

る。

⑥以下の形式の例を参照すること。

（３）論文提出

①投稿希望は２月１５日､論文提出は４月１５日必着とする。

②投稿希望･論文提出先

〒１８３－８５３４府中市朝日町３－１１一１

東京外国語大学留学生日本語教育センター

宮城研究室内『オセアニア教育研究』編集委員会

涙、＝裸～戸～戸、－戸、ご戸、ご戸、ジヘーヘーーー〆、ご戸、一〆～〆、＝～戸～戸～戸、ジヘジニ、シダ、一戸、一戸、ご～戸、ご戸、ジヘジー、プー、－戸～戸、－戸、＝ケヘゴ戸～戸～ー～

(形式の例）

題名

一副題一

（以下３行あける）

はじめに

「はじめに｣を入れる場合は節に入れない｡同じく｢おわりに｣を使用する場合も題目に

数字を入れない｡題名、副題、「はじめに｣、「おわりに｣は太文字にする。

１．節の題目

(1)小節の題目

節の題目は太文字にするが､小節は太文字にしない｡なお､表や図を使用する場

合は､以下のように表題､出典を明記する。

表１州別学校数(1995年）

初等教育 中等教育 高等教育
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Ａ州 2００ 1００ ２０

Ｂ ９０ 4０ 1０

(出典:MinistlyofEducation.＆力Ｃａ"b"ｊｈＣｂ”"yCl993,ｐ,１６）

〔注〕

l）Leger,Ｃ､,＆Romano,Ｊ､P．“BootstrapAdaptiveEstimation:TheTrimmedMean

Example・'’716ｅα"adia"./bz"刀a/ofSYa姑雄S,砥1990,ｐ,299.

2)Barcan,Alan.ＡﾉﾂHstoU'ｏｆＡｕｓ”Zlia〃ＥﾋﾛCat/bﾉ7.Melbourne：OxfbrdUniversity

Press，1980.

【参考文献】

Ｕ､S・SecuritiesandExchangeCommissio､．Ａ""ua／Ｒ白P”ｏ/､坊ｅ先Ｃｕ"Z7bsa"ｄ

Ｅｘｃﾉｳa"ｇｐＣｂｍｍＸｓ：ｓ７ｂ〃/ｂｒ坊eRisca／】/banWashington，，.Ｃ､：GovernmentPrinting

Office，1983．

Boyd,WilliamLowe,＆Ｓｍart,Don,Eds．ＥﾋﾛＣａ"ひﾉ7Ｐｂ此Wir7Aus”始ａ"ｄＡｍｅ"ｂａ.．

ＣＯ"ZPaﾉ淫"ＶｅＦｾﾉ画Pecmﾉａｓ・NewYork：FalmerPress，1987.
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■

『オセアニア教育研究』編集委員会

委員長宮城徹（東京外国語大学）

委員 出光直樹

小山内洗

隈本順子

佐藤博志

(横浜市立大学）

(北海道教育大学(名誉)）

(大分大学）

(岡山大学）

編集後記

昨年度に引き続き、多くの方々のご協力を得て､第１２号が完成いたしました｡今年は投稿

論文締め切りが遅れたこと、査読及び討議に時間を要したことなどから、最後はたいへんな

駆け足となりました。

今号の前半部には､第９回大会でのシンポジウムの討議をまとめたものを掲載しました｡各

シンポジストの皆様には､お忙しい中、玉稿をお寄せいただきました｡たいへん読み応えのあ

るものになっております｡この場をお借りして心よりお礼申し上げます。

研究論文については､広範囲かつ内容のある多くの投稿がありました｡編集委員会では、

厳正な審査と熱心な意見交換の末､そのうちの3論文、１報告を掲載することとしました｡この

学会誌への投稿論文はたいへんバリエーションに富んでいます｡それは一つ一つの論文が、

オセアニア地域のさまざまな教育場面を扱い､異なる研究方法を用いているからです｡これ

らを審査することはなかなか難しいことではありますが､新しい知見に触れる喜びを著者に次

いで味わえるという特権を与えられているという気にもなります。

次号に向け、執筆要領の一部改訂を行いました｡今後の編集がより円滑に行われるように

なると期待しています。必ず最新の執筆要領にしたがって､ご投稿願います｡会員のみなさ

まの積極的なご投稿をお待ちしております。

（編集委員長宮城徹）
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